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1 

 

序 章 
 

本学は、建学の精神「学問による人間形成」及び教育理念「国際社会で生きる人間とし

ての人格形成」の下、「城西国際大学自己点検・評価に係る規程」を定め、教育研究水準の

弛まざる向上を図り、掲げる目標及び社会的使命を達成するため、教育研究活動及び管理

運営等の状況について、自ら点検及び評価を行う。本学の自己点検・評価を推進する組織

として、学長を委員長とする全学点検評価委員会を設置し、担当副学長と学長室が中心と

なって全学的課題と部局独自課題を整理、各々の改善プロセスを明確にした上で、毎年度

の自己点検・評価に取り組む。学部・研究科及び部局等がそれぞれに作成する点検・評価

シートに基づき、この全学点検評価委員会が本学の教育研究活動を俯瞰的に点検・評価し、

学長のガバナンスの下、抽出した問題点や課題の解決を図るとともに、大学全体での共通

認識の形成にも努め、それぞれの取組を有機的に関連付けて包括的かつ持続的な改善を推

し進める仕組みを整備している。 

 

2017（平成 29）年から 2019（令和元）年までの 3 カ年度においては、2016（平成 28）

年度に受審した第二期認証評価の指摘事項等に係る改善にも並行的に取り組み、従前の仕

組みや改善のプロセスを維持しつつ、各部局において当該指摘事項に係る改善を達成する

ために策定した「大学評価結果に基づく改善プラン（3 カ年計画）」に従って全学的な改善

活動に着手し、2020（令和 2）年 8 月に、その成果や取組状況に係る大学基準協会への報

告を行った。 

 

本報告書は、新たに策定した中期計画【2020-2024】の取組状況等を踏まえて、本学に

おける持続的な自己点検・評価の活動状況や改善取組の進捗等について取りまとめたもの

である。本学の新たな中期計画【2020-2024】では、（1）「教育力」の強化、（2）「学生支

援力」の強化、（3）「就職・進学支援力」の強化、（4）「学生参集力」の強化、（5）「国際力」

の強化、（6）「研究力」の強化、（7）「地域連携・社会貢献力」の強化、（8）「JIU ネットワ

ーク力」の強化、（9）「組織・運営力」の強化を掲げる。そして、これらの達成を期して年

度ごとの事業計画を策定、新たに開設した学長直属の IR 推進室が主体となって、各々の

進捗・改善状況を可視化させながら鋭意取り組んでいるところである。この間、忽然と

COVID-19 の感染拡大よる影響を多方面にわたって受けることとなったが、法人本部の支

援も仰ぎながら、本学としては最大限の対応に努めてきた。これまでにない様々な課題に

直面した一方で、否応のないオンライン環境の拡充を経て、新たに浮上した可能性にもし

っかりと向き合わなければならない。 

 

本学は、2022 年 4 月に開学 30 周年を迎えた。1991 年に大学設置基準が大綱化された

ことを思えば、本学の歩みは「新しい大学」のあり方を希求し続けた時代そのものでもあ

ったわけである。このたび大学基準協会の第三期認証評価を受審するにあたり、この度の

点検・評価報告書としての取りまとめを、より客観的な視点から検証と改善を重ねていく

ための新たな機会として位置付け、本学における自己点検・評価活動の更なる充実と、教

育研究活動の発展に邁進する所存である。このプロセスにおいて見い出し、捉え直した諸



 

2 

 

課題を踏まえ、新たな中期計画【2025-2029】を策定するとともに、教育研究を担う公的

サービスを提供する高等教育機関としての社会的責任（USR：University Social 

Responsibility）を全ての本学構成員が常に考え、自覚し、教職協働の下で実行して、時代

や社会環境の変化に適時対応し得る力に磨きをかけながら、大学と社会の相互発展を可能

にするための礎を築いていく。 
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第１章 理念・目的 
 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、 

         学部・研究科の教育研究上の目的を適切に設定しているか。 

評価の視点１ 

学部においては、学部・学科ごとに、研究科においては、研究科・専攻ごとに設定する

人材育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容 

評価の視点２ 

大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 

 

【大学の理念・目的の適切な設定】 

学校法人城西大学は、創立者水田三喜男による「学問による人間形成」を建学の精神と

して 1965（昭和 40）年に発足した。城西国際大学は、その建学の精神を継承しつつ、「国

際社会で生きる人間としての人格形成」を独自の教育理念として 1992（平成 4）年に開学

し、未来志向の人材育成を社会的使命とする。本学は、高い倫理観の下、地域社会及び国

際社会のニーズに対応した先端的教育の提供及び研究の推進をもって、日本全国はもとよ

り、世界の様々な出来事を深い問題意識を持って理解し、他者と協働して活躍できる人材

の育成を目指す、未来志向のグローバル大学である。本学では、学部と大学院の目的を学

則第 1 条及び大学院学則第 1 条において､次のように明確に定める。 

 

学部：学則（抜粋） 

第 1 条 城西国際大学（以下「本学」という。）は、建学の精神「学問による人間形成」

及び教育理念「国際社会で生きる人間としての人格形成」に基づき、教育基本法並びに学

校教育法の定めるところに従い、広い分野の知識と深い専門の学術を教授研究し、知的、

道徳的能力の涵養を図り、もって国家社会に貢献し得る人材を養成するとともに、人類文

化の発展に寄与することを目的とする。 

「城西国際大学学則」（資料 1-1【ウェブ】より） 

 

大学院：大学院学則（抜粋） 

第 1 条 城西国際大学大学院（以下「本大学院」という。）は、建学の精神「学問による

人間形成」及び教育理念「国際社会で生きる人間としての人格形成」に基づき、学術の理

論及び応用を教授研究し、その深奥を深めて文化の進展に寄与することを目的とする。 

「城西国際大学大学院学則」（資料 1-2【ウェブ】より） 

 

また、本学学則第 1 条に「広い分野の知識と深い専門の学術を教授研究し、知的、道徳

的能力の涵養を図り、もって国家社会に貢献し得る人材を養成するとともに、人類文化の

発展に寄与することを目的とする」ことを掲げ、具体的に次の 6 項目を教育目標として 

適切に定める。 
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城西国際大学：教育目標 

① 総合大学としての教育研究環境の下、多様な文化・価値に対応し得る思考力及び判断 

力を修得する学びを創出する。 

② 先端性を持った経営情報学、人文学、メディア学、観光学及び環境社会学の教育・研 

  究に努め、文化を継承・創造し多様性を理解して地域や世界で活躍できる人材を育成 

する。 

③ 先端性を持った社会福祉学、理学療法学、薬学及び看護学の教育・研究に努め、それ 

ぞれの専門能力をもって関連領域と連携できる職業人を育成する。 

④ 地域社会及び国際社会で活躍する社会人として必要とされる人間力と教養、実務能力 

などの修得や帰属意識の形成を図る。 

⑤ 本学が立地する地域社会と緊密な関係を保ち、産学民官の協働による地域の活性化及 

  び文化の振興に貢献する「地域密着型」の総合大学、そして未来志向の大学を目指す。 

⑥ 同一学校法人が設置する城西大学と相互啓発・協働を推し進め、相携えて発展するこ 

とで、社会における学校法人城西大学の責務を果たす。 

「大学基本情報（建学の精神、理念、目的等）」（資料 1-3【ウェブ】より） 

 

【大学の理念・目的を踏まえた学部・研究科の目的の適切な設定】 

 各学部・研究科においては、建学の精神及び教育理念を踏まえた教育研究上の目的を、 

学部は学部・学科を単位として学則第 2 条第 3 項に、大学院は研究科・専攻・課程を単位

として大学院学則第 4 条第 2 項に適切に定め、大学ホームページ及び学生便覧にて公表し

ている（資料 1-4【ウェブ】、1-5【ウェブ】）。 

 

経営情報学部の教育研究上の目的：学則（抜粋） 

第 2 条 

経営情報学部は、グローバル化や情報通信技術の発展に即応する能力を有し、かつ企業

や行政等の組織、あるいは国際社会・地域社会が抱える諸課題の解決に主体的に向き合

い、他者と協働しながら判断・行動できる「国際的に有為なマネジメント力のある人材」 

を育成する。 

「城西国際大学学則」（資料 1-1【ウェブ】より） 

 

人文科学研究科の教育研究上の目的：大学院学則（抜粋） 

第 4 条 

人文科学研究科は、国際的かつ学際的視野と異文化理解力、コミュニケーション能力を 

有し、国際社会で活躍できる高度な専門的職業人や、研究者・教育者を育成する。 

 

① 比較文化専攻（博士後期課程）は、地域的・民族的文化に係る体系的で緻密な知識と 

   冷静で的確な判断力及び比較文化的考察力を有し、併せて国際的･地球的な視野に 

  立ち、国際社会の中での日本の学術の発展並びに国際的協働に貢献できる人材を養成 

する。 
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② 国際文化専攻（修士課程）は、国際社会に通用する柔軟で幅広い、高度の体系的知識 

と実践的能力を身につけた研究者および専門的職業人を養成する。 

③ 女性学専攻（修士課程）は、地球的で学際的な広い視野に立ち、国際社会に生きる 

  高度の専門的職業人と、地球的協働ならびに男女協業に参画する人材を育成する。 

④ グローバルコミュニケーション専攻（修士課程）は、国際人としての態度と豊かな 

  教養、異文化理解力を基盤とし、言語の習得や運用に係る専門知識と実践能力を備え 

た人材を育成する。 

「城西国際大学大学院学則」（資料 1-2【ウェブ】より） 

 

 教育研究上の目的については、時代や社会の変化等も勘案しながら、カリキュラム見直

しの際に理念・目的等の検証を行い、改正の必要がある場合には各学部・研究科が自発的

に改正する。 

 また、本学は､情報通信技術の発展や国際化・少子高齢化が進展する現代社会において、

異なる文化や考え方を持つ人々と協力できる力、及び社会の問いかけを解決する力を養成

し、国際感覚と豊かな人間性を備え、自らの能力を高めて社会で発揮できる未来人材を育

成するという観点から、2019（令和元）年に、全学方針として人材育成の 3 本柱「国際教

育」、「地域基盤型教育」、「キャリア形成教育」を掲げる（資料 1-6）。現在は、2022 年度に

定めたキャリア教育ポリシーの中でも明示するとともに、大学パンフレットにて公表して

いる（資料 1-7【ウェブ】、1-8）。 

 

 以上のことから、本学では、大学の理念・目的を明確に定めるとともに、学部・研究科

の教育研究上の目的等についても、それらを踏まえて、明確に定めている。これらの理念・

目的等は、学校教育法第 83条に規定された大学一般に求められる目的にも適合しており、

適切に設定していると判断する。 

 

点検・評価項目②：大学の理念・目的及び学部・研究科の教育研究上の目的を学則に適切 

に明示した上で、教職員及び学生に周知するとともに、社会に対して 

公表しているか。 

評価の視点１ 

学部においては、学部・学科ごとに、研究科においては、研究科・専攻ごとに設定する

人材育成その他の教育研究上の目的の適切な明示 

評価の視点２ 

教職員、学生、社会に対する刊行物、大学ホームページ等による大学の理念・目的、 

学部・研究科の教育研究上の目的等の周知及び公表 

 

【大学の理念・目的、学部・研究科の目的の適切な明示】 

本学は、理念・目的として、建学の精神、教育理念、教育目標を明確に掲げ、大学ホー

ムページにて公表している（資料 1-3【ウェブ】）。また、各学部・研究科の目的は、学則及

び大学院学則に明示する（資料 1-1【ウェブ】、1-2【ウェブ】）。各学部の教育研究上の目的
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は学部・学科を単位として、各研究科の教育研究上の目的は研究科・課程・専攻を単位と

して､学則あるいは大学院学則において適切に明示し、いずれも大学ホームページ及び学

生便覧にて公表している（資料 1-4【ウェブ】、1-5【ウェブ】）。 

 

【大学の理念・目的、学部・研究科の目的の教職員や学生への周知、社会への公表】 

本学は、理念・目的、学部・研究科の目的等について、教職員に対しては、全学 FD・

SD や学部・研究科にて個別に実施する FD 等にて周知し、それらの認知及び理解を促す。

特に、新任教職員に対しては、着任時の研修やガイダンス等により、その周知と理解の浸

透を図る（資料 1-9）。 

学生に対しては、大学ホームページに公表する学生便覧及び『履修の手引き』に学則の

抜粋を掲載し、これを用いて、建学の精神と教育理念、各学部・研究科の教育研究上の目

的を、毎年度初めに実施するオリエンテーション等にて周知する。また、保護者に対して

は、毎年、全国 11 カ所で開催する父母地区懇談会の全体会や、学部ごとの分科会におけ

る配布資料により周知する（資料 1-5【ウェブ】）。 

社会に対しては、大学ホームページ、広く頒布する大学案内、大学院案内はもとより、 

千葉県で自治体と連携して開催する公開講座、COVID-19 の感染拡大以前まで東京都で 

展開してきたエクステンション・プログラム等においても公表している（資料 1-10【ウェ

ブ】）。 

 

 以上のことから、本学では、大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則及び学生

便覧等に適切に明示し、教職員及び学生に周知するとともに、社会に対して公表している

と判断する。 

 

点検・評価項目③：大学の理念・目的や、学部・研究科の教育研究上の目的等を実現する 

         ため、大学として将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設 

         定しているか。 

評価の視点１ 

将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 

◆認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定 

 

【中・長期の計画、その他の諸施策の設定】 

本学は、2011（平成 23）年に中期目標《J-Vision》を策定した。これらの目標は 5 カ年

ごとに見直し、各 Vision の具体的な達成状況や成果等を各部局より集約し、それを学長室

において整理・統合した上で検証してきた。それらの検証結果を踏まえ、社会と時代の新

たな流れをくみ取った上で、「Vision 1：豊かな人間性の涵養と社会に有為な人材育成、

Vision 2：国際性と日本文化を身につけたグローバル人材の育成、Vision 3：教育力の持続

的向上と地域・世界と直結した連携教育の強化、Vision 4：研究力強化とイノベーション

の推進、Vision5：キャンパス環境の充実とグローバル化・ネットワーク化、Vision6：教

育、研究、社会貢献のダイナミックな展開を支える経営基盤の確立、Vision7：発信力強化
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と社会的存在価値の更なる向上」を新たな《J-Vision》（2016-2020）として策定し直した。

2016（平成 28）年 7 月の法人理事会における審議・決定の後、これを大学ホームページ

にて公表した（資料 1-11【ウェブ】）。 

そして、学校法人城西大学は、これからの社会を念頭において、単一の価値観では対応

困難な様々な変化に備え、「学問による人間形成」という建学の精神の下、自律性を身に付

け多様な価値観に向き合える人材の育成というミッションを改めて確認した上で、本法人

の経営・運営の指針として中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）を新たに策定した（資

料 1-12【ウェブ】、1-13【ウェブ】）。 

 この法人の中期計画に基づき、「学校法人城西大学改革計画 2022-2024」を策定し、法人

全体として学修成果の可視化、学部・大学院等の組織改革、法人内大学共同業務の推進、

財務改革、人事制度の改善、情報基盤の改善に取り組む（資料 1-14）。 

 本学は、この法人の中期計画を踏まえ、下記のように本学の中期計画を掲げる。 

 

城西国際大学：中期計画【2020-2024】（抜粋） 

（1）「教育力」の強化         （6）「研究力」の強化 

（2）「学生支援力」の強化       （7）「地域連携・社会貢献力」の強化 

（3）「就職・進学支援力」の強化    （8）「JIU ネットワーク力」の強化 

（4）「学生参集力」の強化       （9）「組織・運営力」の強化 

（5）「国際力」の強化 

「学校法人城西大学中期計画【2020-2024】」（資料 1-12【ウェブより】） 

 

 本中期計画期間における中・長期ビジョンを目標ごとに設定し、中期計画の骨子と

なる 27 の大項目を具体化する。これらの強化・実現に向けて重点を絞り込んだ戦略を

立て、全ての本学構成員に向けて周知を図り、大学マネジメントを実践する。 

 

中長期ビジョン  中期計画の骨子《大項目》 

1．「教育力」の強化 

学生一人ひとりを大切にした丁寧な教育と

学生の学修成果に対する内部質保証を徹底し、

社会に貢献する豊かな人間形成の場を創出す

る。 

 (1)学生の立場に立った教育の質的保証の徹底【№1】 

(2)基盤教育の充実を核とする教育改革の展開【№2】 

(3)社会が求める時代に適合した質の高い学士課程

教育及び大学院教育の展開【№3】 

(4)より質の高い教育研究活動の実現を目指した学

修環境の整備【№4】 

２．「学生支援力」の強化 

学生一人ひとりが入学から卒業・修了まで安

心して真に豊かな学生生活を送ることができ

るよう、ハード面とソフト面の双方において学

生への支援を提供する。 

 

(1)修学支援の充実【№5】 

(2)正課外教育の推進【№6】 

(3)退学・休学の防止対策の徹底【№7】 
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中長期ビジョン  中期計画の骨子《大項目》 

３．「就職・進学支援力」の強化 

キャリア教育を充実させ、学生一人ひとりの

希望・能力・個性にマッチングした就職・進学

支援を実施して、高い就職率を実現できる就職

支援体制を創出するとともに、大学院進学に関

する多面的支援を提供する。 

 

(1)キャリア教育の充実【№8】 

(2)就職・進学支援の充実【№9】 

４．「学生参集力」の強化 

城西国際大学にふさわしい学生が参集する

場を創出する。 

 (1)学生の受入れ及び学生募集力の向上【№10】 

(2)アドミッション・ポリシーに適合する入学者選

抜方法の改善【№11】 

５．「国際力」の強化 

世界の多様なパートナーと協働して本学の

「知」を波及させるとともに、「国際」を冠する

大学にふさわしいグローバルな修学環境を創

出する。 

 
(1)国際社会への貢献に向けた基盤強化【№12】 

(2)外国人留学生の戦略的受入れ及び修学環境の整

備【№13】 

(3)本学学生の海外留学及び国際体験の促進【№14】 

６．「研究力」の強化 

本学を特色付ける研究領域を再構築し、研究

成果を創出して、その成果を国内外に公表し、

相互研鑽の研究拠点として、社会に貢献する研

究環境を創出する。 

 

(1)研究成果の「創出」と「発信」【№15】 

(2)研究資金力の強化及び連携研究の推進【№16】 

７．「地域連携・社会貢献力」の強化 

地域にとって存在意義のある「地（知）の拠

点大学」として、多様な地域ステークホルダー

と協働して地域の持続的発展に貢献する。 

 (1)地域創生機能の強化【№17】 

(2)地域志向・社会貢献型人財育成に向けた教育カ

リキュラム等の展開【№18】 

(3)産学官連携による地域社会・地域産業の課題解

決等の寄与【№19】 

(4)教育研究成果の地域還元【№20】 

８．「JIU ネットワーク力」の強化 

本学のユニバーシティ・アイデンティティを

確立して、プレゼンス及びブランド力を高め、

教職員・学生・卒業生・地域住民をはじめとす

るマルチステークホルダーと一体感のある大

学を創出する。 

 

(1)JIU の総合価値の向上及び情報発信【№21】 

(2)卒業生・同窓会・父母後援会との連携強化【№

22】 

９．「組織・運営力」の強化 

本学を取り巻く環境の変化や時代の要請に

適応できる組織・運営基盤を確立する。 

 (1)教学ガバナンス・マネジメントの実質化・効率

化の推進【№23】 

(2)現場力の向上を支援する仕組みの構築【№24】 

(3)全学的リスクマネジメント及びコンプライアン

スの徹底【№25】 

(4)自己点検評価の実質化及び認証評価への適切な

対応【№26】 

(5)30 周年記念事業及び記念催事の完遂【№27】 

「城西国際大学における中期計画の全体像」（資料 1-15 より） 
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この新たな中期計画に基づき、毎年度の事業計画を定め、各課題に対する方策・具体策、

指標、目指す水準を設定し、予算編成や組織整備等を通じて着実な実現・達成に努めてい

る（資料 1-16）。具体的には、学長は、中期計画・事業計画の項目ごとに、その執行役を

担う責任者及び担当部署を明示することで適切に周知する（資料 1-17）。これを承けて分

掌責任者は、本学の使命や担当部門の基本ミッションを再認識した上で、外部の環境要因

及び内部の環境要因を深く考え、本学の中・長期ビジョンを念頭に置いて、年度ごとに達

成目標設定・フォローシートを作成し、「①何について（項目）、②どれだけのことを（達

成水準）、③いつまでに（時期）、④どのように行うのか（手順）」という達成基準を明確に

記載する。当該資料に基づき、学長による期首（5 月）、中間（10 月）、期末面談（2 月）

を行うなどして、これらの計画の着実な実行・達成に向けて鋭意取組中である（資料 1-18）。 

 

 以上のことから、本学は、大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を実現するため、

法人で定めた中期計画及び改革計画を踏まえ、大学として将来を見据えた中・長期の計画

その他の諸施策を適切に設定していると判断する。 

 

（２）長所・特色 

 本学は、理念・目的を明確に示し、それらを踏まえて各学部・研究科における教育研究

上の目的を定め、併せて総合大学として横断的かつ有機的な連携を図りつつ、豊かな学び

の提供と学生の成長に向けた支援を最重要の事項として共有する。そして、日本、アジア

ひいては世界のリーディングユニバーシティとなるべく中期目標《J-Vision》を掲げ、各

学部・研究科はもとより、教務部、研究推進・社会貢献部、学生支援部等の部局が一致団

結して、これらの目標の実現に向けて整合的な施策の立案、その実施体制、及び検証の基

盤を整えてきた。 

 また、新たな中期計画に基づく運営により、教育研究への投資及び施設設備の維持更新

に適切に取り組み、持続的な発展を支える財政基盤を強化する施策を実行する体制を整え

ている。具体的には、学長・副学長をはじめとする大学執行役によるガバナンスの下、 

分掌責任者を明確に定め、年度ごとに作成する達成目標設定・フォローシートを用いて、

達成基準（項目・水準・時期・手順）を定め、着実な実行・達成に向けて取り組む。 

さらに、教学マネジメントの一環としてアセスメント・ポリシーを定め、教育目標の達

成状況を継続的かつ可視的に計測・監視する指標の設定・見直しを行い、学位プログラム

レベルあるいは授業科目レベルの教育活動に関して、「何をもって進捗したと判断するの

か」を明確に打ち出し、その共有を徹底させている。そして学生自身は、これを自らの学

びと成長を振り返る指針とすることとしている。 
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（３）問題点 

 発展途上課題として、大学の理念・目的、学部・研究科の教育研究上の目的に係る理解

度・周知度の検証がある。本学は、現在、定期的に「在学生意識調査」や「卒業時意識調

査」を実施し、その結果を整理・分析し活用している（資料 1-19）。更に、数値的な推移

を明確にし得る指標としての質問項目を加えるなどして、当該調査に係る新たな評価フォ

ームを作成、導入することの検討が必要であると認識している。 

 

（４）全体のまとめ 

 本学は、「学問による人間形成」を建学の精神として継承し、「国際社会で生きる人間と

しての人格形成」を独自の教育理念として掲げ、新時代を見据えた人材育成を社会的使命

として諸活動を展開してきた。これらを学則及び大学院学則に明示し、時代が求める教育

とは何かを常に問い、検証し、改善と発展に向けたアクションに繋げている。また、学生

及び教職員に向けた様々な取組により、大学の理念・目的、各学部・研究科の教育研究上

の目的の更なる周知と理解の促進に努めており、広く社会に対しては大学ホームページや

大学案内、各種刊行物を通じて公表している。 

 経営・運営の指針として、将来を見据えた中期計画をすでに策定し、各課題に係る方策・

具体策を示し、各々にふさわしい指標あるいは目指す水準等を設定し、年度ごとに定める

事業計画における予算編成や組織整備等を通じて、引き続き着実な取組を進めていく。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして極めて良好な状態にあり、理念・目的を実現す

る取り組みが卓越した水準にある。」と判断する。 
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第２章 内部質保証 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 

評価の視点１ 

下記の要件を備えた内部質保証のための全学的な方針及び手続の設定とその明示 

◆内部質保証に関する大学の基本的な考え方 

◆内部質保証の推進に責任を負う全学的な内部質保証推進組織の権限と役割、 

当該組織と内部質保証に関わる学部・研究科その他の組織との役割分担 

◆教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（PDCA サイクルの運用プロセス等） 

 

【内部質保証のための全学的な方針及び手続の設定とその明示】 

 本学は、自ら掲げる理念・目的の実現に向けて、教育研究活動等について不断の見直し

を行う。点検・評価の結果並びに認証評価の結果を踏まえ、その水準の向上を図ることを

定め、学則第 1 条及び大学院学則第 1 条に規定する（資料 1-1【ウェブ】、1-2【ウェブ】）。 

 また、内部質保証に係る方針を大学ホームページに掲載し、学内構成員のみならず、 

社会へ向けて公表する。恒常的かつ継続的に教育の質の保証に取り組むため、内部質保証

システムを構築し、社会の負託を受けた自律的な組織体であることに鑑み、教育研究活動、

自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等について、刊行物、インターネット

その他の周知方法を通じて積極的に公表することで、社会に対する説明責任を果たす。 

 

内部質保証に係る方針 

城西国際大学は、教育研究水準の向上を図るとともに、建学の精神、教育理念、教育

目標、中期計画、学部・研究科の教育研究上の目的等の実現に向け、以下の方針に沿っ

て、教育・研究の質の担保に努めます。 

① 本学の内部質保証に係る組織体制を整備する。 

② 本学の教育研究活動の持続的な改善・改革を目的として、全学的な自己点検・評価を

行い、その改善状況を定期的に公表する。 

③ 社会に対する説明責任を果たすため、本学の現状に係る情報や、専任教員の教育研

究業績等を Web ページ及び大学ポートレート等において開示する。 

④ 本学職員に対してコンプライアンス意識を徹底させることに努める。 

⑤ 本学職員の意識の啓発及び資質の向上のため、FD 及び SD を恒常的に実施する。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

 本学は、「城西国際大学自己点検・評価に係る規程」に基づき、学長を委員長とする全学

点検評価委員会を設置し、当該委員会が各学部・研究科、部局等に設置する個別点検評価

委員会と連携して、自己点検・評価と教育研究活動の改善に取り組む体制を実質化するこ

とで内部質保証を推進する（資料 2-1）。具体的には、建学の精神のほか、中期計画【2020-

2024】（以下、中期計画）等の大方針に沿って大学執行部が目標項目を確定し、 



第 2 章 内部質保証 

12 

 

各学部・研究科が教育研究上の目的等を踏まえて目標値を設定する。 

これらの目標値に基づき、学部・研究科等で実施した自己点検・評価の結果を全学点検

評価委員会にて審議・総括し、その結果を法人の大学評価委員会に報告する。本学は、全

学点検評価委員会を中心として、各学部・研究科、部局等が自己点検・評価を毎年実施し、

各々の検証を踏まえた改善に取り組むことで PDCA サイクルを機能させている。本学の

自己点検・評価の結果は、学校教育法に基づき、2011（平成 23）年度より、教育関連情報

や財務状況等をはじめ、点検・評価報告書及び大学評価（認証評価）結果を大学ホームペ

ージにて公表している（資料 2-2【ウェブ】）。 

内部質保証システムを構築、機能化させる一方策として、教職員のコンプライアンス（法

令及びモラルの遵守）意識の徹底に取り組む。毎学期当初に、学長から全ての教職員に示

達するとともに、新任教職員に対しては、学内研修への参加を義務付けることでコンプラ

イアンス意識を徹底させている（資料 1-9、2-3）。 

 

 以上のことから、本学の内部質保証の目的を踏まえて、内部質保証のための全学的な方

針と手続きを明示していると判断する。また、本学の内部質保証の推進に責任を負う全学

的な組織の役割と各学部・研究科、部局等に設置する個別点検評価委員会との役割を明示

し、教育の企画・設計、運用、アセスメントを含めた検証及び改善のための PDCA サイク

ルも明確であることから、本学の内部質保証に関する仕組みは適切に構築されていると判

断する。 
 

点検・評価項目②：内部質保証を推進する全学的な体制を整備しているか。 

評価の視点１ 

全学的な内部質保証推進組織及び体制の整備 

評価の視点２ 

全学的な内部質保証推進組織のメンバー構成 

 

【全学的な内部質保証推進組織及び体制の整備】 

本学は、「城西国際大学自己点検・評価に係る規程」の第 2 条に、「教育研究水準の向上

を図り、本学の目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動及び管理運営等の状況

について、自ら点検及び評価（以下「自己点検・評価」という。）を行う」ことを定める（資

料 2-1）。教育研究の質の確保を目的として自己点検・評価を行い、その結果を踏まえた教

育研究活動等の継続的な改善を推進し、統括する組織として、全学点検評価委員会を設置

する。この全学点検評価委員会は、本学の内部質保証に係る全学的な方針に基づき、内部

質保証の推進に責任を負う組織として、以下のとおり規定している。 

 

城西国際大学自己点検・評価に係る規程（抜粋） 

（全学点検評価委員会） 

第３条 本学は、学部・研究科及び事務部局等（以下「各部局等」という。）による自己

点検・評価を総括するため、全学点検評価委員会（以下「全学委員会」という。）を置く。 

「城西国際大学自己点検・評価に係る規程」（資料 2-1 より） 
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併せて、本学の自己点検・評価活動を実質的かつ持続的に機能させるため、自己点検・

評価活動の推進、同結果の集約、同報告書の作成等を担う事務機能を学長室の中に、付随

する大学機関別認証評価に係る資料・データの収集及び分析の支援に関する事務機能を IR

推進室に配置する（資料 2-4）。 

 

【全学的な内部質保証推進組織のメンバー構成】 

全学点検評価委員会は、部門横断的な全学組織構成とすることとしており、学長を委員

長として、担当副学長、学長補佐、学長特任補佐、水田図書館長、学部長、研究科長、教

務担当部長、入試担当部長、学生支援担当部長、研究推進・社会貢献担当部長、学術情報

システム担当部長、国際担当部長、総務担当部長、学長室室長、IR 推進室長、広報室長、

内部監査室長、国際連携推進機構長、スポーツ推進機構長、地域連携推進センター長、情

報科学研究センター長、事務局長、担当部次長、担当課長、担当事務長、その他委員長が

必要と認めた者からなる（資料 2-1）。 

 

「城西国際大学における自己点検・評価 組織体制図」（資料 2-5 より） 
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このようなメンバー構成は、本学の理念・目的の実現に向けた諸活動に照らして、専門

分野や職責等の観点からみて偏りのないものであり、全学の内部質保証を推進する組織と

しての適切性を確保している。また、各学部及び研究科に、個別の自己点検評価委員会を

置き、部局単位の自己点検・評価を行う（資料 2-6）。 

 

城西国際大学：自己点検・評価に係る規程（抜粋） 

（自己点検評価委員会） 

第12条 全学委員会は、自己点検・評価を円滑に実施するため、各学部及び研究科に 

自己点検評価委員会（以下「自己点検委員会」という。）を置く。 

（組織・選出） 

第 12 条の 2 自己点検委員会の委員は、単数又は複数により組織し、職位等のバラン

スに配慮した上で、当該学部若しくは研究科の長が指名する。 

「城西国際大学自己点検・評価に係る規程」（資料 2-1 より） 

 

 以上のことから、本学の内部質保証の目的及び方針を踏まえて定めた「城西国際大学

自己点検・評価に係る規程」に基づき、内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織の

構成員と役割、各学部・研究科、部局等に設置する個別点検評価委員会の構成員と役割

を明確化しており、全学的な内部質保証推進組織及び体制を整備していると判断する。 

 

点検・評価項目③：方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

評価の視点１ 

学位授与方針、教育課程の編成・実施方針及び学生の受け入れ方針の策定のための 

全学としての基本的な考え方の設定 

評価の視点２ 

方針及び手続に従った内部質保証活動の実施 

評価の視点３ 

全学的な内部質保証推進組織による学部・研究科その他の組織における教育の PDCA

サイクルを機能させる取組 

評価の視点４ 

学部・研究科その他の組織における点検・評価の定期的な実施 

評価の視点５ 

学部・研究科その他の組織における点検・評価結果に基づく改善・向上の計画的な実施 

評価の視点６ 

行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査等）に対する適切

な対応 

評価の視点７ 

点検・評価における客観性、妥当性の確保 
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【各種方針の策定のための全学としての基本的な考え方の設定】 

本学は、2008（平成 20）年 4 月に施行された大学設置基準等の改正への対応として、

各学部・研究科における「教育理念」、「教育研究上の目的」、「人材育成目標」、「目標とす

る人材に必要な観点別目標」等を整理し、いわゆる 3 ポリシー（学位授与方針、教育課程

の編成・実施方針、学生の受け入れ方針）及び各学部・研究科が学則等に定める人材育成

目的について定期的に検証し、特にカリキュラム改革に際しては各ポリシーとの整合を必

ず確認することとした。更に 2020（令和 2）年度には、カリキュラム・マップ、カリキュ

ラム・ツリー、科目ナンバリング（科目番号制）、科目概要（設置コンセプト）を教育課程

に係る基本文書と位置付け、全学的な共通理解の下、これらの見直し・修正を各学部・研

究科において優先的に進めている。 

また、中央教育審議会大学分科会が提示する「教学マネジメント指針（2020 年 1 月 22

日）」を議論の中心に据え、教学内容の精緻化や教学改革の基準、学修者本位の教育の実現

という目標に向けて大学全体の取組を有機的に関連付け、根本的かつ包括的な教育改善に

繋げるべく、2021 年 4 月に「教学改革に係る全学指針」をガイドラインとして定め、これ

を運用する（資料 2-7）。 

 

【方針及び手続に従った内部質保証活動の実施】 

 本学は、内部質保証に係る方針を定め、大学ホームページにて公表している（前出 p.11）。

本学の内部質保証に関しては、「城西国際大学自己点検・評価に係る規程」の第 9 条に自

己点検・評価に係る活動を定めるとともに、毎年度、初回の全学点検評価委員会において、

当該年度の組織体制並びに自己点検・評価（教育研究等の質保証）の仕組みと改善プロセ

スを周知する（資料 2-8）。全学的課題に対しては、学長又はその委任を受けた担当副学長

の責任の下で、改善計画を策定の上、関連する組織が連携・協働して改善する手続を取り、

部局独自課題に対しては、当該部局長の責任の下で、改善計画を策定の上、部局が改善し

てその結果を副学長に報告する形で改善の執行を徹底させる。 

 

【内部質保証推進組織による学部・研究科等の PDCA サイクルを機能させる取組】 

本学は、各年度の事業計画の達成に向けて、各学部・研究科、部局等が所定の達成目標

設定・フォローシートを作成、定期的な学長面談を通じて進捗を確認、課題を共有する（資

料 2-9）。特に、内部質保証の推進にあたっては、大学という組織の重層的な構造を基本と

しながら、教務部、入試部、学生支援部、研究推進・社会貢献部、学術情報システム部、

国際部、総務部という所掌領域に応じた内部質保証システムを活用する。 

 教学分野における内部質保証は、学長－全学点検評価委員会－全学教務委員会－学部・

研究科という組織構造に照らして、トップダウンとボトムアップ双方のアプローチを展開

する。総合大学である本学の内部質保証システムは、全学点検評価委員会を大学全体の内

部質保証推進組織とする。そして、中・長期計画等の全般的かつ大綱的な方針を 7 学部 6

研究科が各々の特徴に応じて自律的に具体化して実行し、授業科目レベルの成果検証を含

む教育プログラム全体の点検・評価の結果を、当該年度の部分的改善、更には中・長期的

なカリキュラム改革に結び付ける、という形で機能化させている。 
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【学部・研究科その他の組織における点検・評価の定期的な実施】 

現行の教育プログラムやカリキュラムについて、各学部・研究科は毎年度、それらの適

切性について包括的な検証の結果と改善の方向を所定の点検・評価シートに取りまとめ、

次年度改善計画と併せて学長室に提出する（資料 2-10、2-11）。カリキュラム改革に際し

ては、原則として、その完成年度（4 年または 6 年）を迎える段階で、経年の総括と改善

計画の蓄積を踏まえて改善に係る議論を重ね、各学部・研究科における検討、及び全学教

務委員会での審議・承認を経て教学マネジメント会議に諮り、次期改革を進める、という

形でサイクルを回す。 

これら全学で取り組む自己点検・評価を基盤とし、本学の教育職員免許状取得のための

課程（以下、教職課程）における内部質保証は、教職課程運営委員会の責任の下、教職課

程を開設する各学部との連携により、恒常的・継続的に質的水準とその質の保証に取り組

む（後出 p.24）。 

 

【学部・研究科その他の組織における点検・評価結果に基づく改善・向上の計画的な実施】 

学長及び常務理事会は、こうした各学部・研究科の取組を大学全体の基本方針の観点か

ら点検・評価し、カリキュラム改革に伴う組織・財政面からの支援に係る判断を行うと同

時に、各学部・研究科の到達水準と課題を踏まえ、必要に応じて全学方針を見直し修正す

る。そして、これらの取組や検証の結果を、大学全体の大綱的な方針策定や意思決定に反

映させることにより、全学的な PDCA サイクルが効率的な仕組みとして機能化すること

となる。 

 COVID-19 への対応・対策においても、本学の学生、教職員等に感染拡大防止措置及び

感染者の対応等を行うため、2019 年度末までに「新型コロナウイルス感染対策本部組織」

を立ち上げた。緊急対応を要する事態の長期化に備えるため、2020 年 11 月に事務組織規

程を変更し、第 5 章の第 50 条に、「特定業務について必要があるときは、臨時の組織を設

け、職制を置き、事務を処理することができる」ことを新たに定め、これをもって、担当

の学長特任補佐及び総務部危機管理主管（新型コロナウイルス感染症対策担当）を配置し、

大学運営会議の一員として、総務部、教務部、学生支援部と連携しながら最新の状況を把

握・共有し、最適と判断する措置を講じている（資料 2-4、2-12）。 

 

【行政機関、認証評価機関等からの指摘事項に対する対応】 

学部等設置認可時における文部科学省の指摘事項については、教務部が当該学部・研究

科の改善状況を確認し、設置計画履行状況等調査を同省に提出する。なお、改善取組の一

括把握を徹底させるため、2019 年度より、全学点検評価委員会においても当該指摘事項に

係る改善状況を確認することとした。 

認証評価結果に係る認証評価機関からの指摘事項については、全学点検評価委員会にお

いて、毎年度、その改善状況を確認する。具体的には、2016 年度の大学基準協会による第

二期認証評価において、改善すべき事項として 6 項目の努力課題、並びに 1 項目の改善勧

告が付された。本学では、同委員会を中心に、当該指摘事項に係る改善を達成するために

「大学評価結果に基づく改善プラン（3 ヵ年計画）」を策定した。同委員会において、改善

及び進捗状況、改善取組を進める中で顕在化した新たな課題等を取りまとめ、年度ごとに
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審議し、その評価結果に係る助言・勧告を行いつつ、着実に改善を推し進め、2020 年 8 月

に改善報告書を同協会へ提出した（資料 2-13）。 

薬学部は、2019 年度に、一般社団法人薬学教育評価機構による薬学教育第三者評価を受

審し、「薬学教育評価・評価基準」に適合すると認定された。本件に関しては、自己点検・

評価書及び薬学教育評価・評価報告書を本学の薬学部ホームページにて公表している（資

料 2-14【ウェブ】）。 

 

【点検・評価における客観性、妥当性の確保】 

本学の内部質保証推進組織である全学点検評価委員会それ自体が、学内における自己点

検・評価に対して客観的かつ自律的に精査する役割機能を果たす点において、学内での客

観性を担保する。これに対して、各学部・研究科、部局等より提出された点検・評価シー

トに基づき作成した全学の点検・評価報告書による「機関別認証評価」、「第三者評価（薬

学教育評価）」等の受審や自己点検・評価に係る外部委員からの意見聴取をもって、学外か

らの客観的な評価を受ける仕組みとする（資料 2-15）。また、学校教育法施行規則の一部

を改正する省令施行や大学基準等の改正への対応を通じて、自己点検・評価に係る視点の

調整も併せて行う。 

このように、外部的な視点を貫徹する全学点検評価委員会の点検・評価、及び第三者機

関等による外部評価等に加えて、評価の視点に係る法令要件を適切に満たすことにより、

本学における点検・評価は客観性及び妥当性を確保できていると判断する。 

 

 以上のことから、内部質保証の方針及び毎年度実施する自己点検・評価の手続きに基づ

き、本学の内部質保証システムは有効に機能し、各学部・研究科、部局等が点検・評価結

果に基づく改善・向上に対して、計画的に取り組んでいると判断する。 

 

点検・評価項目④：教育研究活動、自己点検・評価、財務、その他諸活動の状況等を 

適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしているか。 

評価の視点１ 

教育研究活動、点検・評価、財務、その他の諸活動の状況等の公表 

評価の視点２ 

公表する情報の正確性、信頼性 

評価の視点３ 

公表する情報の適切な更新 

 

【情報の公表（全般）】 

本学は、学校教育法施行規則等の法令に従い、保有する情報を適宜公表し、教育研究等

の諸事業及び財務状況に係る社会的説明責任を果たすことで、公正かつ透明性の高い運営、

構成員による自律的な運営、そして教育研究の向上等に繋げている。大学基本情報として、

本学の基本的情報、財務及び経営、評価に係る情報はもとより、(1) 大学の教育研究上の

目的等に関すること、(2) 教育上の基本組織に関すること、(3) 教員組織、教員の数並びに
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各教員が有する学位及び業績に関すること、(4) 研究に関すること、(5) 入試・就職情報等

に関すること、(6) 教務関連情報に関すること、(7) 校地、校舎等の施設及び設備その他の

学生の教育研究環境に関すること、(8) リスクマネジメントに関すること、(9) 財務情報に

関すること、(10) 学校法人城西大学に関すること等について、大学ホームページにて公表

している（資料 2-16【ウェブ】）。また、2014（平成 26）年度に、大学ポートレートへの

参加を決定し、原則として公表を任意とするもののうち基礎的な数値情報は公表すること

とし、その他の情報に関しては公表する範囲を順次広げていくことで整備を進めている。 

併せて本学は、個人情報保護法等の法令を遵守し、「学校法人城西大学個人情報の保護に

関する規程」に基づき、個人情報の漏洩防止に努める（資料 2-17）。個人情報の取扱いを

外部に委託する場合には、委託先と秘密保持契約を結ぶなど、管理・監督を徹底させる。

また、このように個人情報を保護するとともに、個人の意思を尊重した上で個人情報を取

り扱うことが社会的責務との認識の下、今後は、本学のビジョンやポリシー等を反映させ

た情報公表を進める予定である。 

 

 【教育研究活動に係る状況の公表】 

2020（令和 2）年 9 月より、看護学部で先行的に導入していたクラウド型教育支援サー

ビス manaba を全学的に導入し、学習ツールとして活用することで、COVID-19 の感染拡

大下におけるオンライン授業に係る支援はもとより、本学全体の教育の質向上に努めてい

る。また、2022 年 4 月に導入した JIU ポータルを通じて、各科目の担当者、授業の概要・

方法、受講学生の到達目標、授業スケジュール、成績評価方法等の情報を含む全科目のシ

ラバスを公表し、教育研究活動の透明性を高めている。併せて、教職課程の専用ホームペ

ージを設け、教員養成の状況に係る情報及び教職課程年報を公表している（資料 2-18【ウ

ェブ】）。 

加えて、教員一人ひとりの教育研究等に係るデータベースを整備し直し、汎用的な研究

者データベースである researchmap とも連動させることで更なる公表を促進する（資料

2-19【ウェブ】）。また、兼任講師に係る情報は、各々が所属する各学部・研究科のホーム

ページにて公表している。 

 

【自己点検・評価結果の公表】 

本学の自己点検・評価の結果は、全学点検評価委員会による精査を経て、点検・評価報

告書として取りまとめ、大学ホームページにて公表している（資料 2-2【ウェブ】）。大学

基礎データに基づき作成した「JIU FACT BOOK」は、学内向けの専用ページに公表する

とともに、役職教職員向けの執行部研修会（FD）での周知を図り、大学全体の点検評価活

動に資する形で活用している（資料 2-20）。 

 なお、本学の教職課程では、教員の養成に係る組織及び教員数、各教員が有する学位並

びに担当する授業科目に関することを大学ホームページにて公表し、教職課程年報を通じ

て年度ごとの総括を行ってきた。教育職員免許法施行規則の改正を踏まえて、2022 年度よ

り、自己点検・評価報告書として整備し、当該ページにて公表している（資料 2-21【ウェ

ブ】）。 
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【財務状況の公表】 

本学は、大学ホームページにて財務状況を公表するとともに、私立学校法や各種通知等

による財務情報公表の取組として、予算・決算に係る計算書類、事業報告書等を公表して

いる（資料 2-16【ウェブ】）。今後は、中・長期計画に対応する財政運営の基本方針や学費

政策、学内奨学金の仕組み等を解説し、これらに対する理解の促進を図る。 

 

【公表情報の正確性、信頼性の確保】 

本学は、教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表に

あたり、情報の正確性及び信頼性を確保するための仕組みや体制を整えている。本学の IR

体制を機能強化させるために、2020 年 4 月に IR 推進室を学長直属の組織として設置し

た。教育研究活動については、この IR 推進室による教学情報の収集・分析・評価に基づ

き全学データベースを構築するとともに、毎年度の FACT BOOK を作成、原則として同

一年度に 2,3 回の更新を重ねながら公表している。自己点検・評価結果については、全学

点検評価委員会による最終的な精査を経ることにより、社会へ向けての情報公表の正確性

及び信頼性を確保する。また、財務情報については、会計監査及び監事の審査を受けた上

で監査報告書を付して公表することにより、やはり社会へ向けた情報公表の正確性及び信

頼性を確保する（資料 2-16【ウェブ】）。このように、点検及び評価活動の常態化と併せて、

公表情報の正確性及び信頼性は確保できていると判断する。 

 

【公表情報の適切な更新】 

本学は、教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等の公表に

あたり、当該情報に係る議決を行う最終会議体の開催タイミング等と可能な限り連動させ、

最新情報に基づく速やかな更新に努める。教育研究活動に係る情報は、毎年 4 月 1 日また

は 5 月 1 日を基準日とするものが多く、自己点検・評価の結果は全学点検評価委員会を経

て、財務状況については理事会を経て、それぞれに必要な手続きを経た上で、毎年度、速

やかに更新する。 

 

 以上のことから、本学は、教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動

等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしていると判断する。 
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点検・評価項目⑤：内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行って 

いるか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行って 

いるか。 

評価の視点１ 

全学的な PDCA サイクル等の適切性、有効性の定期的な点検・評価 

評価の視点２ 

点検・評価における適切な根拠（資料、情報）の使用 

評価の視点３ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【全学的な PDCA サイクル等の適切性・有効性についての定期的な点検・評価】 

本学は、経営・運営の指針として新たに策定した中期計画に即して、教育研究やその他

の諸活動及び管理運営に係る計画・実行・検証・改善に取り組む。全学点検評価委員会の

横断的なメンバー構成が示す通り、本学の理念・目的、教育研究組織、教員組織、教育課

程・学習成果、学生の受け入れ、学生支援、社会連携・社会貢献、教育研究等環境、大学

運営・財務の各領域において、中期計画を確実に実行すべく、それぞれに具体化させた達

成目標設定・フォローシートに基づき、それぞれの PDCA サイクルを自律的に稼働させて

いる。大綱的かつ全学的な枠組みを整えた上で、各領域の自律性を尊重する形での PDCA

サイクルの稼働は、理系・文系双方の学部・研究科・研究機関等を擁する本学に適した仕

組みとして機能している。 

 

【点検・評価における適切な根拠（資料、情報）の使用】 

本学は、毎年度における各部局等の自己点検・評価の仕組みについて、改善プロセスの

概念図を更新・活用するなどして明確化と周知を徹底させ、全学的課題と部局独自課題の

抽出及び改善に取り組む。全学的な観点から、IR 推進室が教学情報を集約し、アセスメン

トチェックシートという形で各部局にフィードバックを行い、一元的な数値分析を開始し

た。併せて、各学部・研究科の教員からなる IR 委員会を組織し、全学的な連携強化を図

る。各部局等は、検証プロセスや根拠を明示した上で、自らの判断と責任においてその諸

活動を点検・評価し、作成した点検・評価シート及び根拠資料、次年度改善計画を学長室

に提出する。それらを担当副学長、学長室、IR 推進室が精査し、その結果について全学点

検評価委員会が客観的な立場から評価する。この全学点検評価委員会の評価結果を踏まえ、

委員長である学長は各部局等に対する改善指示を書面にて明示し、さらに担当副学長は個

別面談を通して指示内容の徹底と必要な支援を行い、各部局等が具体的な改善・向上へと

繋げているかを点検・評価し、必要に応じて更なる改善に向けた取組を促す。 

 また、大学執行役及び各担当部長の責任の下、事務組織と連携して運営する委員会組織

（後出 p.68）における自己点検・評価の機能を強化し、教学ガバナンス・マネジメントの

実質化・効率化を進める（資料 2-22）。 

 

 



第 2 章 内部質保証 

21 

 

【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

各学部・研究科、部局等は、全学点検評価委員会を経た評価結果を踏まえて、持続的な

改善・向上に向けた活動に取り組む。全学的課題は、学長またはその委任を受けた担当副

学長あるいは学長補佐等の責任の下で改善計画を策定の上、関連する組織が連携・協働し

て改善に取り組む。部局独自課題は、部局の長の責任の下で改善計画を策定の上、部局が

改善に取り組み、その結果を担当副学長に報告する。併せて、全学的課題の改善結果につ

いては担当副学長から、部局独自課題の改善結果については部局から、自己点検・評価担

当の副学長に報告する。報告を受けた自己点検・評価担当の副学長は、それらを取りまと

めて委員長である学長に報告する。このように恒常的な確認サイクルを機能化させるとと

もに、具体的な改善事例や先行的な取組については、定期的に開催する役職教職員対象の

執行部研修会や全学 FD 等にて大学全体での共有を図るなどして、全学的な自己点検・評

価活動の促進に努めている。 

 

 以上のことから、本学は、内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を

行い、当該結果に基づいた改善・向上に向けた取り組みを行っていると判断する。 

 

（２）長所・特色 

本学は、内部質保証を推進するにあたり、大学という組織の重層的な構造を基本としな

がら、教学全般、教育研究等環境、入学試験、学生生活、社会連携、大学運営・財務等と

いった諸領域に応じた内部質保証システムを活用する。そして、理系・文系双方の学部・

研究科を擁する総合大学として、部局横断的な形で全学点検評価委員会を設置することに

より、組織構造に照らした内部質保証システムを機能化させている。 

また、内部質保証システムに係る主体として、学生参画の観点を重視する。本学は、成

績優秀かつ、建学の精神「学問による人間形成」を体現し得る学生を水田奨学生・学習奨

励賞として毎年度表彰しており、これら学部を代表する学生が学長、副学長、学部長・学

科長等の執行部教員及び事務局と懇談する機会を設けている。COVID-19 の感染拡大下に

おいても、オンラインツールを用いて同様の機会を継続的に設け、オンライン授業への適

応状況や自身の取組、学部特性を踏まえた学修成果等について、学年を越えた活発な意見

交換の場としている。参加学生達のアフターコロナを見据えた展望や大学への要望等を

Forms で集約し、自由記述項目も併せて執行部教員に対してフィードバックし、学部レベ

ルでの FD 活動や全学委員会にて検証するなど、学生の声を教育改革の推進に活用してい

る。 

 そのほか在学生意識調査や授業評価等も活用して、教育内容や施設設備、学生支援サー

ビス等、大学生活全般に係る意見や要望を収集して参考にすることとし、学生達の視点も

活かしながら内部質保証を推進する。 
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（３）問題点 

全学点検評価委員会は、各学部・研究科の改善課題を具体的に提示し、これに対して各

学部・研究科等が逐次対応する。また、新たな取組案を策定・実施するなどして、恒常的

な自己点検・評価活動を踏まえた改善に取り組む。さらに、設置計画履行状況に係る指摘

事項や大学評価に係る認証評価機関の指摘事項についても、概ね適切に対応していると判

断する。一方で、自己点検・評価プロセスにおいて、学外からの視点を活かす点になお改

善の余地があると認識していたが、この点に関しては COVID-19 感染拡大の中での調整を

経て、2022（令和 4）年に複数の学外の評価委員を任命して意見聴取を行うことで、多角

的な見地からの質保証に向けた取組を実現するに至った。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、掲げる理念・目的等の下、中期計画に沿って教育研究や、そのほかの諸活動及

び大学運営に取り組む。全学的に内部質保証を推進するにあたり、大学という組織の重層

的な構造を基本としながら、教学全般、教育研究等環境、入学試験、学生生活、社会連携、

大学運営・財務といった所掌領域ごとに内部質保証システムを機能化させ、根拠に基づく

検証を経て、新たな課題を抽出ないし特定して持続的な改善・向上に取り組む。学長のガ

バナンスの下、全学横断的な全学点検評価委員会を組織し実質化させることにより、自己

点検・評価の仕組みと改善プロセスはより明確なものとなり、各部局等の機能化と、各々

の自律的かつ持続的な課題抽出、及びそれらの改善活動を実現している。 

本学の内部質保証システム自体の適切性及び有効性については、主に大学評価委員会に

よる指摘や、具体的に示される改善課題等に基づき検証する。すなわち、全学点検評価委

員会の下でまとめた点検・評価の結果を、学外の有識者及び大学評価委員会に諮ることに

より、本学の内部質保証システムに係る客観的な検証の機会は確保できるものと認識して

いる。さらに、これら指摘事項や個別課題に係る取組状況や改善成果を大学評価委員会に

報告することで、内部質保証システムに係る点検・評価のサイクルは機能化、実質化して

いると判断する。 

以上、本学は、掲げる理念・目的等の実現に向けて、学長のガバナンスの下、それぞれ

の組織が主体的、自律的に計画・実行・検証・改善に取り組むこととしており、総体とし

て、内部質保証システムを適切に機能化させている。加えて、内部質保証システムの適切

性について、定期的に点検・評価を実施しており、その結果を踏まえて持続的な改善に取

り組んでいると判断できる。今後も、大学として内部質保証システムの実質的な機能化に

努め、関連する機関・組織とも連携しながら着実な改善に取り組み、全学を挙げての質保

証の推進に尽力する。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第３章 教育研究組織 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センター 

その他の組織の設置状況は適切であるか。 

評価の視点１ 

大学の理念・目的と学部・学科の構成及び研究科・専攻の構成との適合性 

評価の視点２ 

大学の理念・目的と附置研究所、センター等の組織の適合性 

評価の視点３ 

教職課程等を置く場合における全学的な実施組織の適切性 

評価の視点４ 

学問の動向や社会的要請、大学を取り巻く国際的環境等を踏まえた教育研究組織の整備 

 

【大学の理念・目的と教育組織の適合性】 

本学は、建学の精神及び教育理念に基づき、教育研究や科学技術に係る動向、社会の要

請等を踏まえて教育研究組織を設置する。本学の校地は、千葉県東金市にある千葉東金キ

ャンパス、東京都千代田区にある東京紀尾井町キャンパス等からなる。 

2022（令和 4）年 4 月 1 日現在、本学は 7 学部 6 研究科を設置し、それぞれの教育研究

上の目的は個別に学則あるいは大学院学則に示し、それに基づき教育研究活動を展開する

（資料 1-1【ウェブ】、1-2【ウェブ】）。また、大学全体の教育研究活動やその改善を横断的

に支援する組織として、業務規則第 55 条第 2 項の規定に基づき、情報科学研究センター

等の付属機関を設置する。 

 

【大学の理念・目的と研究組織等の適合性】 

本学は、各キャンパスの特色を活かして教育研究上の目的を実現するために、「城西国際

大学付属機関等に係る規程」を定める（資料 3-1）。全学機能を有し、全学または複数の学

部等における教育研究の創発または支援を行う付属機関（センター等を含む）を明示し、

その役割や組織目的を規定し、もって本学の教育研究水準及び社会貢献機能の一層の向上

を図る。具体的には、国際連携推進機構の下に国際教育センター、語学教育センター及び

留学生センター、学生支援部の下にキャリア形成・就職センター、学術情報システム部の

下に情報科学研究センター、研究推進・社会貢献部の下に地域連携推進センター、生命科

学研究センター及びイノベーションベースを設置し、学生の修学支援や教員の研究支援の

体制を整えた上で教育研究活動に取り組む。各組織の役割及び提供するプログラム等を学

生便覧に明示するとともに、大学ホームページにて公表しており、各組織はそれに基づき

活動する（資料 3-2【ウェブ】）。 
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【教職課程等を置く場合における全学的な実施組織の適切性】 

学則第 70 条において、本学に教育職員免許状取得のための課程（以下、教職課程）を

置くことを定め、その運営を総括する組織として、教務担当部長を委員長とする教職課程

運営委員会を置く。当該委員会は、全学の教務委員会との連携を図りつつ、(1) 指導体制

に係る事項、(2) 教職課程のカリキュラムに係る事項、(3) 教授法の改善及び向上に係る事

項、(4) 介護等体験の実施に係る事項、(5) 教育実習の実施に係る事項、(6) 教職課程の成

績評価に係る事項、(7) 教職課程の危機管理体制に係る事項、(8) その他、教職課程に係る

事項について、委員長が必要と定めたことを審議する。いずれも、「城西国際大学教育職員

免許状取得のための課程に係る規程」に明示し、本学における教職課程の運営を総轄する

（資料 3-3）。さらに、教職課程を設置している各学科・コースの委員組織として教職実施

委員会を置き、教員養成のための業務を円滑に運営する（資料 3-4）。 

学生に対する全学的な窓口を教務部教務課とし、入学時の教職オリエンテーションに始

まり、教職課程履修要項の周知、教職課程登録の手続き、教育実習ガイダンス、教職課程

履修カルテの管理等のサポートを行う。また、学年進行に則したスケジュールを教職課程

のホームページで公表するとともに、進級後も毎年 4 月にオリエンテーションを実施し、

教員採用試験対策講座、教育（養護実習）報告会等を通じて、適切な情報提供を行う（資

料 3-5【ウェブ】）。 

COVID-19 の感染拡大の中で、教職課程のカリキュラムにおいても ICT の活用を含む

内容が必須となり、GIGA スクール構想の実現等、学校教育の大きな変化も視野に入れ、

対応力を備えた教員の育成に取り組む。オンライン授業の経験は、ICT を活用した教育実

践を教育者側と学習者側の双方から考える機会であり、新しい学校教育のあり方を模索す

る中で、COVID-19 感染拡大下における経験を強みとして昇華し得るよう、時代が求める

学習機会を提供し続けていく。 

 

【中期計画を踏まえた教育研究組織の整備と成果】 

本学は、中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）に掲げる教育研究の質向上を軸とす

る教学改革を更に推進するために、教育研究組織の見直し・改編に持続的に取り組む。 

第一は、学部統合及びキャンパス移転である。2018（平成 30）年度に環境社会学部の学

生募集を停止するにあたり、持続可能な社会の実現に貢献できるグローバル環境人材を育

成するという教育目標は大学として重要な責務であるとの認識から、環境の学びに新たな

視点を交えて経営情報学部へと移行させ継続することとした。また、2022（令和 4）年 4

月に、安房キャンパスにて展開してきた観光学部を千葉東金キャンパスへ移転し、千葉県

東金市の郊外型キャンパスと東京都千代田区の都心型キャンパスに教育研究資源を集約

した。観光学部の東金キャンパス移転は、都市観光、地域観光という新たな観光教育スキ

ーム並びに地域連携推進センターとの協働の下、更に拡充した地域・社会連携に基づく実

践的な教育研究価値の向上をもたらすことから、他学部においても相乗的な教育効果を期

待できる（資料 3-6【ウェブ】）。 

第二は、新しい教育展開を実現するためのコース改編である。メディア学部は、2020 年

度より、既設のクロスメディアコースをニューメディアコースへと改編した（資料 3-7【ウ

ェブ】）。また、福祉総合学部は、2023 年度より、福祉行政コースを福祉マネジメントコー
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スに改編する（資料 3-8【ウェブ】）。このように、社会の変化に即応できる人材の育成を

目指し、大学教育のあり方を常に検証し、新しい可能性の実現に向けた取組を展開してい

る。 

第三に、カリキュラム改革の一環として、全学的視点に立った基礎教育の構想・検討を

重ねてきた。本学の建学の精神に基づく人格形成、幅広い教養や知識の習得、未来志向の

問題意識の醸成、社会人として求められる基礎能力の向上等を主たる目的とし、全学教務

委員会が学部間の調整を果たす役目を担うことで、2022 年 4 月より、全学的かつ体系的

な基盤教育を促進するための全学部共通基盤科目群を設置した（資料 3-9）。 

第四に、正課外活動を大学教育の柱の一つとして位置付け、2022 年 4 月に城西国際大

学スポーツ推進機構を設置し、公認団体のガバナンス・コンプライアンスの強化及び大学

スポーツの先進的モデルの企画・運営を行うなど、学士力の向上と競技力の強化の両立に

向けた適切な支援策を講じる。同じく同年 4 月、国際戦略業務の円滑な遂行とともに、本

学の特色である国際化推進を教職協同で創発又は支援し、海外協定校等との教育研究連携

の深化を進めることを目的として、城西国際大学国際連携推進機構を設置し、その下に国

際教育センター、留学生センター、語学教育センター、中欧研究所等の諸機能を再編した。

学生・研究者の受け入れ・派遣及び派遣母体となる学部・研究科との関係強化、学生の派

遣促進につながる国際教育プログラムの企画・運営、優秀な留学生の獲得方策の企画・実

施、留学生の就職支援を協働する入試・就職部門との関係強化に取り組むほか、国際的な

人的ネットワークの拡充に向けて帰国留学生や研究者に係るデータベースの構築を着実

に進め、更なるグローバル化への対応力を高めていく（資料 1-17、3-10【ウェブ】）。 

第五に、大学としての機能強化を図るため、教学 IR 機能を担う IR 推進室による情報提

供の下、経済社会環境に対応した教育研究組織の点検を不断に行うための体制を整え、財

政収支や活動状況及びそれらの将来見通しを踏まえて、薬学部の入学定員を 20名減じた。

一方で、入学・収容定員充足率の維持向上を図る策の一つとして、東京紀尾井町キャンパ

スの国際化の一環として、経営情報学部とメディア学部に留学生定員枠をそれぞれ 1 年次

10 名、3 年次 10 名の増設をもって、更なる国際教育の充実を図る。東京 23 区における大

学の学部等が対象となる「特定地域内学部収容定員の増加に係る届出」を文部科学省に提

出し、認可を経て 2023 年 4 月より受け入れを開始する（資料 3-11【ウェブ】）。 

同様に、人文科学研究科女性学専攻の入学定員を 8 名削減し、大学院健康科学研究科を

新設する。これは城西国際大学創立 30 周年記念事業の一つである。同研究科は、地域の

医療機関との連携の下、保険・医療の分野を横断し、現代の健康問題に対応することがで

きる総合的視野を養い、学部で培った自身の専門性を掘り下げ、健康の構成要素を追求し、

健康を科学的に研究できる人材の育成を目指す。本教育課程は、文部科学省の職業実践力

育成プログラム（BP）の認定を受け、社会人の学び直し及び企業等のニーズに応じた実践

的・専門的なプログラムとして、2023 年 4 月より開設する（資料 3-12、3-13【ウェブ】、

3-14【ウェブ】）。 

 

以上のことから、本学では、大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、付属機関等、

教育研究組織の設置状況は適切であると判断する。 

 



第 3 章 教育研究組織 

26 

 

点検・評価項目②：教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく教育研究組織の構成の定期的な点検・評価の実施 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく教育研究組織の適切性についての定期的な点検・評価】 

○教育組織 

既設の学部・研究科は、毎年度の自己点検・評価活動において、それぞれの執行部及び

教授会等を中心に年次目標・計画等を策定し、それぞれに設置した個別点検評価委員会を

中心に、達成状況や成果、教学 IR 情報等について検証する。それらの結果について、全

学点検評価委員会は全学的観点からの検証を行い、改善へのアプローチを学部等に対し明

示する。中期計画に基づき、すでに環境社会学部は学生募集停止、観光学部はキャンパス

を移転した。また、2022 年度に実施した文部科学省への申請・認可をもって、前項で示し

た入学・収容定員充足率の維持向上を図る策を講じている。 

本学は、中期計画の中で、「学生参集力」の強化を掲げ、入学定員に対する入学者比率の

平均、及び収容定員に対する在籍学生数比率の平均を各々1.00 とすることを目指す。2022

年 5 月 1 日現在、薬学部医療薬学科の入学者数比率は 0.438、在籍学生数比率は 0.677、

福祉総合学部福祉総合学科は同じく 0.550、0.575 である。大学院健康科学研究科の認可

時附帯事項として指摘を受けた現況に鑑み、全学的かつ中・長期的な観点に立つ「教育研

究組織検討プロジェクトチーム」を 2022 年 9 月に発足させ、多角的な視点から両学科の

学生募集に係る調査研究を行い、可及的速やかな対応・対策を講じるとともに、具体的な

提案・提言を取りまとめて実行に移す（資料 3-15）。 

 

○研究組織 

本学は、設置した研究組織が社会ニーズを踏まえた組織であるかについて検証しており、

設置から一定期間（5－10 年）が経過した後、それぞれの活動状況を総括した上で、当該

組織の廃止あるいは継続等を検討し、必要に応じて後継とすべき新規組織を設置する。 

2019 年度には、地域連携の窓口として設置した地域教育医療福祉センターを地域連携

推進センターへと改め、地域社会との協働を貴重な学習機会とし、学術研究の成果を広く

地域社会へ還元するという本学の目標を実現するための中核組織として、その位置付けを

より明確なものとした。当該センターは、学生が在籍する学部の枠組みを超えて、地域の

課題解決に取り組む共通科目「域学共創プロジェクト」（2 単位）の運営や九十九里地域で

実践する福祉・看護・薬学からなる専門職連携教育「IPE99」の推進、地域住民の生きが

い健康づくりを支援する公開講座やコミュニティ・カレッジ、シニア・ウェルネス大学の

運営等、地域連携や産学連携、社会貢献活動の促進、支援に主体的に取り組む（資料 3-16

【ウェブ】）。 
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なお、本学の対外的な窓口としての役目を果たす当該センターにおいては、COVID-19

感染拡大への対応・対策として、対面での開講が難しい状況に鑑み、オンラインツールの

利用説明を実施した上で、同時双方向型、あるいはオンデマンド視聴が可能な講義をニー

ズに合わせて提供するなど、個々の ICT 環境を確認しながら適切な措置を講じてきた。今

後は、適宜状況判断をしながら、各自治体との連携の下、本学近隣地域が直面する諸課題

と向き合い、魅力に溢れ誇りを持てる地域づくりに更に積極的に参画する。 

また、本学の教職員及び学生を会員とする独自の研究組織として JIU 学会を組織してお

り、機関誌や会報等の発行、会員によるグループ研究活動を通じた地域社会への寄与貢献、

研究成果発表会の開催等、学生の主体的な研究活動の支援を行う（資料 3-17【ウェブ】）。

COVID-19 の感染拡大の中にあっても、学生発表の場をオンラインで設定し、学生個々が

オンライン授業から学んだ手法を活用して創意工夫を凝らしたプレゼンテーションを展

開するなど、対面での実施と遜色がないレベルでの研究成果発表会を開催している。 

 

【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

本学は、教育研究組織の開設以降、年度ごとの自己点検・評価において、それぞれの教

育内容や学生の受入状況、活動状況等を点検する。その際に、全学的課題と区分けして部

局独自課題を抽出し、学長のガバナンスの下で改善と向上に努める。2019 年に完成年度を

迎えた福祉総合学部理学療法学科は、設置時等に付された留意事項に係る改善に取り組み、

2019 年 5 月に設置計画履行状況等報告書にて履行状況を報告した（資料 3-18【ウェブ】）。 

本学薬学部は、2019 年度に一般社団法人薬学教育評価機構が定める薬学教育評価を受

審し、適合認定（期間：2027 年 3 月 31 日）を受けた。当該評価における改善すべき点や

助言に適切に対応しつつ、「学校法人城西大学改革計画 2022-2024」に掲げる「6 年制薬学

部改革」に真摯に取り組み、魅力溢れる 6 年制薬学教育プログラムとして更に発展させ、

本学の独自性を活かした教育研究を推進する（資料 1-15、2-14【ウェブ】）。 

前項で述べた地域連携推進センターの活動内容及び成果について、直轄の地域連携運営

委員会で総括し、その適切性を検証するプロセスを経て、令和の時代、COVID-19 感染の

鎮静化後を見据えてシニア・ウェルネス大学という名称を変更し、城西国際大学・市民未

来大学へと再編する。市民向けの生涯教育を新たに捉え直し、現役世代を含む市民を対象

に、健康で心豊かな生活の実現に向けて学び合うコミュニティの場を提供し、地域のまち

づくりやひとづくりに寄与することを目指す。すなわち、高齢者層を対象とした現シニア・

ウェルネス大学から現役世代を含む各世代を対象とする生涯教育内容並びに教育内容に

見合う名称へと変更することで、健康的に楽しく生きる人生 100 年時代にふさわしい市民

の学び直し・再チャレンジの場を創出する（資料 3-19、3-20【ウェブ】）。 

 

 以上のことから、本学は、教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行うと

ともに、当該結果に基づく改善・向上に向けた取り組みを実施していると判断する。 
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（２）長所・特色 

本学は、各キャンパスの特色を踏まえた産学官連携（80 を超える組織・企業等）や地域

社会への継続的な貢献に努め、柔軟性、即応性及び機敏性に富んだ教育研究活動を推進す

る。併せて、付属機関や各センターを特定の学部あるいは研究科に分属するものとはせず、

学部・研究科、また理系・文系という枠を超えた横断的な教育研究活動を促進する役割を

付与する。これまで以上に、斬新で多面的な研究に取り組みやすい環境を整え、より活発

な連携教育や研究交流を促進する。 

 

（３）問題点 

研究活動の規模拡大や新規研究センターの設置等に伴い、規程の制定・改廃が必要とな

るが、規程の記載内容や文言、規程改廃の議決機関等に係る表記・表現の統一及び時機的

な更新に課題があると認識している。それぞれの組織の特性を踏まえた上で、規程を持続

的に整備する体制を整え直す必要があり、2020 年 8 月に実施した事務局の組織改編と連

動させて、全学的な見直しを進めている。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、建学の精神や教育理念に基づき学部・研究科等の教育組織を設置しており、学

則、大学院学則、各学部則あるいは研究科則、規程等にその旨を明示する。また、規程に

定めた定期的な検証に基づき、学術研究の動向、社会的な要請、国際化の進展等に対応さ

せる形で教育研究組織の改編に取り組む。 

教育組織においては、中期計画に基づく取組の一環として、環境社会学部の募集を停止

し、併せて観光学部の千葉東金キャンパスへの移転を実現したところである。環境社会学

部の一部教育内容を経営情報学部へ組み込むことにより、持続可能な社会の実現に貢献で

きるグローバル環境人材の育成を本学として継続させる。また、観光学部の東金キャンパ

スへの移転により、他学部においても相乗的な教育効果を引き出すことに努め、総合大学

としての学びの価値を更に高めていく。学部の自律的な取組として、メディア学部ニュー

メディアコース、福祉総合学部福祉行政コースというコースの改変・設置を行い、新たな

社会的ニーズに即応できる人材育成を目指す。加えて 2023（令和 5）年 4 月に大学院健康

科学研究科を開設し、リハビリテーション学領域・看護学領域・健康薬科学領域という異

なる 3 専門領域の学びを共有し、健康を多角的に洞察できる力の涵養を目指すとともに、

現代の健康課題に対応した健康科学の高度な専門的知識・能力を備えた高度専門職業人の

育成を目指す。 

このような動きの背景には、本学が迅速かつ効率的な戦略を展開するための工夫がある。

すなわち IR 推進室による教学 IR 体制の確立と、その機能活用による全学的な教学マネジ

メントの実質化を図ることで、適切な情報に基づく速やかな意思決定が可能となり、引き

続き、法人の下に大学が一丸となって社会の負託に応えていく。 

研究組織においては、各キャンパスの特色を踏まえた柔軟性、即応性及び機敏性に富む

研究活動を推進できる組織運営に努め、学生の修学支援や教員の研究支援の体制を整えて

いる。これらの組織に関しては、設置から一定期間後に継続あるいは廃止等についての検

証を行うことで、常に社会の動きを読み取りながら特色ある研究活動の推進を目指す。
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2019 年度には、地域教育医療福祉センターを地域連携推進センターへと改め、地域社会と

の協働による学びの機会の拡充、並びに学術研究成果の地域社会への更なる還元に注力す

ることとした。なお、COVID-19 感染拡大への対応・対策については、オンラインによる

プログラムの拡充とともに、新たな市民向けの生涯教育を展開することで、地域社会のニ

ーズに適応した学びの場を提供する。 

2022 年度に、中期計画に掲げる学生支援力及び国際力の強化を実現するために、城西国

際大学スポーツ推進機構並びに国際連携推進機構を新たに設置した。今後も、中期目標及

び中期計画に掲げる基本施策の実現に向けて、教育研究組織の継続的な整備に取り組む。 

 

 これらのことから、本学は、大学としての機能強化を図るため、大学をめぐる環境を踏

まえた教育研究組織の点検を不断に行うことができる体制を整備し、その点検の結果に基

づき、必要に応じて、組織の新設・改廃、入学定員の見直し、キャンパスの移転など、柔

軟かつ機動的な組織設計を実行しており、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・

目的を実現する取り組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第４章 教育課程・学習成果 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 

評価の視点１ 

課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位

にふさわしい学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定及び公表 

 

【課程ごとに学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定及び公表】 

学習成果を教育目標の形で明示した学位授与方針の策定・公表は、教学マネジメント会

議による全学的な方針の下、教授会・研究科委員会での審議・承認、大学運営会議・大学

院委員会における最終的な決定を経て実施する。大学運営会議及び大学院委員会は、教育

上の諸事項に関わる全学的な意思決定機関であり、学長を議長とし、副学長・学長補佐を

はじめ、事務局長・教学部門の担当部長及び次長等、教職員の役職者により構成し、学位

授与方針の策定・公表・検証を行う。 

 本学は、「学問による人間形成」を建学の精神として定め、その上で「国際社会で生きる

人間としての人格形成」を教育理念とし、グローバル社会で活躍し、地域の発展にも貢献

できる高度専門職業人の育成を目指す。2011（平成 23）年度に策定した中期目標（2011-

2015）《J-Vision》に基づき、学部・研究科ごとに学問分野の特性を活かした「教育研究上

の目的」を学則及び大学院学則に定めた（資料 1-1【ウェブ】、1-2【ウェブ】）。全ての学

部・研究科において、カリキュラム改革の際には、必ず人材育成の目的、教育目標、3 ポ

リシーの適切性を検証することとする。 

 こうした方針及び中央教育審議会大学教育部会の「3 つのポリシーの策定運用に関する

ガイドライン」（2016 年 3 月 31 日）を踏まえ、2016 年度には、教育課程の編成・実施方

針及び学生受け入れの方針をあわせた 3ポリシー全体の整合性・体系性を高める観点から、

改めて各学部・研究科に学位授与方針の点検と必要な見直しを要請した。2016 年度以前に

改訂済み、あるいは 2017 年度以降にカリキュラム改革を予定しているなどの理由でこの

期間中に改訂しなかった学部・研究科においても、毎年度の自己点検・評価活動の一環と

して、各ポリシーの点検や改訂に係る検討を重ねている。中期計画【2020-2024】（以下、

中期計画）においては、「「教育力」の強化」の中で、建学の精神及び 3 ポリシーに基づく

教学ガバナンス・マネジメント体制の確立と教育質保証に係る取組の実践を謳う（資料 1-

16）。すなわち学長のリーダーシップの下、各部局等との緊密な協働による 3 ポリシーに

沿った本学ならではのカリキュラムの編成、シラバスの精緻化・充実化等に継続的に取り

組む。各学部・研究科による自律的な改善に加え、全学としての教育質保証のあり方を社

会からの視点で検証し、教育の質向上に向けた施策を策定・実施する。また、アセスメン

ト・ポリシーに基づく学生の学修成果の可視化と、それを測定する仕組みの構築に着手し、

教育活動の PDCA サイクルを定期的かつ体系的に稼働させながら、GPA 等の複数指標を

用いた学修成果の可視化に取り組む（資料 4-1【ウェブ】）。 
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 このような継続的な取組を経て、現在、全ての学部・研究科は学位授与方針を策定ない

し見直して公表する。例として、看護学部及びビジネスデザイン研究科では、以下のとお

り学位授与方針を設定している。 

 

看護学部看護学科：学位授与方針 

看護学部看護学科は、所定の単位を取得し、かつ以下に該当すると判断した場合に、 

学士(看護学)の学位を授与します。 

 

① 看護について基盤となる知識を身に付け、活用することができる。 

② グローバルな視点で、多様な背景、価値観、文化を持つ人々を理解するために教養と

寛容さを身に付け、行動することができる。 

③ 安全・安心・安楽な看護技術を身に付け、実践することができる。 

④ 看護専門職として必要なコミュニケーション能力を身に付け、活用することができる。 

⑤ あらゆる場でチームの一員として、連携・協働し、看護を実践することができる。 

⑥ 地域で暮らす人々の健康を支援するための情報を収集・分析・統合することができる。 

⑦ 看護に必要な倫理観、人の生命や人としての尊厳と権利を尊重する態度を身に付け、

行動することができる。 

⑧ 国内外を問わず、急速に変化する社会情勢に目を向け、人々の健康問題解決に向けて

考え行動することができる。 

⑨ 看護専門職として生涯にわたり研鑽し続けることができる。 

「看護学部教育研究上の目的等」（資料 1-4【ウェブ】より） 

 

ビジネスデザイン研究科ビジネスデザイン専攻：学位授与方針 

ビジネスデザイン研究科ビジネスデザイン専攻は、所定の単位を取得して学位論文審査

に合格し、かつ以下に該当すると判断した場合に、修士(経営学)の学位を授与します。 

 

① 広い視野と深い学識を持ち、高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力及び専

攻分野における研究能力を修得し、活用することができる。 

② 高度の専門職業人に必要な知識・能力・倫理観を修得し、活用することができる。 

③ 市場の変化と消費者インサイトを見極め、企業が目指すミッション・ビジョン・バリ

ューに基づきブランディングを実行し、ビジネスコミュニケーションをデザインする

ことができる。 

④ 時代と社会のニーズに応じて価値を創造し、新しいビジネスモデルを探索し構築する

ことができる。 

「ビジネスデザイン研究科教育研究上の目的等」（資料 1-4【ウェブ】より） 

 

 当該事例にみるように、それぞれの学部・研究科が示す方針内容は、社会における顕在

ニーズを踏まえた上で、卒業ないし修了までに修得すべき知識、技能、態度等の学修成果

を明示しており、授与する学位にふさわしい内容・構成としている。 



第 4 章 教育課程・学習成果 

32 

 

 全ての学位授与方針は、本学のホームページや各学部・研究科の学生便覧等の各種刊行

物に明記し、学内外に公表するとともに、入学時のオリエンテーション等にて周知を徹底

するとともに、理解の促進を図っている。 

 

 以上のことから、本学では、授与する学位ごとに学位授与方針を定め、適切に公表して

いると判断する。 

 

点検・評価項目②：授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表してい

るか。 

評価の視点１ 

下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定及び公表 

◆教育課程の体系、教育内容 

◆教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等 

評価の視点２ 

教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

 

【教育課程の編成・実施方針の設定及び公表】 

 教育課程の編成・実施方針の策定・公表は、教学マネジメント会議にて示す全学方針の

下、学部・研究科で策定・検証し、全学的な意思決定機関である大学運営会議・大学院委

員会で最終的に決定する。2011（平成 23）年度以降、3 ポリシーの策定と改訂は一体のも

のとして取り組んでおり、その手順は前項で学位授与方針について述べた通りである。 

 現在、全ての学部・研究科において教育課程の編成・実施方針を策定・公表し、その中

で教育課程の基本的な体系と内容、及び教育課程を構成する授業科目の区分を示す。また、

教育課程の編成・実施方針を踏まえ、学則・大学院学則において授業形態を明示する（資

料 1-1【ウェブ】、1-2【ウェブ】）。例として、看護学部及びビジネスデザイン研究科では、

以下のとおり教育課程の編制・実施方針を設定している。 

 

看護学部看護学科：教育課程の編制・実施方針  

看護学部 看護学科では、教育研究上の目的及び学位授与方針に基づき、国際的視野

をもって常に変化する社会情勢や多様な対象のニーズに対応できる知識・技能を身に付

け、地域に貢献できる看護職者を育成するため、以下に掲げる方針によりカリキュラム

（教育課程）を編成します。 

 

① 看護学の基礎となる文理融合型リベラルアーツとして、幅広い教養、新たなリテラ

シー及び総合的な洞察力を身に付けるため、全学部共通基盤科目群を設置する。 

② グローバル化による社会のニーズに応え，多様な対象を理解し尊重するためのグロ

ーバルリテラシー科目群を設置する。 

③ 看護の対象である人および人をとりまく環境や新しい技術への理解を深めるための

看護基盤科目群を設置する。 
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④ 専門職の役割を考えながら能動的に学修し、キャリア形成の基盤を身に付けるため、

キャリア形成科目群を設置する。 

⑤ 専門職の基盤となる専門性を体系的に身に付けるため、保健、医療、福祉の知識・技

能、連携について学ぶ専門基礎科目群Ⅰ、専門基礎科目群Ⅱ、専門基礎科目群Ⅲを設

置する。 

⑥ 看護学の基本、ライフステージ、健康レベル、生活の場の違いに対応した看護実践力

を身に付けるため、専門科目群Ⅰ、専門科目群Ⅱ、専門科目群Ⅲを、多様化、複雑化

した状況下にある看護並びに看護職者の倫理や役割の理解を深めるため専門科目群

Ⅳを設置する。 

⑦ 専門的な国家試験受験資格、免許を取得するため、保健師課程、助産師課程、教職課

程に必要な科目からなる自由科目群を設置する。 

⑧ アセスメント・ポリシーに基づく学修アセスメント・プランを提示し、学位授与方針

に示す能力の修得状況及び学生の成長に伴う達成度を客観的に測定、評価する。 

「看護学部教育研究上の目的等」（資料 1-4【ウェブ】より） 

 

ビジネスデザイン研究科ビジネスデザイン専攻：教育課程の編制・実施方針  

ビジネスデザイン研究科 ビジネスデザイン専攻では、教育研究上の目的及び学位授

与方針に基づき、ビジネスモデル構築に係る能力と、表象文化に係る教養を修得し、様々

なメディアを活用して価値創造ができる高度の専門職業人を養成するため、以下に掲げ

る方針によりカリキュラム（教育課程）を編成します。 

 

① 基本的な研究方法論及び経営学に関する基礎的な知識を習得するため、ビジネスデ

ザイン基礎論科目群を設置する。 

② 俯瞰的な視野をもって経営学に係る知識、論理的なフレームワークを学ぶため、マ

ネジメントサイエンス科目群を設置する。 

③ ビジネスにおける新しい価値を創造する能力を修得するため、ビジネスコミュニケ

ーション・デザイン科目群、ビジネスモデル・デザイン科目群を設置する。 

④ クリエイティブ思考力及びコミュニケーション能力を修得するため、事例研究・表

象文化科目群を設置する。 

⑤ ビジネスデザインに係る研究成果として、修士論文あるいは課題研究報告書を作成

するため、演習科目を設置する。 

⑥ アセスメント・ポリシーに基づく学修アセスメント・プランを提示し、学位授与方針

に示す能力の修得状況及び大学院生としての成長に伴う達成度を測定、評価する。 

「ビジネスデザイン研究科教育研究上の目的等」（資料 1-4【ウェブ】より） 

 

 当該事例にみるように、教育課程の編制・実施方針において、教育課程の体系、教育内

容、教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等、教育についての基本的な考え方を明

示し、アセスメント・ポリシーに基づく学修成果の可視化に言及するなど、学位授与方針

と整合させて適切に設定していると判断する。 

 また、当該方針は、前述の学位授与方針と同じく、本学のホームページや各学部・研究
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科の学生便覧・『履修の手引き』等の各種刊行物に明記し、学内外に公表するとともに、入

学時のオリエンテーション等にて周知を徹底するとともに、理解の促進を図っている。 

 

【教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性】 

 教育課程の編成・実施方針と学位授与方針の関連を含めて、3 ポリシー全体としての一

貫性・体系性を高めることは、2016 年度に 3 ポリシーの精緻化を学部・研究科に要請し

た際にとりわけ重視した視点である。 

 教育課程を構成する科目の区分及び科目（群）の配置と、学位授与方針に明記した教育

目標がどのように関連するか、個々の教育目標で定めた知識・技能・態度等が主としてど

の科目（群）の履修を通じて形成・修得できるのかを明らかにするために、2020（令和 2）

年度には 3 ポリシーに加えて、カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー、科目ナン

バリング、科目概要（科目設置コンセプト）を教育課程に係る基本文書として位置付け、

それぞれについての理解の共有を徹底させた（資料 2-7、4-2【ウェブ】）。さらに、新入生

のオリエンテーション時に配布する学部独自の『履修の手引き』にもこれらを盛り込むこ

とで、系統的かつ効果的な履修について学生への周知を初年次より徹底させている。 

 

以上のことから、本学では、授与する学位ごとに教育課程の編制・実施方針を定め、適

切に公表していると判断する。 
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点検・評価項目③：教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科 

目を開設し、教育課程を体系的に編成しているか。 

評価の視点１ 

各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置 

◆教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

◆教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮 

◆単位制度の趣旨に沿った単位の設定 

◆個々の授業科目の内容及び方法 

◆授業科目の位置づけ（必修、選択等） 

◆各学位課程にふさわしい教育内容の設定 

◆初年次教育、高大接続への配慮【学士課程】 

◆教養教育と専門教育の適切な配置【学士課程】 

◆コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教育への配慮等【修士課程】

【博士課程】 

◆教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わり 

評価の視点２ ※オリジナル項目 

グローバル化や SDGs、Society5.0 等に対応した教育プログラムの整備・充実 

評価の視点３ 

学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施 

 

【体系的な教育課程の編成】 

 学部・研究科の教育課程の編成にあたり、体系性や系統性を踏まえ、学年・クォーター

（セメスター）進行に沿った段階的な構成とするよう留意すべきことを「教学改革に係る

全学指針」の中で明示し、徹底させている。また、カリキュラム改革時には、この点につ

いての検証を十分に行い、その結果を改革案に反映させることを学部・研究科に求める。 

前掲のカリキュラム・マップ及びカリキュラム・ツリーの作成を学部・研究科に要請し、

教務部及び全学教務委員会を通じて、定期的な打ち合わせを行いながらそれらの作成を支

援する。カリキュラム・ツリーは、個々の科目区分・科目群と全体の教育目標の達成との

関係を時間軸（学年進行、セメスターなど）に沿って示すもので、これによってカリキュ

ラム全体の体系性はより明確になる（資料 4-3【ウェブ】）。また、カリキュラム・マップ

の作成にあたっては、学位授与方針との関連性を明確に示すとともに、国連 SDGs で定め

る 17 の目標と紐づける独自の様式で統一している（資料 4-4【ウェブ】）。 

教育課程の編成・実施方針を各科目レベルで貫徹させるためには、個々の科目の基本的

な内容や到達目標、授業方法などについて、教育課程における当該科目の位置付けや教育

目標との関係性に基づき、あらかじめ明確に定めておく必要がある。「教学改革に係る全学

指針」（前出 p.15）の中には、この科目概要（科目設置コンセプト）の整備を盛り込んで

おり、学問的かつ教育的な創意工夫を十分に尊重した上で、これに沿った授業運営を徹底

させていく。カリキュラム改革に際して、教授会あるいは研究科委員会において、科目概

要も併せて明示し、審議・決定することを原則とする。 
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これらに関連し、各科目の分野や学習順序を示す科目ナンバリングの整備を教務部及び

全学教務委員会が進めている。科目間の連携や科目内容の難易を表す番号を付し、教育課

程の構造を分かりやすく示す仕組みの構築を目的とし、各学部・研究科は、各々の学位授

与方針及び教育課程の編成・実施方針にふさわしい科目構成としているか、分野に偏りが

生じていないか等について、カリキュラム・マップの作成と併せて点検を行い、順次性の

ある体系的な教育課程の構築に役立てることとする。今後は、全学統一的な科目ナンバリ

ングの運用に向けて整理すべき課題を明確化し、その改善を重ね、それぞれの教育課程体

系を容易に理解できるようにし、更なる質保証へと繋げていく（資料 4-5【ウェブ】）。 

今後の展望として、2022（令和 4）年 4 月から開始した「全学部共通基盤科目」の拡充

に向けた改善に取り組む（資料 4-6）。これは 7 学部 9 学科を擁する総合大学としての強み

を活かし、学問の基盤となる幅広い知識や考え方、研究により得た最先端の智を学生へ還

元することを目的として設置した全学共通の科目群である。すなわち、縦軸をなす学年進

行のカリキュラムに対して、これは横軸となる学部横断型の科目群で、就職活動あるいは

就業後に必要な経済学、経営学、マーケティング、統計学、AI、データサイエンス、デザ

イン思考、歴史学等、在籍する学部を問わず、これからの社会で求められる教養の修得を

促す。これにより学位授与方針として明示する「社会が求める職業人として相応しい教養

や倫理観を有する」人材の育成を目指す。 

 

【グローバル化や SDGs、Society5.0 等に対応した教育プログラムの整備・充実】 

〇学部 

 グローバル化に対応した語学教育を実現するため、学部教育の中に外国語関連科目を 

全学部共通基盤科目として位置付け直し、少人数の能力別クラス編成の下、専門教育との

接合・連携等を図りつつ、ネイティブスピーカーの教員による実践的な指導を行う。語学

教育センターを主体として各学部に適した語学教育を構成し、全学的見地から、学生の外

国語の総合的運用能力を高めるための諸事業を展開する。また、各学部は国際教育センタ

ーとの連携により、国際理解・交流事業の展開、国際教育プログラムの拡充にも取り組み、

2018（平成 30）年 3 月に株式会社ベネッセコーポレーションが発表した「THE 世界大学

ランキング日本版分野別ランキング（国際性）」では、全国第 13 位に位置付けられ、学外

からも本学の国際教育は高く評価されている。また、2022 年 7 月にも、同ランキングの

Web ページ、「大学事例」の中で本学の教学改革に関する取り組みが掲載されており、今

後も「国際力の強化」のための施策を継続・展開していく（資料 4-7【ウェブ】）。 

 社会経済情勢に適合した多面的なキャリア形成教育を実現するため、学部教育の中にキ

ャリア形成科目群を設け、円滑な学生生活を送るための基礎知識にはじまり、将来の職業

を視野に入れたキャリア設計に必要な意識の醸成、知識の習得のための仕組みを構築して

いる。学生支援部が所管するキャリア形成・就職センターを主体とし、本学の教育理念及

び 3 ポリシーと関連付けながら、全ての学部等が有機的に連携して、生涯にわたって利用

可能なキャリアの形成及び能力の汎用に役立つ教育プログラムを展開する（資料 4-8【ウ

ェブ】）。 

本学の特徴的な学びの一つとして、全ての学部・研究科を対象とする教育プログラムで

ある「未来講座」を設置する。“教育力の JIU”を掲げる本学は、本法人の創立者である水
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田三喜男の志に倣い、時代のうねりを大局的観点から見据え、現代社会のキーワードであ

るグローバル社会、デジタル社会、少子高齢社会をモジュールとするオリジナル映像教材

を作成した。実際の授業では、映像教材を視聴した上で学生同士によるグループワークを

行い、SDGs や Society5.0 等を主眼とする未来志向のアイデアを創出し、その成果を社会

へと発信する。この未来講座は、本学の産学連携企業の支援の下、本学卒業生や各学部の

専任教員が主導的に携わり、未来社会を共に創り上げていく想像力と創造性を身に付ける

ための取組である（資料 4-9）。 

 国際大学として、海外の教育機関や企業等と連携した教育にも力を入れており、アメリ

カ・フロリダ州バレンシアカレッジの講師からビジネスやホスピタリティ、ディズニーの

理念を学びながら、ディズニー・ワールド・リゾートで就業体験するプログラムのほか、

台湾・台北市の圓山大飯店との間でも同様のプログラムを設けている（資料 4-10【ウェブ】、

4-11【ウェブ】）。一方で、協定に基づく共同教育プログラム（Double Degree Program）

により、主に中国と韓国から日本語で学ぶ留学生を受け入れている（後出 p.59）。2019 年

2 月には、海外協定校である Management & Science University （マレーシア）との間

で新たに協定を交わし、全科目を英語で学び、インターンシップ経験も経て学位取得を目

指すプログラムの新設に向けて準備を進めている（資料 4-12【ウェブ】）。2021 年 3 月に

は、本学大学院の国際アドミニストレーション研究科を修了した元横綱・日馬富士がモン

ゴルの首都ウランバートルに開設した新モンゴル日馬富士学園と学術交流協定を締結し、

日本語教育支援や卒業生の受け入れを開始した（資料 4-13【ウェブ】）。2022（令和 4）年

7 月には、アジア 8 カ国の学生が共に学ぶ国際交流プログラムである「Asia Summer 

Program（ASP）」を開催した。これは、2013 年度に発足した大学間コンソーシアム（タ

イ、韓国、インドネシア、マレーシア、日本）の下で毎年実施しており、現在は広く Asia 

University President Forum 加盟校他から学生が参加している。COVID-19 の感染拡大

を受けて、2021 年度及び 2022 年度はオンラインでの開催となった。本学は 2015 年度以

来、2 度目の幹事校として「On the path to inclusion, diversity and understanding（イ

ンクルージョン、ダイバーシティ、そして相互理解への道）」のテーマを定め、講義・アク

ティビティ・グループワーク等、メタバースによる Virtual Campus を含む様々なオンラ

インツールを駆使することで、学生間の交流の場を創出した（資料 4-14【ウェブ】）。 

 

〇大学院 

人文科学研究科の博士課程においては、中国の協定校である大連理工大学、大連外国

語大学、東北大学との連携により、日中連携大学院「国際日本学」分野を運営する。こ

れは国際版社会人プログラムであり、中国の大学で教鞭をとる現職教員を対象とし、日

本語、日本文学、日本文化、日本社会、比較文化等の日本研究に携わる研究者の育成に

取り組む。これは単なる博士号の取得に留まらず、学術や教育研究における日中間の交

流を進展させ、もって日中友好の更なる発展に寄与することを目的とする。2010 年度の

開始以来、現在までに 33 名の学位授与者を輩出している。同研究科の修士課程において

は、中国の協定校との間で 1＋1 の共同教育プログラム（Double Degree Program）を設

置しており、2014 年の開始以来、100 名が当該プログラムを修了している。また、国際

アドミニストレーション研究科では、英語圏留学生向けに All-English コースを設けて英
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語で修士号取得が可能なプログラムを展開し、2013 年の開始以来、58 名が修了してい

る。 

学部と大学院を合わせた留学生の受け入れは、2019 年度実績として 30 カ国・地域から

1,118 名（「留学」の在留資格を満たす者）を数える。一方、学生の海外派遣数は 656 名（単

位取得を伴う派遣のみ）である。なお、本学が国際交流協定を締結している大学・機関数

は、2022 年度時点で 36 カ国、216 大学・機関等に及ぶ。COVID-19 の感染拡大による影

響を受ける中、2022 年度は 21 カ国・地域から 804 名という状況まで回復しており、今後

は、アフターコロナの世界情勢を見据えながら、オンラインプログラムの拡充も図りつつ、

国際大学にふさわしい国際教育に更に注力していく。 

 

【学生の社会的及び職業的自立に必要なための能力育成】 

〇学部 

 本学は、学部におけるキャリア形成教育を、単なる職業人養成のためとしてではなく、

学部の人材育成目標と結び付けて、学生が 4 年間（あるいは 6 年間）の総合的な学びの意

味を将来の人生設計を視野に入れて自ら考え、自律・自立に向けた成長を促す学習機会と

して位置付ける。各学部の教育目標は、育成すべき人材像に欠かせない意欲の形成と能力

の獲得に係る項目を含んでおり、各学部はその達成のために、社会の動向やニーズを見据

えつつ、正課の中で、また正課と密接に関連付けながらキャリア形成教育を推進する。学

生のための進路・就職支援の全体的な状況については第 7 章に記載することとし、ここで

は正課に係る取組を中心にまとめる。 

 キャリア形成に係る本学の取組は、学部のキャリア教育科目（縦軸）と、キャリア形成・

就職センターが全学的に提供する学部横断型の資格取得・試験対策講座（横軸）を相互に

連関させる形で展開する。キャリア教育科目として、総合経営学科「ビジネスキャリアⅠ、

ⅡA、ⅡB」、国際文化学科「基礎演習 A、B、C」、国際交流学科「基礎ゼミ A、B、C」、

福祉総合学科「基礎ゼミ、ゼミナール A～H」、理学療法学科「基礎ゼミⅠ、Ⅱ、理学療法

ゼミ」、医療薬学科「医療薬学基礎ゼミ、薬剤師倫理」、メディア情報学科「基礎ゼミⅠA～

ⅠC、ⅡA～ⅡD」、観光学部「キャリア形成 A～O」、看護学部「プロジェクト教育 A、B」

などを配置し、初年次から体系的な履修を促すことで、将来設計をデザインしやすくなる

仕組みとしている。同時に、キャリア形成・就職センターは、TOEIC®、SPI、公務員試験、

教員採用試験対策等の対策講座や、学部学科の専門性を活かす資格取得のための対策講座

等、多くの学部横断的プログラムを提供する。資格の大原や東京リーガルマインドのほか、

資格対策講座を開設する学校や企業と連携することで、これら講座の受講費用を低く抑え、

短期集中での資格取得やスキルアップが可能な機会をできるだけ多く提供し、学生の潜在

能力を引き出すアプローチの一つとしている（資料 4-15【ウェブ】）。 

 本学は、学生が職業適性や職業選択について自ら考え、企業・団体・病院・施設等の現

場で高度な知識や技術に触れることで主体的な学びの意欲を高める機会として、インター

ンシップ（実習を含む）を重視する。大学と企業・機関等との協定に基づき、専門的な学

びの特徴と結び付けた教育機会を各学部において創出している。国際的な取組として、前

掲のディズニーインターンシップ等に加えて、日本語教員養成課程（副専攻）の学生を対

象とする、台湾やノルウェーなど海外の日本語教育の現場で日本語教授法を実践する海外
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日本語インターンシップ（国際交流基金による支援）、海外協定校のパリ東大学クレテイユ

校（UPEC）を拠点として、日本貿易振興機構（ジェトロ）や経済開発協力機構（OECD）

の協力の下、フランスで実施する海外ビジネス研修などがある。 

 

〇大学院 

 大学院の人材育成目的の達成、及びキャリアパスの明確化に向けた支援として、(1) 修

士課程を中心とした研究者・教育者・高度職業人としての共通認識を踏まえたキャリアビ

ジョンの描き方と社会環境理解の支援、(2) 博士課程における教育・研究に対する基礎知

識と社会環境理解の支援、(3) 博士課程におけるキャリア開発支援に大きく分類している。

このような区分に基づき、各研究科の正課を中心とし、また大学院生の多様な属性（外国

人留学生、社会人など）を踏まえて、これらの取組についてキャリア形成・就職課、研究

推進課が連携して支援する。就職活動の支援については、大学院進学予定者を対象とする

入学前セミナーや、大学院初年次生を対象とする就職活動スタートアップセミナーを開催

し、研究活動（とりわけ修士論文の作成）と進路開拓の両立について、大学院進学予定者

や大学院生が必要な情報を得て自ら考える機会を設けている。 

 

 以上のことから、本学では、教育課程の編制・実施方針に基づき、各学位課程にふさわ

しい授業科目を開講し、教育課程を体系的に編成していると判断する。 
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点検・評価項目④：学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を 

         講じているか。 

評価の視点１ 

各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための

措置 

◆各学位課程の特性に応じた１年間又は学期ごとの履修登録単位数の上限の設定 

 （1 年間又は学期ごとの履修登録単位数の上限設定等） 

◆シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学修成果の指標、授業内容及び方法、 

授業計画、授業準備のための指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施 

（授業内容とシラバスとの整合性の確保等） 

◆授業の内容、方法等を変更する場合における適切なシラバス改訂と学生への周知 

◆学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学生間や学生 

同士のコミュニケーション機会の確保、グループ活動の活用等） 

◆学習の進捗と学生の理解度の確認 

◆授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 

◆授業外学習に資する適切なフィードバックや量的・質的に適当な学習課題の提示 

◆基盤教育を全学生が学ぶ仕組みの構築 ※オリジナル項目 

◆授業形態に配慮した１授業あたりの学生数【学士課程】 

◆研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに 

 基づく研究指導の実施【修士課程】【博士課程】 

◆各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等の 

 関わり（教育の実施内容・状況の把握等） 

 

【本学における学びの枠組み】 

 学位授与方針に示す教育目標の実現に向けて、効果的な教育を展開すること、学生の学

習を活性化させること、すなわち教育と学習の質向上を図ることは不可分である。本学は、

(1) 国際教育、(2) 地域基盤型教育、(3) キャリア形成教育を「教育の 3 本柱」（前出 p.5）

として掲げており、情報通信技術の発展や国際化・少子高齢化が加速化する現代社会にお

いて、異なる文化や考え方を持つ人々と協力し、社会の問いかけに向き合い、解決に向け

て努力できる力の養成を目指す。 

 

【学びの制度と運用】 

〇履修登録上限単位数の設定 

 学生が、履修登録した科目を集中的かつ効果的に学ぶためには、登録科目数を適切に設

定することが不可欠である。本学は、学生便覧及び『履修の手引き』に、年間の履修登録

単位数の上限は 50 単位未満であることを明示する。2018（平成 30）年度には、1 学期（セ

メスター）の履修登録単位数の上限を 30 単位未満と定め、授業時間以外の学修に必要な

時間の確保を促した（資料 1-5【ウェブ】）。なお、教育職員免許状の取得、あるいは複数

の国家試験の受験資格に必要な科目数が決められていること等の理由により、この上限を
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超えて履修を認める場合があるものの、当該学部はカリキュラム構成や配当年次等の履修

要件を変更するなど、既定の限度内で履修登録ができるよう持続的な改善に取り組む。 

 2022（令和 4）年 4 月より、従来のセメスター制からクォーター制へと移行させた。こ

の間、全学教務委員会が中心となって検討を重ね、単位の実質化と学習成果の可視化の徹

底を図るため、GPA スコアと関連付けて年間及び 1 クォーターの履修登録上限を合理的

に設定する仕組みを整えた（資料 4-16）。 

 

〇シラバスの整備と活用 

 シラバスは、科目概要（科目設置コンセプト）に基づき、個々の授業の具体的な内容を

学習方法や成績評価方法などと併せて学生に明示するものである。このシラバスを充実さ

せることは、全ての科目の授業内容を充実させるための出発点であると認識している。 

本学のシラバスは、JIU ポータルを用いて全学統一様式で作成する（資料4-17【ウェブ】）。

シラバスの作成に際しては、毎年度、シラバスの編集・公開方針、スケジュール等を教務

部及び全学教務委員会で確認し、全教員に最新版のシラバス作成要領を提供する（資料 4-

18）。作成・提出されたシラバスは、全学教務委員会にて定めた点検項目と手順に沿って各

学部・研究科、語学教育センター、留学生別科の執行部が点検し、その結果を全学教務委

員会に報告する。 

 学部において、授業内容を標準化しているキャリア形成科目や外国語教育科目などは、

シラバスを科目ごとに統一している。このほかに、中核的な主要授業科目、専門の基礎と

なる科目に関しては、特に複数クラスを開講する場合には統一した到達目標を設定すると

ともに、成績評価方法・基準等の標準化や FD 等による組織的な情報共有を求めている。

また、シラバスは授業時間外での学習を促す役割を担っており、本学では各回の項目ごと

に、それぞれの授業内容及び事前学習・事後学習の内容を明示することとし、学生が授業

時間外でも学習意欲を保持できるように工夫している。また、シラバスに科目担当教員の

オフィスアワーや連絡手段（メールアドレス等）を明記することで、学生の質疑に応答で

きる体制を整えてきた。COVID-19 の感染拡大を受けて、JIU ポータルや manaba 等の

学習支援システムを更新・再整備し、科目担当教員への質疑が完結できるよう、利便性を

向上させた。 

 

〇学生の主体的参加を促す授業の工夫 

シラバス作成時の要点として挙げたように、授業内容を踏まえた事前学習・事後学習を

明示することで、当該授業への積極的な参加と主体的な取組を促す。当該授業に対する意

識や理解状況、要望などを確認する手段として、各クォーターの 2 週目をめどに授業期間

中アンケートを実施する。担当教員は、このアンケート結果を踏まえて受講学生の修学状

況を把握することにより、爾後の授業の工夫や改善に取り組むことができる。 

本学が掲げる「教育の 3 本柱」の一つである地域基盤型教育の実践として、地域連携推

進センターがコーディネートする授業科目「域学共創プロジェクト」を 2019 年度より開

講している（資料 4-19【ウェブ】）。当該プロジェクトは、地域社会の課題解決に取り組む

学生主体の授業であり、プロジェクト活動を通じて「まち」の活性化を目指すとともに、

企画力やマネジメント力、創造性を養うことを目的とする。いわゆる座学の講義とは異な
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り、指導担当教員は原則として相談役としての役目を担い、学生自身が試行錯誤しながら

プロジェクトを進めていく。他学部の学生・教員とチームを組むことで、専門分野をまた

ぐ複合的な教育効果を期待でき、「共創」という言葉に象徴される体験を通じた学びから、

未来社会を「共に創る」力を身に付けることを目指す点に大きな特徴がある。 

 

〇系統的な履修指導 

学期初めにオリエンテーション期間を設け、学年を一つの単位として学部・研究科ごと

のオリエンテーションを実施する。その際に、カリキュラム・ツリーの明示と併せてコー

ス・専攻ごとに履修モデルを作成し、履修前提科目を確認するなどして、習熟度に応じた

段階的な履修計画を立てる。全体での説明と並行して、アドバイザー教員あるいはゼミ担

当教員による小グループでの履修指導を徹底することで、進級及び卒業に係る要件につい

ての理解を深めている。また、オンライン履修システムの更新を経て、2023 年度より、学

生が履修登録する際に、進級・卒業、資格等に係る要件を満たしているかを画面上で確認

できるようにするなど、システム活用による効率的な履修補助機能を強化する。 

 

○受講学生数 

授業の特性や開講形態に即して、適正なクラス規模となるよう管理・運営を徹底してい

る。2022 年度より全学部共通基盤科目として位置づけ直した語学科目は、事前にプレイス

メントテストを実施し、履修希望者の学力水準に応じて 30 名規模のクラスに振り分け、

語学教育センターの管理の下で少人数授業を行う。実験及び実習等に係る科目は、各施設

や教室の規模に応じて当該学部で授業クラス数を設定し、学部事務室と連携した履修管理

方針に基づき適正な規模での授業運営を行う。受講学生数の多い講義系科目や情報リテラ

シー等の基礎科目については、大学院生のティーチング・アシスタント(TA）や学部生の

授業サポーターを配置することで、互いにコミュニケーションを取りながら授業に参加し、

より理解を深めることができる環境を整備している。 

 

【学習支援】 

○学習支援の仕組み  

 学習支援には、授業の一環として行うものや、授業外の取組として行うものなど様々な

形態がある。それらは全て、学部ごとの教育目標の実現に向けて、教育課程の編成・実施

方針に基づいて展開すべきものである。併せて、学生支援に係る基本的な考え方を全学的

な観点から整理し、重点課題を明確にした上で、各学部における学習支援を促進、支援し

ていくことも重要である。 

 以上の観点から、本学は、学習支援に係る基本的な考え方として、(1) 学習支援は、学

生が所属する学部の教育目標の達成に資するものであること、(2) 学部カリキュラムの正

課（授業外学習を含む）はもとより、学生が自ら計画し自発的に取り組む資格取得のため

の学習等正課外での学びや、課外活動を通じた学びまでをも射程に入れた支援であること、

(3) 特定分野に係る学びの支援（海外留学、実験・実習、フィールドスタディ、資格取得、

大学院進学準備等）は、当該学部での位置付けや卒業後進路を視野に入れた初年次からの

キャリアパスの明示等に基づくものであること、(4) 一定の特徴を有する学生群（優秀層
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あるいは基礎学力困難層等）に対しては、正課としての学びや学部としての組織的なアド

バイジングと関連付けつつ、学生一人ひとりの到達点や課題に応じた支援を展開すること、

という 4 点に大きく整理している。具体的な支援方策は、学生支援委員会を中心に、国際

教育委員会やキャリア形成・就職委員会が連携して取り組み、自己点検・評価を踏まえた

改善に取り組む。 

 

【特徴的な授業の実践】 

 個々の授業では、教育課程における位置付けを踏まえて学生の学習を活性化させ、教育

効果を高める取組を実践している。全学教務委員会は、「学生の授業外学習の活性化、主体

的学習の促進、グローバルな学びの支援等の観点から教育における ICT を活用すること」、

「グループワーク、ピアラーニング等、学生同士の学び合いを促進するための授業運営上

の工夫を各授業の特性に応じて行うこと」、「PBL（問題解決型学習）をはじめとする特色

ある学びを学部の教育目標、カリキュラムに位置付けること」等を指針として掲げ、各学

部に具体的な取組を求めている。以下、代表的な事例を紹介する。 

 国際人文学部は、アメリカ、ベトナム、ハンガリーなどの協定校を拠点とする短期留学

プログラム「国際交流研修 A、B、C」（各 2 単位）を初年次から開講するなど、語学実践

や異文化体験の機会を多く設けている。これらは導入教育と専門教育への橋渡しを兼ねた

科目で、英語力・交渉力・プレゼンテーション力・チームワーク力・異文化理解力等を養

うとともに、上級生との交流や助言に基づきキャリアデザインに取り組む良い機会でもあ

り、爾後の中・長期留学へと繋がることも少なくない。これらのプログラムの多くが独立

行政法人日本学生支援機構の助成を得ており、学生の経済的な負担の軽減に努めているこ

とも特筆できる点である。 

 全学的なクォーター制導入に先駆けてモデル事業をいち早く展開した観光学部は、観光

学を基礎として「観光ビジネス・観光まちづくり・観光メディア」という 3 視点からカリ

キュラムを構成する。「観光プロジェクト A、B」（各 2 単位）や「観光メディア制作基礎

a、b」（各 2 単位）では、地域に密着した PBL（問題解決型学習）を実践しており、新た

な観光プランの開発や地域資源を活用した商品企画・制作に携わることで、地域活性化に

資する取組を実践しながら就業へと繋げる経験を蓄積する。また、当該学部は、「キャリア

形成 A～H」（各 2 単位）を初年次から配当して一貫したキャリア形成教育を実践してい

る。これらを通じて、観光業界に必要な実務能力やホスピタリティの修得を促すとともに、

学生の志望領域に係る資格取得率・就職実現率を高い水準へと引き上げている。 

看護学部は、「資格＋α（専門性）」の学びを総合大学としての利点を活かす形で実践して

おり、(1) 薬に強い看護師、(2) 福祉の知識を持つ看護師、(3) 国際的に活躍できる看護師、

(4) 災害現場で活躍できる看護師という 4 本柱を軸とする「次世代ナース」の育成を教育

目標として掲げる。他学部との連携教育を礎とする仕組みを構築し、学生のキャリアニー

ズを満たしている。また、JIU 看護学会を組織しており、学生による研究活動成果の発表

や、他大学あるいは地域の医療機関から講師を招く講演会を開催するなど、学生同士の主

体的な学びを促すことで研究に取り組む意識の向上にも努めている。 
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【学習活性化のための支援】 

 本学は、城西国際大学（JIU）学会を組織し、地域社会に寄与し得る学部横断型の研究

テーマを設定することで、異なる学問領域の学生や教員が交流し合う場や機会を創り出す。

併せて、学生研究活動助成金制度を設立し、学生の探究心の醸成や情報伝達能力の向上に

資することを目的に、研究 1 件につき 20 万円を上限に支援する。これに採択された研究

は、最終的に学会形式で成果発表を行い、優れた研究を顕彰するとともに、次年度以降も

研究活動が継続できるよう支援する（資料 4-20）。 

 授業単位での学習の活性化や効果的な教育のための取組及び支援として、学生同士の相

互的な学び合い、教え合いを促進するピアサポートを推奨している。大学院生による TA、

学部生による授業サポーターのほかに、情報科学研究センターではフィールドサポーター

を配置して、JIU ポータルシステムの利用方法や PC の基本操作に係る相談窓口を設けて

いる。また、語学教育センターでは、上級生あるいはネイティブスピーカーの留学生によ

るメンター制度を設けており、会話パートナーを通じて語学力の向上や相互理解、留学促

進へと繋げる（資料 4-21【ウェブ】）。 

 正課外の学習活性化を目的として、福祉総合学部の学生を対象とした教育サポートを提

供する福祉教育センターを設置する。当該センターは、ボランティアの派遣、実習の事前・

事後指導、国家試験対策講座の開講、自主勉強会の開催等に取り組み、福祉の理論を実践

する力の修得や、持続的かつ効率的な国家試験準備のための支援を行う（資料 4-22【ウェ

ブ】）。 

 

【大学院における取組】 

○研究活動への支援 

 研究面での具体的な支援として、研究スキルの向上を目指した各種セミナーの開催、研

究活動経費の一部補助、奨学金などがある。これらの効果については、各研究科委員会や

大学院委員会にて検証しており、大学院生及び指導教員に対して当該制度の認知度を向上

させる取組の必要性を確認している。大学院生にとって、学会発表の機会は学術的な経験

を積むための貴重な研鑽の場となることから、上記 JIU 学会の学生研究活動助成金制度の

一環として、一人でも多くの大学院生が学会発表を経験できるように必要な経費（学会登

録料や学会発表に要する交通費）を補助している。 

 

○社会人への機会提供  

 文部科学省は、社会人のキャリアアップに必要な、高度かつ専門的な知識・技術・技能

を身に付けるための大学院プログラム事業を推進しており、社会的なニーズもあることか

ら、本学においても現役社会人のためのプログラムを提供している。 

 人文科学研究科の博士課程では、中国の協定大学と連携した日中連携大学院「国際日本

学」分野の指導、経営情報学研究科の博士課程では在日中国企業協会と連携した論文博士

の指導、修士課程では中小企業診断士養成講座の設置、薬学研究科の博士課程では企業研

究者の積極的な受け入れ等、社会人の学ぶ機会を幅広く創り出す。それぞれの課程におい

て、社会人が学びやすい時間割編成や開講日時の設定に努め、組織的かつ体系的な研究指

導に取り組む。 
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 2023 年 4 月に開設する大学院健康科学研究科は、大学等における社会人や企業等のニ

ーズに応じた実践的・専門的なプログラムである職業実践力育成プログラム（BP）として

の認定を受け、職業現場で社会人として求められる能力の向上を図る機会の拡充に取り組

む。また、厚生労働大臣が指定する教育訓練給付金の利用も申請しており、学費負担の軽

減をもって、より学びやすい環境を整えていく。 

 

 以上のことから、本学では、学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な

措置を講じていると判断する。 

 

点検・評価項目⑤：成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 

評価の視点１ 

成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

◆単位制度の趣旨に基づく単位認定 

◆既修得単位等の適切な認定 

◆成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置 

◆卒業・修了要件の明示 

◆成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの認定その他全学内部質保証推進 

組織等の関わり 

評価の視点２ 

学位授与を適切に行うための措置 

◆学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表 

◆学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置 

◆学位授与に係る責任体制及び手続の明示 

◆適切な学位授与 

◆学位授与に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組織等の関わり 

 

【成績評価、単位認定の適切性】 

 本学における成績評価は、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた当該

科目の位置付けにふさわしい到達目標に照らして、学生の学習到達度を客観的に評価して

行うこととする。すでにシラバスの箇所で述べた（前出 p.41）ように、各授業の到達目標

及び成績評価方法・基準等は、全学方針に基づいて策定または点検した上で確定する。ま

た、シラバスにて学生に公表した成績評価方法・基準を年度中途で変更することは不可と

しており、やむを得ない事情により変更せざるを得ない場合は、所属組織の執行部への事

由説明及び承認を必要とする。成績のグレードに関しては、素点との対応関係を学則に明

記する。具体的には 100 点法で、S は 90 点以上、A は 80～89 点、B は 70～79 点、C は

60～69 点、F は 59 点以下に対応するものとし、これらのうち F は不合格として単位を付

与しない。一度確定させた成績を変更せざるを得ない場合は、文書による事由説明を添え

て事務局に届け出る必要がある。GPA については、S を 4.0、A を 3.0、B を 2.0、C を

1.0、F（不合格）を 0 として、全学統一の計算式により算出する。この GPA の算出方法
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は、学生便覧及び大学ホームページにて周知している（資料 4-23）。学生一人ひとりの GPA

は、全学共通の学修到達指標として、成績優秀者を顕彰する水田奨学生制度・水田国際奨

学生制度の主要な選考基準として活用するほか、本学の交換留学制度及び JEAP（Josai 

Education Abroad Program）留学制度による派遣学生の選考等にも用いる。 

 海外留学やサマープログラム等で履修した授業については、1 単位当たりの基準授業時

間数を設定し、それに基づく単位数の認定を行う。認定する科目区分については、当該科

目のシラバスに基づいて精査し、学部教務委員会による慎重な認定案の作成を経て、教授

会において単位振替を承認する。 

 

【学位授与の適切性】 

○学部 

 本学は、学則に定める卒業要件の充足をもって所属学部の教育目標を達成したとみなし、

所定の学士学位を授与することを各学部の学位授与方針に明記する。教授会は、対象とな

る学生について、既定の卒業要件に基づき厳正に卒業合否の判定を行う。この卒業要件は、

学生便覧、『履修の手引き』及び大学ホームページにて学生に周知し、また毎年のオリエン

テーション時に繰り返し説明を行う。教育課程の編成・実施方針の項目で述べた（前出 p.15）

ように、個々の科目及び科目群の位置付けを明示したカリキュラム・マップに基づき、卒

業要件の充足、具体的には科目区分ごとの所定の単位取得により教育目標を達成したとみ

なす根拠とする。また、図表やカリキュラム・ツリー等を用いて科目区分や学年進行との

対応を明確にするなどして、学生便覧にカリキュラムの全体像をわかりやすく掲示するこ

とに努めている。学士課程での学びの最終到達点を明確にするために、卒業時の質保証を

担保する方策（卒業論文、卒業研究、卒業制作等を含む）の必修化、もしくはこれに代わ

る検証可能な仕組みの構築を各学部に求めている。 

 

○大学院 

 本学は、大学院学則に定める所定単位数の取得及び学位論文の提出と審査の合格をもっ

て、当該研究科の教育目標を達成したとみなし、それぞれの課程に応じて修士または博士

の学位を授与することを各研究科の学位授与方針に明記する。学位論文等の作成にあたっ

ては、学位論文の作成等に係る指導（研究指導）計画を策定し、体系的に教育課程を編成

することが大学院設置基準で求められており、本学では入学時に提出する研究計画書に基

づいて指導教員を選出・決定し、既定の年間スケジュールに沿った形で大学院生一人ひと

りの研究指導を行う。 

 博士の学位請求論文の審査基準は、学位授与方針の中で基準またはその概要を明示する

とともに、学生便覧及び大学ホームページにて周知している（資料 1-5【ウェブ】、4-24【ウ

ェブ】）。学位請求論文の提出は、博士論文提出資格審査に合格することを前提条件として

おり、この資格審査は第一の資格試験（Qualifying Examination）、第二の論文作成計画

審査（Prospectus 審査）という 2 段階からなる。また、予備審査の実施、及び公表論文の

件数等を含む提出要件を定めることにより、提出される学位請求論文の水準を担保するこ

ととしている。修士論文の場合は、論文作成計画発表会での発表及び修士論文概要発表会

での審査を経て、指導教員の論文提出許可を得た上で修士論文の審査を願い出ることがで
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きる。 

 学位請求論文の審査は、学位規程に基づき、学長から各研究科委員会に論文審査等を付

託する。論文の審査を付託された研究科委員会は、当該研究科所属教員からなる審査委員

会を設け、論文審査、試験及び学力の確認を行う。主査と副査からなる複数の審査委員に

よる口述試験を実施し、審査報告書の作成・提出をもって研究科委員会において審議し合

否を判定する、という手順により厳正な審査を実施している。  

 学位審査に合格した博士論文は、学位規程（文部科学省令）に基づき、2013（平成 25）

年 4 月以降、公表を差し控える特別な事情が認められる場合を除いて、全文を城西国際大

学学術情報リポジトリにて公表し、研究成果の社会への還元に努めている（資料 4-25【ウ

ェブ】）。また、全文公表を行わない場合は、その理由の妥当性について、学位申請者から

提出された申請書及び根拠となる文書を当該研究科委員会で審議し、大学院委員会にて最

終的な確認、決定を行う。 

 研究方法の適切性に関しては、一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）の研究倫理教

育プログラムの受講を推奨するとともに、各研究科における講義、研究指導等を通じた研

究倫理教育を行い、研究倫理の涵養と研究不正防止に努めている（後出 p.102）。 

 

 以上のことから、本学では、成績評価、単位認定及び学位授与（学位請求論文の審査を

含む）を適切に行っていると評価できる。 

 

点検・評価項目⑥：学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価して 

いるか。 

評価の視点１ 

各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するためのアセスメント・ポリシー

や指標の適切な設定（特に専門的な職業との関連性が強いものにあっては、当該職業を

担うのに必要な能力の修得状況を適切に把握できるもの。） 

評価の視点２ 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

≪学習成果の測定方法例≫ 

 ◆アセスメント・テスト        ◆ルーブリックを活用した測定 

◆学習成果の測定を目的とした学生調査 ◆卒業生、就職先への意見聴取 

評価の視点３ 

学習成果の把握及び評価の取り組みに対する全学内部質保証推進組織等の関わり 

 

【課程ごとの学習成果の適切な把握・評価】 

○学部 

 本学は、学位授与方針に明示した学生の学習成果を可視化し、教学情報の分析・検証を

踏まえた教育方法の改善を図ることを目的として、アセスメント・ポリシーの周知徹底を

図る（資料 4-1【ウェブ】）。学習成果を機関レベル（大学全体）、課程レベル（学部、学科、

コース）、科目レベル（各授業）の階層ごとに検証し、多面的に評価するために、まず教育
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に係る情報の把握を徹底して行う。そして、定期的な点検・評価、改善を通じて自律的な

質保証に努めるとともに、教育目標に照らして学生が何をどこまで身に付けたか、利用可

能なデータや根拠資料に基づいて多角的に捉え、その結果をカリキュラムの部分的な見直

しや中・長期的改革へと繋げていく。 

 また、学生自身の認識の把握を目的として、学年の進行に合わせて「新入生意識調査」、

「在学生意識調査」、「卒業時意識調査」等を順次実施する。これらの調査は全ての学生を

対象としており、学生は、教育目標の達成度、学習成果に係る自己認識、学修への取り組

み方（授業外学習時間）、学生生活の満足度、正課・正課外活動への意欲、進路・将来への

見通しなどに係る設問に回答することで自己評価を行う。これらの調査結果の集計・分析

等は、IR 推進室が主体的に取り組み、その結果を各学部・研究科に提供する。併せて、全

学の学生支援委員会においても検証を重ね、次年度の改善計画に反映させることにより、

全体として PDCA サイクルを機能化させている。 

 

○大学院 

 研究科の学習成果においても、既定のアセスメント・ポリシーに基づき、教学情報の測

定と検証を行う。課程教育に占める学位論文作成の比重が大きいという現実を踏まえ、論

文の審査基準と教育目標の関係を明確に示し、それぞれの達成状況を評価する。論文作成

以外については、日常の研究指導の状況、個々の授業科目の成績、研究発表会での発表、

研究指導計画の内容、アンケート調査などを活用して、教育目標の達成状況に係る評価を

行う。なお、修了生を対象とするアンケート調査等の結果、修了生の 70～90％が教育目標

を「かなり」あるいは「ある程度」達成できたと回答した一方で、グローバルな変化への

関心、SDGs や Society5.0 等への取組に対する達成度の自己評価が相対的に低いことが判

明したことから、その対策について各研究科の FD 等で検討することとしている。 
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＜階層別評価項目＞  
入学前（入学直後) 

アドミッション・ポリシー 

在学中 

カリキュラム・ポリシー 

卒業時（卒業後） 

ディプロマ・ポリシー 

機

関

レ

ベ

ル 

・入学試験 

・新入生意識調査 

・プレイスメントテスト 

・外部語学検定試験 

・GPA（全学） 

・成績評価（全学） 

・履修状況（全学） 

・外部語学検定試験 

・在学生意識調査 

・DP ルーブリック 

・海外プログラム 

・課外活動 

・退学率/休学率/進級率 

・学位授与 

・外部語学検定試験 

・卒業後の進路 

・卒業時意識調査 

・資格取得/国家試験合格実績 

・養成課程 

・DP ルーブリック 

・卒業生（OB・OG）調査 

課

程

レ

ベ

ル 

・入学試験 

・新入生意識調査 

・プレイスメントテスト 

・外部語学検定試験 

・GPA（課程別） 

・成績評価（課程別） 

・履修状況（課程別） 

・外部語学検定試験 

・在学生意識調査 

・DP ルーブリック 

・海外プログラム 

・学生授業評価 

・課外活動 

・退学率/休学率/進級率 

・学位授与 

・実習/演習/卒業論文（研究） 

・外部語学検定試験 

・卒業後の進路 

・卒業時意識調査 

・資格取得/国家試験合格実績 

・養成課程 

・DP ルーブリック 

・卒業生（OB・OG）調査 

科

目

レ

ベ

ル 

・プレイスメントテスト ・成績評価 (科目別) 

・履修状況 (科目別) 

・学修ポートフォリオ 

・学生授業評価 

・外部語学検定試験 

 

学

生

個

人

レ

ベ

ル 

・プレイスメントテスト 

・外部語学検定試験 

・GPA（個別） 

・外部語学検定試験 

・DP ルーブリック 

・海外プログラム 

・課外活動 

・実習/演習/卒業論文（研究） 

・資格取得/国家試験合格実績 

・養成課程（成績等） 

・外部語学検定試験 

・DP ルーブリック 

「アセスメント・ポリシー」（資料 4-1【ウェブ】より） 

 

【学習成果の把握・評価を踏まえた取組】 

 学習成果の検証目的は、直接的には、学生の学びと成長を教育目標に照らして評価する

ことである。併せて、この検証を通じて確認できた成果や課題は、カリキュラムの部分的

な見直しや中・長期的な改革材料として活用できる。学生が到達すべき能力・状態を規定

する教育目標の達成状況や課題点を明らかにすることで、より一層学習者の視点に立った

改革の実現が可能となる。 

 



第 4 章 教育課程・学習成果 

50 

 

 学習成果の把握と検証は、在学生を対象とするカリキュラムの中間評価という側面を有

し、これを踏まえた次年度改善計画は、短期の視点と中・長期の視点を整合的に繋ぎ合わ

せる側面をより色濃く持つこととなる。すなわち、中・長期の視点から教育目標の達成度

を評価し、短期の視点から、教育目標を踏まえて設定した到達目標に対する、当該年度に

おける個別的な取組の達成度を評価する。なお、成果の一部を強みとみなし得る場合は、

学内外に広く共有することに努め、更なる高質化を志向する。 

 このような二重の意味合いを持つ検証の定着に向けて、学習成果に係る検証の結果を参

照しつつ、取組ごとの適切な目標設定、また検証方法等について、教務部及び IR 推進室

にて検討を重ねる。 

 

 以上のことから、本学では、学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び

評価していると評価できる。 

 

点検・評価項目⑦：教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を 

行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組み 

を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

◆学修成果の測定結果の適切な活用 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく点検・評価及び改善・向上】 

 本学は、それぞれの教育課程に係る 3 ポリシーやカリキュラムの点検・評価を実施し、

持続的な改善に繋げるために、(1) 教務部が定めた全学指針に基づく部局等の次年度改善

計画の策定、全学点検評価委員会による当該策定案の確認・共有を基本とする年度ごとの

PDCA サイクル、(2) 3 ポリシーやカリキュラムそのものの点検・評価を行う中期レベルの

PDCA サイクル、(3) 教育を享受する主体である学生の代表との定期的な協議から得た意

見・提案等を改善に活かす仕組み、という 3 種の枠組みを中心に据えることで、全学的な

見地から到達状況の評価や課題の抽出を行う。これらの取組を効率的かつ徹底的に推し進

めるために、2022（令和 4）年 9 月に、これまでの執行部会議を改め教学マネジメント会

議を設置することとした。 

 毎年度の点検・評価については、教育目標の達成度、授業科目の到達目標を踏まえた成

績評価方法・基準の設定、資格課程の教育目標の達成度、毎年度の開講方針の実行状況に

ついて、各学部・研究科にて各々の指標を定めて検証することとし、その検証結果の取り

まとめを IR 推進室が行う。アセスメント・ポリシーに定めた学習成果の本格的検証に際

し、「評価項目別評価指標」にて検証の方法及び指標算出基準を明示する。このような形で

統一的指標に基づく教学データベースを構築し、全学的な傾向や経年比較による推移を検

証する。 
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 全学の自己点検・評価活動にあたっては､学長室が教学改革に係る全学指針やアセスメ

ント・ポリシー等の評価項目を組み入れた点検・評価シートの統一様式を作成し、学部・

研究科等に対して到達目標に照らした評価（成果と課題の確認）の実施、評価を踏まえた

次年度改善計画の作成、適切な根拠資料の提出を依頼する形で全体を統括する。具体的な

取組項目として、(1) 人材育成目的、教育目標、3 ポリシーに基づく教育課程・資格課程の

達成度及び目的・目標・ポリシーに係る適切性の検証、(2) カリキュラム・マップ、カリキ

ュラム・ツリーに沿った教育実践、FD 等の実施状況、卒業時の質保証を含む学習成果、

学習支援等の取組の達成度と適切性の検証、(3) 以上 2 項目を踏まえた改善課題の明確化

及び次年度改善計画の作成等を掲げる。 

学長を委員長とする全学点検評価委員会において、全学的かつ客観的な立場から、(1) 評

価結果の検証と達成状況の確認、(2) 当該年度改善計画の適切性に係る検証、(3) 改善プロ

セスを踏まえた全学的課題と部局独自課題への対応などを徹底させるとともに、各部局等

に対して、委員会所見として成果・好事例、あるいは是正勧告や改善課題を書面にてフィ

ードバックする。加えて、自己点検・評価の担当副学長と学部長・研究科長、部局長等と

の懇談の場を設定し、それぞれのフィードバック内容等の確認や、具体的な改善計画の執

行手順について協議するなど、主体的な改善活動を推進している。 

 中期的な点検・評価という点では、本学はこれまで、学部・研究科のカリキュラム改正

や学費改定等に合わせて中期的な視点から全学的な点検・評価を行い、改善・向上へと繋

げてきた。カリキュラム改正に際しては、学部・研究科内での現行カリキュラムの到達点

と課題の抽出、それを踏まえた教育目標や 3 ポリシーの見直し、それに基づく新カリキュ

ラム案や教学上の諸施策等の策定という流れを一連のものとし、策定した諸案について教

務担当部長と各執行部との懇談を行い、全学教務委員会での審議を経て、最終的に大学運

営会議にて実施の可否を決定する。このような一連の改善取組に係る適切性の検証を経て、

更なる教学改革の推進、及び全学的な内部質保証の一元的管理を目的として、2022 年 9 月

に、従来の執行部会議を教学マネジメント会議へと改変することとした（後出 p.67）。 

 こうした教学上の取組と並行して、各種奨学生として選定された学生、JIU 学会で研究

活動に励む学生らを対象に、学長・副学長との懇談会を開催している。この場では、教学

上の課題や学生支援施策等に係るヒアリングなども行い、学生の建設的な意見を全学的な

観点からフォローアップし、大学運営に適切に反映させることが重要であると認識してい

る。また、全ての授業科目を対象に実施する学生の授業評価に関しても、教育方法の適切

性を確認する指標として重視しており、評価結果を改善・向上へと繋げている。 

 上記の全学方針に基づく自己点検・評価とは別に、2018（平成 30）年度に薬学部が一般

社団法人薬学教育評価機構による「薬学教育第三者評価」を受審し、当該学部で実施する

教育プログラムが薬学教育評価に「適合」すると認定され、その際の指摘事項を爾後の改

善に活用している（資料 2-14【ウェブ】）。 

 本学は、このような準備・検討・承認のプロセスを経て、5 カ年度（2016～20 年度）の

うちに福祉総合学部理学療法学科（2016 年 4 月）の新設をはじめ、8 学部（2019 年に募

集停止した環境社会学部を含む）で延べ 40 回、6 研究科で延べ 15 回のカリキュラム改革

を実施した。2021 年度には、「教学改革に係る全学指針」の下、全学部共通基盤教育の拡

充とクォーター制移行のための措置を講じた。 
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 以上のことから、本学では、教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点

検・評価を行うとともに、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っていると

評価できる。 

 

（２）長所・特色 

 本学は、2016 年度以降、人材育成目的・教育目標・3 ポリシーの設定から検証・改善サ

イクルの確立へと、段階的かつ継続的な取組を進めてきた。この過程における取組の基本

的な特徴として、以下の諸点を挙げることができる。 

 第一は、学部・研究科における教育上の特性・特色を踏まえた多様な展開を尊重しつつ、

その多様さを表現し意味付けるための共通の枠組みを着実に構築してきたことである。教

学面での全学的な施策決定や調整を主導する全学教務委員会が提示する全学方針に沿っ

て、人材育成目的、教育目標、3 ポリシー等、各教育課程の基本的なあり方に係る個別方

針の策定と改定に加えて、カリキュラム・マップ、カリキュラム・ツリー、科目ナンバリ

ング、科目概要（科目設置コンセプト）等の整備により、教育目標と個々の科目（群）と

の関係性、カリキュラム全体の中での科目（群）の位置付けや相互の繋がり、そして個々

の科目の到達目標について、原則として最新のものを明示することとした。この原則に従

って、カリキュラムにおける科目（群）の位置付け及び到達目標を踏まえ、個々の授業を

効果的に運用するための枠組みを整えつつある。カリキュラム・マップ、カリキュラム・

ツリーに関しては、2022（令和 4）年度のクォーター制への全面移行に合わせた検証を行

い、大学ホームページにて公表している。併せて、これらの作成・更新が自己目的化・形

式化してしまうことがないよう、引き続きカリキュラムの設計、運営、見直し等の一連の

流れを踏まえた活用の促進に努める。 

 第二は、カリキュラムの体系化と並行してグローバル教育の充実にも注力し、独立行政

法人日本学生支援機構の海外留学支援制度による奨学金獲得や海外教育機関との新たな

協定締結など、教育内容の拡充に継続して取り組んできたことである。具体的な事例とし

て、語学教育における到達目標及び検証方法の設定、複数国への留学や国外でのインター

ンシップ・実習の実施、英語による授業のみで学位取得ができるプログラムの設置及び新

設構想の検討、海外協定校との共同教育プログラム（Double Degree Program）による編

入留学生の受け入れ等がある。これらを通じて、COVID-19 の感染拡大以前には、留学派

遣数・受入数及び協定件数を持続的に増加させてきた。 

 第三は、学部・研究科での学びを社会的自立に結び付けるキャリア形成教育について、

それぞれの人材育成目標・教育目標に基づき、学部等が正課の一環として独自科目を設置

し、講義形式あるいはインターンシップという形で実践してきたことである。全学で定め

るキャリア教育ポリシーの下、正課外の補助教育と体系的に関連付けることで、より高い

教育効果を生み出している。 

 第四は、学位の授与について、学部では、単位取得により教育目標を達成したとみなせ

る根拠をカリキュラム・マップに明示するとともに、卒業時の質保証の観点から学びの集

大成としての卒業論文（卒業研究、卒業制作等を含む）の比重を高めている。卒業論文に

関しては、各学部において学部共通の審査基準の見直しを進めており、今後、学部での学

びの集大成としてふさわしい評価手法を整えていく予定である。大学院では、修士論文（一
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部では課題論文）と博士論文の双方について論文審査基準を作成・公表し、それらの基準

に基づき厳格に審査する体制を整えてきた。また、適切な方法に基づいて論文を作成する

ように、大学院生に対しても研究倫理に係るオンライン教材の受講を推奨している。修士

論文と博士論文については、現行の審査基準を、評価の観点と到達度（グレード）を組み

合わせたルーブリック型の基準へと発展させていくことが今後の課題である。 

 第五は、全ての学部・研究科が毎年度、全学共通の点検・評価シートを用いて教学的な

総括と次年度改善計画の作成に取り組み、前年度に立てた計画及び到達目標に照らして 1

年間の教育実践の結果を総括し、前進点や新たな改善課題等を明らかにする仕組みを持続

的に整えてきたことである。併せて、学長を委員長とする全学点検評価委員会による検証、

及び迅速なフィードバックを通じて、PDCA サイクルを恒常的に機能させている。中・長

期的な視点からの点検・評価という点では、毎年積み上げてきた教学面の総括や次年度改

善計画を通じて明らかにし得た課題の解決や社会状況の変化への対応として、全学的ある

いは学部・研究科単位でのカリキュラム改正を実施する。これらの取組は、いずれも教授

会あるいは研究科委員会の発意で始まり、全学教務委員会での審議、大学運営会議の承認

を経て最終案の決定に至るまで、既定の手順に則った前向きな議論の賜物として完遂する。 

 

（３）問題点 

 第一は、授業の予習・復習や授業内容に係る発展的な学びに本来必要とされる時間（単

位制度が前提とする 1 単位あたりの学習時間）に対して、学生の平均的な授業外学習時間

が十分な水準に達しているとは言えないことである。これまでの学習活性化に係る取組を

通じて若干の改善傾向を看て取れるものの、最新の実態調査の結果を踏まえて、「主体的に

学ぶ素養」に立脚した学びの実質化にはなお課題があると認識している。クォーター制の

全学導入（2022（令和 4）年 4 月）にあたり、単位の実質化と学習成果の可視化を徹底さ

せていくための工夫として、1 クォーターあるいは年間の履修登録単位数の上限を GPA ス

コアと連動させることとし、現況をしっかりと見定めた上で適正な数値設定を目指す。学

生の授業外学習時間の上積みとその質的な充実は、一朝一夕に実現できるものではなく、

カリキュラムや個々の授業の充実はもとより、授業内外での学習支援全体に係る持続的な

努力を必要とする課題である。これまでの取組を継続することに加えて、学びの土台を形

成する初年次教育において授業外学習の習慣付けを徹底させること、4 年間（あるいは 6

年間）を通じた学びの道筋及び中途段階における到達水準を明示すること、学びの系統性

を高質化させるために科目を精選（開講科目数の抑制）し適切に配置すること、個々の授

業において授業外学習の比重を高めること、そして、これらを実現するための授業規範を

定め、その遵守を撤退させていくことなどが重要であると認識しており、今後はクォータ

ー制度導入の効果を検証しつつ、全学的かつ持続的に取り組むこととする。 

 第二は、カリキュラムの体系化とは裏腹に、学科・専攻・コース等の履修上の区分が増

加し、新旧カリキュラムの移行措置ともあいまってカリキュラム全体が複雑化し、開講科

目数がむしろ増加する傾向が生じたことである。このような状況が続くと、科目担当にお

ける専任率の改善に支障が生じるだけではなく、教室割り当てという施設面での負荷を高

めることにもなりかねない。主に学部におけるカリキュラム改正にあたっては、教育目標

に照らして、また学びの実質化という観点から、開設科目の精選に取り組み一定の進展を
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みている。学生の学びの選択幅を保持することとのバランスを図りつつ、科目数の適切性

を点検・検証する仕組みの整備を通じて、引き続き無用の複雑化や科目数の増加の抑制に

努めなければならないと認識している。 

 今後、発展的に取り組むべき課題の第一は、 カリキュラムの更なる体系化、とりわけ

個々の科目と教育目標との関連付けを踏まえて、科目レベルの意識共有を FD 等でより積

極的に進めていくことである。すでに学部・研究科・センターによって多様な取組が行わ

れ、自己点検・評価に合わせて報告がなされている。しかしながら、カリキュラムレベル

の改善と科目レベルの改善を、どのようにして統合的かつ融合的に進めていくかという点

について、全学方針を明確に掲げるには至っていない。この点、これまでの執行部会議に

代わって機能強化した教学マネジメント会議において集中的な審議を重ね、2023 年度中

には周知・公表する予定である。個々の授業科目の内容や方法を自己完結的なものとはせ

ず、カリキュラム全体の中での位置付けや到達目標に照らして持続的に改善する仕組みに

ついて、学習支援ツールや学生による授業評価の活用方法と併せて更に検討を重ねていく。 

第三は、アセスメント・ポリシーに示した学習成果の検証について、各学部・研究科の

取組状況を共有しつつ、検証方法と活用方法という両面からの充実を図ることである。教

育目標の達成を真正面に据えた成果検証の取組は緒についたばかりであり、評価指標をど

のように用いるか、それらが示す成果をどのように解釈し意味付けるか、多角的な検証の

結果を教育の向上にどのように役立てていくかといった点について、検討・研究すべきこ

とは少なくない。これらと関連して、卒業論文（卒業研究、卒業制作等を含む）や修士論

文・博士論文が、卒業時あるいは修了時の学習成果の中核的な指標たり得るよう、それら

の審査基準を整備・改訂し、指導及び審査において組織的に活用するための取組を強化す

ることが求められる。現時点では、各々の論文の位置付けや、審査基準の整備状況には相

違が見られることから、今後はいずれの学部・研究科においても、教育目標と明確に関連

付けたルーブリック型の審査基準の策定・運用に向けて、段階的な取組を進めていく。 

 

（４）全体のまとめ 

 本学は、学部・研究科ごとに学問分野の特性を活かした「教育研究上の目的」を学則及

び大学院学則に定め、それに基づき学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を策定・

公表し、併せて継続的な点検と改訂に取り組む。近年においては、カリキュラム・マップ、

カリキュラム・ツリー、科目ナンバリング、科目設置コンセプトの整備を通じて、教育目

標とカリキュラムの関連性及び体系性に留意しつつ、人材育成の 3本柱とする「国際教育」、

「地域基盤型教育」、「キャリア形成教育」という切り口を重ね合わせることで、厚みと広

がりのあるカリキュラムの構築に努めている。 

 学生の学びの活性化という面では、大学での学びの起点となる初年次教育の推進、単位

数やシラバスに係る制度・枠組みの整備、学習支援ツールを活用した組織的な支援や多様

な取組を展開し、特色ある授業を基軸として学生同士が主体的に学び合い、教え合える環

境の整備に注力している。また、カリキュラムとシラバスに沿って適切に授業を行うため

の FD 活動を推進し、大学院においては研究指導力の強化に取り組む。 

 本学における学位授与は、形式的には学位規程に基づいて、内容的には教育目標や卒業

論文、学位論文等の審査基準に照らして、厳正に審査し判定する。学部卒業時の質保証と
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いう面では、これまで卒業論文（卒業研究、卒業制作等を含む）を必修化していなかった

学部においては、カリキュラム・マップの中でその位置付けを明確にし、履修モデルを用

いてその重要性を説明するなどして、これらの履修登録率・提出率・合格率の向上に努め

る。大学院における学位論文の審査基準及び遵守すべき研究倫理等については、オリエン

テーションを通じて大学院生に対し周知徹底している。 

 学修成果に関して、各学部は教育目標の諸項目について、アセスメント・ポリシーに定

める教学情報に係る客観データと、学生の自己認識を示す主観データに基づく達成度を総

合的に評価するとともに、相対的に達成度が低調な項目に関しては、問題の所在を明らか

にした上で課題を抽出する。各研究科においても、学位論文の評価を中心に据えつつ、教

育目標の全体的な達成度を検証する取組を始めている。学習成果の検証結果は、全学 FD

等で共有を図りつつ、カリキュラム見直しの際の検討材料として活用する。 

 COVID-19 への対応・対策として、緊急事態宣言の発令に伴う基本的対処方針を定め、

オンライン授業の実施体制及び教員・学生用のマニュアルを整備し、継続的に見直してい

る。2022（令和 4）年 4 月には、ハイフレックス型授業に対応した教室設備環境を整え、

学生自身の健康状況や入国制限等の社会状況に対応した。国際教育においても、海外協定

校との連携により、留学期間中に履修する科目のオンライン受講を実現し、語学力及び専

門的知識の向上へと繋げるオンラインプログラムの整備を進めている。当初は限定的であ

ったオンライン活用による教育活動は、新たな可能性や展開を創出する契機となった。日

常的な授業レベルでの国内外大学間連携（単位互換を含む）が少しずつ実績を積み上げ始

めた今日、新たな切り口による学修成果の可視化を推進していく。 

 カリキュラムの定期的な点検・評価という面では、学部・研究科は、毎年度末に作成す

る点検・評価シート及び次年度改善計画に基づき、年度単位の点検・評価を行う。さらに、

経年での点検・評価を通して認識した現行カリキュラムの成果や問題点、外部評価におけ

る指摘事項、そして社会状況の変化等を踏まえ、4－8 年程度のサイクルで学部・研究科に

おける検討・議論、そして教務部・全学教務委員会における全学的な議論・調整等を経て、

大学運営会議の承認の下でカリキュラム改正案を決定、学則等の変更を経て運用を開始す

る。本学は、恒常的な PDCA サイクルの機能化を重要課題として認識しており、自己点

検・評価の結果を課題解決のための制度変更へと繋げていくことを更に徹底させていく。 

 以上のように、本学は、いくつかの課題を認識、なお改善を重ねている途次にはあるも

のの、全体として教育課程の編成・実施及び学習成果の把握・評価に適切に取り組んでい

ると判断できる。   

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第５章 学生の受け入れ 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

評価の視点１ 

学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な

設定及び公表 

評価の視点２ 

下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 

◆入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 

◆入学希望者に求める水準等の判定方法 

 

【学生の受け入れ方針の設定・公表】 

本学では、建学の精神及び教育理念に基づき、城西国際大学が求める人物像を学士・修

士・博士ごとに明示している（資料 1-7【ウェブ】）。これら全学的な方針を踏まえて、各

学部・研究科における学位課程ごとに、学生の受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）

を定める。受験生やその保護者、高等学校関係者等がこれらを確認、理解しやすいよう、

学生募集要項、大学ホームページ及び学生募集に係る広報物等に明示し、広く公表してい

る（資料 1-4【ウェブ】、5-1【ウェブ】、5-2【ウェブ】）。 

 

【募集要項等における求める学生像の明示】 

各学部は、求める学生像として入学前の学習歴や学力水準、能力等を学生の受け入れ方

針に定め、募集要項の中で出願資格、選考方法とともに明示し、公表している。入学希望

者に求める水準等の判定方法については、全学入試委員会において毎年度検証を行い、課

題等がある場合は、入試種別ごとの実施要領やマニュアルを見直すなど、次年度の学生募

集及び入学者選抜に反映させる。各研究科においても、同様に学生の受け入れ方針に基づ

き入学試験方式を検討し、各入学試験方式の出願要件や求める能力等を定め、学生募集要

項や大学ホームページ等にて明示し、公表している。 

以下に例示する観光学部は、「社会が求める実践力と新たな価値を創造し実行するデザ

イン力を備え、これからの観光ビジネスや地域社会に貢献できる人材を育成する」という

教育研究上の目的の下、同学部が求める人材像及び入学前の学習等について、学生募集要

項において次のように明示する。 

 

観光学部が求める人物像（アドミッション・ポリシー）  

観光学部では、本学部の教育方針に共感し、以下のいずれかに当てはまる人を求めます。 

 

① 社会が求める教養と観光分野の専門的知識・技能の修得に努めたい人。 

② 言語力と自己表現力を身につけ、国際社会・地域社会・産業界等で貢献したい人。 

③ 社会とりわけ観光分野の問題を認識し、解決したい人。 



第５章 学生の受け入れ 

57 

 

④ 新しい観光の価値を創り出したい人。 

⑤ 社会との連携・協働を通じて多様な価値観を認識し、他者と積極的に関わることで 

自己実現したい人。 

 

観光学部が求める高校での学習 

入学後の専門的知識の修得に必要な「基礎学力」を身につけるとともに、様々な活動

を通じ「観光を取り巻く社会の構造や国際社会の動向」についての理解を深めるよう努

めてください。また、人との対話を積極的に行い、学校生活を通じてコミュニケーショ

ン力や個性豊かな人間性を身につけておくことも大切です。 

高等学校の課程では、論理的な読解力、思考力、コミュニケーション力を培う数学、国

語や英語、そして特定の分野や問題に関心をもつための社会（地歴や公民）の教科を学

習しておいてください。語学関連の資格を取得することも望ましいでしょう。また、受

験前にオープンキャンパスや各種ガイダンス・相談会等で、本学部に関する理解を深め

てください。 

「学生募集要項」（資料 5-1【ウェブ】より） 

  

続けて、大学院国際アドミニストレーション研究科は、「国際的視点も踏まえた企業・経

営や行政・政策に関する系統的でかつ総合的な知識や理論体系を習得するとともに、さら

に高度な専門的知識と実務能力を併せ持つ国際的人材を育成する」という教育研究上の目

的の下、同研究科が求める人材像について、学生募集要項において以下のように明示する。

また、同研究科は本学の特色であるグローバル教育をさらに促進するために、英語で修士

号を取得できるコースを設置しており（前出 p.37）、英語表記の学生募集要項も用いて周

知を行う（資料 5-3【ウェブ】）。 

 

国際アドミニストレーション研究科が求める人物像（アドミッション・ポリシー） 

 

① 学際的な研究を行うことに強い意欲を持ち、専門的な知識や実践的な能力を高めよう 

とする人。 

② 現代のグローバル社会が抱える諸問題に強い関心を持ち、問題解決に努め、貢献しよ 

うとしている人。 

③ 創造性に優れ、グローバルリーダーとしての役割を果たしていくことに、強い意欲を 

持っている人。 

「学生募集要項」（資料 5-2【ウェブ】より） 

 

 以上のことから、本学は、各学部・研究科における学位課程ごとに学生の受け入れ方針

を定めるとともに、求める学生像、入学希望者に求める水準等の判定方法、入学に際し必

要とされる基礎学力等についてもわかりやすく明示することにより、入学希望者が本学の

学生の受け入れ方針を理解しやすいように配慮している。 
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点検・評価項目②：学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や 

運営体制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 

評価の視点１ 

学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 

評価の視点２ 

授業料その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

評価の視点３ 

責任の所在が明確な入学者選抜実施体制の適切な整備 

評価の視点４ 

公正な入学者選抜の実施 

◆オンラインによる入学者選抜を行う場合における公正な実施 

評価の視点５ 

入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 

◆オンラインによって入学者選抜を行う場合における公平な受験機会の確保（受験 

者の通信状況の顧慮等） 

 

【学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の設定】 

 中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）では「学生参集力」の強化を掲げ、下記のよ

うに国内募集、海外募集の双方に力を入れている。 

○国内募集の展開 

本学は、学生の受け入れ方針を具現化するため、各学部の教育方針にふさわしい人物を、

学力の 3 要素（「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度」）等を踏まえて、多面的な指標により評価・選抜することを入学者選

抜の基本方針として学生募集要項に明示し、公表している（資料 5-1【ウェブ】）。また、

入学者選抜の制度として、総合型選抜、学校推薦型選抜（指定校、公募制）、一般選抜、大

学入学共通テスト利用入学試験、特別選抜（社会人選抜、外国人留学生選抜、帰国生徒選

抜）、編入学試験を設ける。各研究科における入学者選抜の制度は、国内一般選抜、留学生

国内選抜、社会人選抜があり、これらの選考方法と併せて学生募集要項に明示し、公表し

ている（資料 5-2【ウェブ】）。 

本学は、学生募集活動及び入学者選抜の計画等に係る諸事項を審議するため、「城西国際

大学入学者選抜に係る規程」を定め、全学入試委員会を設置する（資料 5-4）。この全学入

試委員会においては、(1) 学生募集の活動方針に係る事項、(2) 学生募集の広報に係る事項、

(3) 入学者選抜の基本方針に係る事項、(4) 入学者選抜の成果等の検証に係る事項につい

て審議し、毎年度の見直しと改善を図りながら適切に運営している。2019（令和元）年度

より全面的に導入した Web 出願システムの円滑な運用及び継続的な改善を皮切りに、志

願者の多様な情報をオンラインで収集する仕組み、すなわち学生の入学前から卒業後まで

のポートフォリオ蓄積機能の設計とその活用について、先行事例を参考としながら検討を

進めている。事務組織である入試部による情報収集を主体としたデータベース化と、IR 推

進室による分析を重ね合わせることで、学生の受け入れ方針に即して、能力・意欲・適性



第５章 学生の受け入れ 

59 

 

等を多面的かつ総合的に評価する入学者選抜の仕組みの構築を目指す。 

 本学は、大学等における修学の支援に係る法律に基づき、2020（令和 2）年 9 月に文部

科学省より、高等教育の修学支援制度の対象校としての認定を受け、それを公表している

（資料 5-5【ウェブ】）。また、本学の奨学金制度、特待生制度を一覧形式にまとめ、大学

ホームページ及びパンフレットに掲示し、経済的にも学びを支える環境を整えている（資

料 5-6【ウェブ】、5-7【ウェブ】）。 

 

○海外募集の展開 

全学の「国際教育に係る方針」を定め、国際連携推進機構及び国際部、入試部と海外協

定校及び提携機関との協力関係の下、中国、韓国、台湾にも特別に試験会場を設け、国内

だけではなく国外在住の外国籍学生を対象とする外国人留学生特別入学試験を実施する

体制を整えている。中期計画には「国際力」の強化を掲げており、海外協定校との大学間

協定に基づく共同教育プログラム（Double Degree Program）を中心に、収容定員との適

合を図りつつ、引き続き積極的に留学生を受け入れていく。また、All-English Program を

提供する大学院国際アドミニストレーション研究科では、英語圏からの留学生受け入れに

も対応できる制度を充実させる。なお、COVID-19 の感染拡大による海外募集への長期に

及ぶ影響を踏まえ、国外在住の外国籍学生を対象とする外国人留学生特別入学試験は、所

定の基準に基づきオンラインを活用して実施している。 

 

国際教育に係る方針  

城西国際大学は、建学の精神及び教育理念のもと、グローバル化が進展する社会におい

て、国際的視野と思考を備え活躍できる人材の育成を目指し、本学が掲げる教育目標、 

中期目標、学部・研究科の教育研究上の目的等の実現に努めます。 

 

①多文化共生キャンパスにおいて、留学生をはじめ様々な背景を持つ学生たちが、対話や

協働を通じて異なる文化や価値観を理解、尊重し、国際社会で主体性や発信力を発揮で

きることを目指す。 

②クォーター制を活用するなどして学修機会の多様化を図り、海外協定校との連携による

交換留学や JEAP 留学、短期研修、共同プロジェクト、オンライン授業、オンライン交

流等により、外国語ならびに専門分野等の学びを強化、拡充する。 

③外国人留学生を積極的に受け入れ、日本理解を促す多彩な機会を提供するとともに、学

内での相互交流を促進して、国際大学にふさわしいグローバル環境を創り出す。 

④学生の派遣、受入れの双方において、オンラインを積極的に活用するなどして多角的な

学修、指導、情報提供等を展開し、持続的な学修成果の可視化と質保証を実現する。 

⑤地域社会と連携し、国際イベントや日本語教育プログラム等を共同して実施するなど、

地域社会の国際化に貢献する。 

⑥卒業した留学生の海外同窓生ネットワークの構築、国際交流に係る全学データベースの

整備等に取り組み、更に充実した国際教育環境を創り出す。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 
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 経済的な支援として、城西国際大学外国人留学生授業料減免制度を設けており、大学ホ

ームページでの公表と併せて募集要項に明記している（資料 5-8【ウェブ】）。また、本学

の創立 30 周年記念事業の一環として創設した卒業生ご子息等入学金免除制度を海外募集

にも適用し、海外協定校への情報提供、募集要項や同窓会報への掲載により周知する。 

 

【入学者選抜における責任体制の整備】 

本学は、「城西国際大学入学者選抜に係る規程」を定め、入学者選抜の実施に係る事項及

び合否の判定に係る事項等について審議することを目的として、全学入試実施委員会を設

置する。この入試実施委員会の下に試験実施本部を置き、入学者選抜の実施組織として、

各試験会場に試験場本部を設置して運営する。その委員長あるいは本部長はいずれも学長

が務め、入学者選抜を統括する。また、入試実施委員会の下に入試問題作成委員会を設置

し、(1) 問題及び回答用紙の作成に係る事項、(2) 問題及び回答用紙の点検に係る事項、(3) 

答案の採点に係る事項の業務を行い、入試担当部長がそれらを統括する。入学試験の採点

は、入試問題作成委員会を責任主体として実施する。合否判定に関しては、入学定員に照

らして合格者数が適切な人数となるよう、過年度実績を踏まえ各学部・研究科の執行部と

の協議により、公正かつ適正にこれを実施する（資料 5-9）。 

 

【公正・公平な入学者選抜の実施】 

本学は、全学入試委員会の下で入試実施要領を作成し、入学試験の実施手順を明確化し

ており、入学者選抜の公平性と適切性を確保している。また、公正な入学者選抜のための

取組として、一般選抜における入学者の最高得点と最低得点を公表するとともに、成績開

示請求による成績開示を行い、入学者選抜の透明性を確保している。 

また本学は、公平な入学試験実施のため、病気・負傷や障害等のある受験生への対応と

して、全ての入学試験に際して配慮の申し出を受け付けており、その旨を学生募集要項に

明示する。学部・研究科いずれにもおいても対象者から申請がなされた場合は、全学入試

委員会にて審議し、合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜を実施する。具体例としては、

脚が不自由な受験生に対する座席位置の配慮や車いすの持込許可、難聴の受験生に対する

座席位置の配慮や医療器具の試験室への持込許可等がある。また、入学後の学習に関して

配慮を希望する者に対しては、入試課が窓口となり、受験を希望する学部・研究科の事務

室や学生サービス課（あるいは学生支援委員会）との面会の機会を設定し、受け入れ体制

や条件等について事前に説明及び確認等を行う。 

 

以上のことから、本学は「城西国際大学入学者選抜に係る規程」に基づき、学長を委員

長とする全学入試委員会を設置し、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整

備するとともに、毎年度の見直しと改善を図りながら入学者選抜を公正に実施していると

判断する。 
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点検・評価項目③：適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を 

収容定員に基づき適正に管理しているか。 

評価の視点１ 

入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

【学士課程】 

◆入学定員に対する入学者数比率 

◆編入学定員に対する編入学生数比率 

◆収容定員に対する在籍学生数比率 

◆収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

【修士課程・博士課程】 

◆収容定員に対する在籍学生数比率 

 

【学部・大学院における入学定員及び収容定員等】 

入学定員及び収容定員については、学士課程（編入学を含む）は学則第 4 条、修士及び

博士課程は大学院学則第 4 条において定めている（資料 1-1【ウェブ】、1-2【ウェブ】）。 

学部の学生受け入れについては、過年度の入学試験結果及び入学者数を踏まえ、入学者

数・在籍学生数が入学定員・収容定員と大きく乖離することのないように、教授会及び入

試総合判定会議にて合否判定を適切に行う。毎年度の定員及び在籍学生数は、大学ホーム

ページにて公表する（資料 5-10【ウェブ】、5-11【ウェブ】）。 

学士課程における入学定員に対する入学者数比率は 0.89（2022（令和 4）年 10 月 1 日

時点）、入学定員充足率の 5 年平均は 0.93 である（大学基礎データ・表 2）。2022 年度の

編入学定員に対する編入学生数比率は 1.10 で、COVID-19 の感染拡大による渡航制限を

含む留学機会減少の影響を強く受けた 2020 年度の 0.61 からは回復傾向にある。これは、

オンラインにて複数回の留学説明会を開催するなど、海外協定校と連携した学生募集を展

開・継続することで留学生受け入れ維持に努めた成果と認識している。また、2022 年度の

収容定員に対する在籍学生数比率は 0.92 である。過年度の収容定員に対する在籍学生数

比率は、2021 年度 0.91、2020 年度 0.89、2019 年度 0.90、2018 年度 0.87 である。本学

は、各学部の収容定員比率を踏まえて収容定員の適切な管理に努めており、自律的な改善

の一環として、2019 年 4 月に環境社会学部を募集停止とした。中期計画では、入学定員

に対する入学者数比率の平均、及び収容定員に対する在籍学生数比率の平均を 1.00 とす

ることを掲げ、2022 年 9 月には、全学的かつ中・長期的な観点に立つ「教育研究組織検討

プロジェクトチーム」を発足させ、多角的な視点から福祉総合学科及び医療薬学科の学生

募集に係る調査研究を行い、可及的速やかな対応・対策を講じている（前出 p.26）。毎年

3 月に開催する全学入試委員会では、次年度の学生募集方策を学部ごとに発表、共有し、

特に定員充足状況が芳しくない学部に対しては、必要に応じて方策の見直しや強化を指示

する。以上、学部においては適切な定員を設定して、一定の学力・意欲・適応能力等のレ

ベルを維持しつつ、国際大学にふさわしい学生募集の実現に努めている。 

大学院の学生受け入れについては、研究科の特色や重点分野、人材育成目標及び各種方

針、社会情勢等を踏まえ、研究科として適切な人材育成の規模に係る検討を毎年の自己点
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検・評価の中で行い、恒常的な検証と改善に取り組む。収容定員の管理については、大学

基準協会が基準として示す収容定員比率を踏まえつつ、定員充足に向けて自律的に改善方

策を検討することで適切性を確保している。 

大学院全体の収容定員に対する在籍学生数比率（2022 年 10 月 1 日時点）は、修士課程

0.91、博士課程 1.10 である。大学院委員会において、適切な定員管理について審議及び検

証を行い、研究科ごとの定員充足率の目標値を設定するとともに、中期計画では修士課程

全体の入学定員充足率を 1.00 とすることを掲げている。2022 年度以降は、この目標値を

踏まえて入学試験方針を策定することとし、掲げる目標を形骸化させることなく、取組内

容の見直しや年次更新を促す仕組みを機能化させていく。 

 

以上のことから、本学は適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、収容定

員に基づき在籍学生数を適正に管理している。また、点検・評価の結果や大学院健康科学

研究科の認可時附帯事項として指摘を受けた現況に鑑み、「教育研究組織検討プロジェク

トチーム」を立ち上げ、全学的かつ中・長期的な観点から継続的な改善と向上に取り組む。 

 

点検・評価項目④：学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。 

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく学生の受け入れの適切性についての点検・評価の実施 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく学生の受け入れの適切性についての点検・評価】 

入学試験については、入試部入試課が全学の事務局としての役割を果たし、全学入試委

員会の下で入試実施要領の作成から入学試験の実施手順に係る点検・評価を行い、次年度

以降の入学試験の企画・実施に反映させる。その際、学生の受け入れ方針に基づき公正か

つ適切な入学試験を実施できたかについて検証し、課題等がある場合は、試験種別ごとの

マニュアルの見直し等の対応を徹底させている。全入学者数が確定した後に、入学試験結

果を大学運営会議及び教学マネジメント会議、大学院委員会にて報告し、全学的に情報を

共有する。 

また、本学が毎年度実施する自己点検・評価活動においても、学生の受け入れ方針に基

づく公正かつ適切な募集・入試選抜の実施状況を評価の視点として設定しており、各学部・

研究科は、この点について継続的に検証を行う。 

 

【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

点検・評価結果に基づく改善・向上の取組として、(1) 各学部の収容定員の見直しや社

会的ニーズに対応する学部等の改編、(2) 大学教育ニーズの変化を踏まえた各学部の教育

内容（コース、カリキュラム等）の改革、(3) 各年度の入学定員充足に向けた学生募集活

動の拡充、といった施策を挙げることができる。具体的には、2019（令和元）年 4 月：環
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境社会学部の募集停止、2020 年 4 月：メディア学部のコース改編、2022 年 4 月：観光学

部の千葉東金キャンパスへの移転、2023 年 4 月：福祉総合学部の福祉マネジメントコー

ス改編、等である（前出 p.24,5）。加えて、2022 年 9 月に、所定の手続きを経て教育研究

組織を検討するプロジェクトチーム（前出 p.26）を発足させ、学生募集担当の副学長及び

学長特任補佐によるリーダーシップの下、全学的かつ中・長期的な観点から福祉総合学部

福祉総合学科及び薬学部医療薬学科の学生募集に係る調査研究を行い、可及的速やかな対

応・対策を講じる。当該プロジェクトとは別に、先行着手した収容定員の見直し・改善の

成果として、2023 年 4 月の大学院健康科学研究科の開設、並びに東京紀尾井町キャンパ

スにおける外国人留学生特別枠の設置を完遂した。引き続き、必要に応じて学部新設や学

科再編といった施策を中期計画に盛り込み、順次、検討を重ね実現させていく。 

 

以上のことから、学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行い、その結

果をもとに改善・向上に向けた具体的な対策を講じ、中期計画とも連動させる形で、全学

的に取り組んでいると判断する。 

 

（２）長所・特色 

学部の入学試験においては、受験生が受験しやすい環境づくりの一環として、学部別・

入学試験方式別に入学者の最高得点と最低得点、並びに志願者及び受験者の実数を大学ホ

ームページにて公表する。また、総合型選抜、学校推薦型選抜（指定校、公募制）、一般選

抜（大学入学共通テスト利用も含む）、スポーツ総合型選抜、帰国生徒選抜をインターネッ

ト出願対応としており、受験生の利便性向上に努めている。併せて、海外募集では現地で

の入学試験を実施することで、留学希望者が受験しやすい体制を整えている。COVID-19

の感染拡大による影響が懸念される中、本学の各種方針に対する理解及び留学の促進を図

る機会として、海外協定校及び関係機関との協働によるオンライン留学説明会を年に複数

回開催することとした。 

大学院の入学試験においては、学内進学の促進を目的として、大学院進学個別相談会を

年に複数回開催する。この取組に対する学生の認知度は向上しており、各学部のキャリア

形成教育と連動させることにより、本学学生が大学院進学を検討する出発点として機能し

ている。学部教育と大学院教育の連環について、シラバスや科目ナンバリング等で俯瞰的、

可視的に把握できるよう工夫し、学生にとって学士課程と修士課程の接続性を確認しやす

いものとする改善に取り組む。この大学院進学個別相談会をオープンキャンパスと連動さ

せることにより、キャリアアップを志望する社会人の参加にも繋げている。 

別に城西大学を運営する学校法人城西大学は、「学校法人城西大学改革計画 2022-2024」

として「両大学共同業務の推進」を掲げる。今後、教育・研究面での連携、入試業務の連

携、留学生募集・入試の連携、広報の連携に鋭意取り組み、それぞれの強みを打ち出すこ

ととする。 
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（３）問題点 

目前の課題として、収容定員に対する在籍学生数比率の適正化に係る検証、並びに定員

に対する在籍学生数の未充足あるいは超過に係る対策の検討、実行があげられる。学位授

与方針及び教育課程の編成・実施方針に基づく人材育成の成果を、学生の受け入れ方針と

関連付けて比較検証するとともに、中期的には入学定員に対する入学者数比率の平均、及

び収容定員に対する在籍学生数比率の平均を 1.00 と安定化させることを目指す。そのた

めに適切な定員設定（外国人留学生を含む）の下、一定の学力・意欲・適応力等のレベル

を維持しながら、国際大学にふさわしい学生募集方法の検討を重ね実践する。 

学生の受け入れに関しては、本学全体として、中期計画に掲げる目標値の達成に向けて

恒常的な改善に取り組んでいると評価できる。一方で、入学定員あるいは収容定員の充足

に関して、福祉総合学部福祉総合学科や薬学部医療薬学科、また一部の大学院研究科ある

いは課程において更なる改善努力が必要なことを重要課題として認識しており、すでに言

及したように全学的な視点に立つ「教育研究組織検討プロジェクトチーム」を立ち上げ、

多角的な連携に基づく改善に取り組む。 

また、中・長期的な課題として、高大接続システム改革の流れを受けた入学者選抜への

具体的な対応と、新規の学習指導要領に対応した入学試験問題の検討が挙げられる。本学

は、学生の受け入れ方針に定めた資質・能力を有する学生を受け入れるため、既存の Web

出願システムを用いて志願者の多様な活動歴等の情報をオンラインで集約する。高等学校

等で習得した基礎的な知的能力の評価に留まらず、能力・意欲・適性等（留学生は日本語

力を含む）を多面的かつ総合的に評価する入学者選抜の仕組みの構築を目指すとともに、

学生の入学前から卒業後までのポートフォリオ蓄積機能の設計とその活用について、先行

事例を参考としながら検討を進めている。 

 

（４）全体のまとめ 

学生の受け入れ方針の策定と公表については、各学部・研究科の学位課程ごとに学生の

受け入れ方針、出願要件、求める学生像を明示し、大学ホームページ、大学案内、大学院

案内、入学試験要項にて周知している。 

学生募集及び入学者選抜における適切な制度・体制の整備と公正な実施については、全

学入試委員会を設置し、(1) 学生募集の活動方針に係る事項、(2) 学生募集の広報に係る事

項、(3) 入学者選抜の基本方針に係る事項、(4) 入学者選抜の成果等の検証に係る事項につ

いて審議し、入試実施要領の作成から入学試験の実施手順に係る点検・評価も含め、毎年

度の見直しと改善に取り組む。この全学入試委員会の下、入試実施委員会と入試問題作成

委員会が連携して全体を管理統括することにより、公正かつ適切な入学試験を実施できて

いる。2020 年度以降の入試実施に際しては、COVID-19 の感染拡大への対応・対策とし

て、オンラインによる入学者選抜という枠組みを新たに定め、適切な措置を講じた。 

病気・負傷や障害等のある受験生への対応については、学生募集要項に明示するととも

に、該当者から申請がなされた場合は、全学入試委員会にて審議し、合理的な配慮に基づ

く公平な入学者選抜を学部・研究科いずれにおいても実施する。 

在籍学生数の適正管理については、入学定員及び収容定員を適切に設定し、各学部・研

究科の収容定員比率を踏まえながら自律的な改善に取り組む。具体的には、2019（令和元）
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年 4 月：環境社会学部の募集停止、2020 年 4 月：メディア学部のコース改編、2022 年 4

月：観光学部の東金キャンパスへの移転、2023 年 4 月：福祉総合学部の福祉マネジメン

トコース改編、大学院健康科学研究科の開設、東京紀尾井町キャンパスにおける外国人留

学生特別枠の設置を計画、実行した。引き続き、中期計画に基づき学部新設や学科再編と

いった施策を、順次検討、実現させていく。 

また、学生受け入れの定期的な点検・評価と、その結果に基づく改善・向上の取組につ

いては、全学入試委員会や大学院委員会を通して各種入学試験の実施・方法に係る点検・

評価を行い、その結果を次年度以降の入学試験実施計画に反映させることにより、恒常的

な改善・向上に取り組む。 

さらに、中・長期的な入学試験実施方策の課題として、高大接続システム改革の流れを

受けた入学者選抜改革の取組と、新規の学習指導要領に対応した入学試験問題の作成など、

今後の入学者構成や選抜のあり方に係る検討を重ね、遅滞なく実行に移せるよう恒常的に

準備を進めていく。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第６章 教員・教員組織 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究 

科等の教員組織の編制に関する方針を明示しているか。 

評価の視点１ 

大学として求める教員像の設定 

◆各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

評価の視点２ 

各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の役割、連携の 

あり方、教育研究に係る責任所在の明確化等）の適切な明示 

 

【大学の理念・目的に基づく教員像の設定】 

本学は、建学の精神及び教育理念に基づく教育研究を遂行することを旨とし、このこと

を本学学則第 1 条及び大学院学則第 1 条に明示する。このことを踏まえ、教員公募に際し

ては、建学の精神及び教育理念に従って教育目的の実現に邁進し、本学の方針に沿って教

育研究成果をあげ、本学の社会的評価及び名声の高揚に努め、大学人としての社会的責任

を果たすことを求める。教育研究者としての適格性に加えて、教育職員としての自覚とふ

さわしい人格及び品格を備え、学部・研究科が掲げる教育研究上の目的等を実現できる能

力、かつ教育及び研究を遂行する熱意を有することを求める。なお、本学が求める教育職

員像や要件は、本学の職務規程第 3 条に明示する（資料 6-1）。 

 

【大学の理念・目的に基づく学部･研究科の教員組織編制に係る方針の明示】 

○教員組織編制に係る基本方針の設定 

本学は、建学の精神、教育理念、教育目標、中期計画、学部・研究科の教育研究上の目

的等を実現するために、本学の求める教員像及び教育組織の編制方針を定め、大学ホーム

ページにて公表している。 

 

本学の求める教員像及び教育組織の編成方針 

城西国際大学は、建学の精神、教育理念、教育目標、中期目標、学部・研究科の教育研

究上の目的等を実現するために、以下の能力・資質を有し、本学の教育課程に相応しい教

員からなる組織を編制する。また、教員組織の編制にあたっては国際性、特定の範囲の年

齢、性別等について著しい偏りがないよう多様性に配慮する。 

①本学の建学の精神、教育理念、教育目標、中期計画、学部・研究科の教育研究上の目的

等の実現に邁進し、新たな教育価値の創造に熱意を有すること。 

②教育者、研究者、大学人としての活動歴、社会的経歴及び業績等を有し、学生の教育研

究指導、生活指導ができる能力を有すること、またその向上にも努めること｡ 

③国際教育を推進する本学の教育職員として、相応しい国際的経歴・経験及び業績を有す

ること。 
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④本学の方針に従って教育研究成果を挙げ、本学の社会的評価及び名声の高揚に努め、 

大学人としての社会的責任を果たすこと。 

⑤本学及び本法人の運営に協力・貢献し、社会や支援団体との関係強化に努め、本学及び

本法人の発展に持続的に寄与すること。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

さらに、これらの方針に基づき、各学部・研究科における教員組織の編制方針を定め、

大学ホームページにて公表するとともに、教授会・教員連絡会等にて全教員に周知してい

る（資料 1-4【ウェブ】）。 

 

○教員組織整備計画の策定 

教員組織は、教育の質向上に向けた基礎的な要件を形成するものであり、専任教員の体

制の充実は、大学の発展にとって不可欠の課題である。本学は、建学の精神及び教育理念

に基づく中期計画を掲げ、それを踏まえた課題の抽出、及び改善・向上のための事業計画

を策定している。これに対応させる形で教員組織整備計画を整え、教育ニーズの変化やカ

リキュラム改正と連動させて、中・長期的な視点から学部・大学院の教育拡充を目指す（資

料 6-2）。教員配置や組織変更については、その必要性及び合理性を確認するとともに、そ

れを前提とする組織管理上のリスクの点検・評価を行う。これまでの整備計画に基づく教

員の充足・増員の状況や、カリキュラム内容を踏まえた専任教員率の向上、教育体制の改

善・拡充等、当該計画内容の取組状況及びその効果について検証し、その検証結果を踏ま

えて新たな計画を策定する。 

 

○教育研究に係る責任体制 

本学は、研究活動における不正行為への対応等に係るガイドライン（2014（平成 26）年

8 月 26 日文部科学大臣決定）に基づき、「研究活動における不正防止及び不正行為への対

応等に係る規程」を定め、本学における研究の信頼性及び公正性を確保する。同規程第 4

条には、「本学における全ての研究に係る最高管理責任者は、学長とする」ことを明記し、

研究倫理の保持、研究費及び公的研究費の適正な運用・管理を遂行する体制を整備してい

る（資料 6-3）。また、2021（令和 3）年度に設置した研究推進・社会貢献部の下、「城西

国際大学における公正な研究活動の推進に関する規程」を 2023 年 1 月に制定しており、

学長が指名する統括研究倫理推進責任者の役割、公正な研究活動推進委員会の役割を明示

し、全学的に周知している（資料 6-4）。 

本学の業務規則第 53 条において、「本学の運営・方針や学長の意思決定等に係る重要事

項を審議する機関として、城西国際大学大学運営会議を置く」ことを定める（資料 6-5）。

学長、副学長、事務局長、学長補佐等を構成員として組織し、学長のリーダーシップの下、

教育研究活動の管理運営を適切に行う体制を構築している（資料 6-6）。また、同規則第 53

条の 2 において、「本学の教育研究に係る重要事項を審議する機関として、教学マネジメ

ント会議を置く」ことを定め、教学方針に関すること、教学運営の重要事項に関すること、

教学改革に関すること、内部質保証に関すること、その他教育（教育環境を含む）の改善

に係ることについて検討、企画立案、審議又は調整を行う（資料 6-7）。同じく、同規則第
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53 条の 3 において、「本学大学院の教育研究に係る重要事項を審議する機関として、大学

院委員会を置く」ことを定め、いずれも学長を議長とする会議体として、全学の意思決定

に責任を負う組織として明示している（資料 6-8）。さらに、同規則第 54 条に、「本学の教

学等の重要事項を審議するため、必要に応じて各種委員会を置く」ことを定め、規程に基

づき学部・研究科より委員を選出し、大学執行役及び各担当部長の責任の下、事務組織と

連携して運営する（資料 6-9）。 

各学部・学科に学部長及び学科長、各研究科に研究科長、各センターにセンター長等を

置くことを同規則において定め、部局における責任の所在を明確にしている。また、各学

部の教授会、各研究科の研究科委員会は、教育研究に係る事項について審議する基礎的な

組織であり、各「教授会規程」及び各「研究科委員会運営規程」の下、当該学位課程に係

る事項、教員人事等について審議する（資料 6-10、6-11）。また、学則及び大学院学則に

定める教育研究上の目的を達成するため、教授会あるいは研究科委員会の審議を経て、科

目の配置や担当体制を学部長あるいは研究科長が決定する。そのほか教育研究の円滑な運

営のために、各学部・研究科における委員会の組織構成や教員一人ひとりの役割を決定し、

更に授業や研究指導の内容・方法の改善を図るための組織的な研修等を実施する。 

 

以上のことから、大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科

等の教員組織の編制に関する方針を大学ホームページで適切に明示していると判断する。

また、関係規程の整備をもって、意思決定機関の役割及び教育研究に係る責任の所在を明

確に示し、全ての大学構成員に対して周知していると判断する。 
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点検・評価項目②：教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、 

適切に教員組織を編制しているか。 

評価の視点１ 

大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数 

評価の視点２ 

適切な教員組織編制のための措置 

◆教員組織の編制に関する方針と教員組織の整合性 

◆各学位課程の目的に即した教員配置 

◆国際性、男女比 

◆特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 

◆教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授、准教授又は助教）の 

適正な配置 

◆研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

◆教員の授業担当負担への適切な配慮 

評価の視点３ ※オリジナル項目 

グローバル化や SDGs、Society5.0 などに対応した教育プログラムの充実を支える教員

組織の整備 

評価の視点４ 

教養教育の運営体制【学士課程】 

 

【教員組織の編制方針に基づく教員組織の編制】 

本学の専任教員数は、2022（令和 4）年度において 229 名（教授 90 名、准教授 72 名、

助教 60 名、助手 7 名）である。教員組織の整備単位は、基本的には学部・研究科であり、

それぞれの学部あるいは研究科は、本学の教員組織の編制方針に基づき、大学設置基準及

び大学院設置基準に定める必要専任教員数を満たす形で組織編制を行う。 

本学では、専任教員の多くが学部に分属するが、必要に応じて大学院を担当する場合が

ある。本学の大学院担当教員資格審査に係る要項に基づき、各研究科の中に業績審査委員

会を設置し、任用時や昇任時だけではなく、全ての研究科において大学院の担当教員資格

審査を定期的に実施する（資料 6-12）。 

教員組織整備計画に基づいて新規任用を進めつつ、教育研究組織の改編、キャンパスの

移転、国際化の推進、全学部共通基盤教育の構築等を中期計画に掲げた上で、全学的な視

点も踏まえた教員配置を行う。具体的には、組織改編に伴う教員配置変更計画の策定、国

際化の推進及び留学生の受け入れ促進を見据えた外国人教員の充当、研究科間における人

材交流等、特に教学的課題の解決に向けた全学横断的な教員配置を計画し、実行する。 
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【各学位課程の目的に即した教員配置】 

本学は、各学位課程の目的に即した教員配置という観点から、専任教員を適切に配置す

る。教育目標及び 3ポリシーとの関係の中で、それぞれの学びのコアとなる科目を明示し、

原則としてこれらを専任教員が担当する体制とする。また、専任教員のみの人員体制では、

全ての授業科目の担当者確保が難しい状況にあることから、一定割合の非常勤講師を任用

する。授業科目と担当教員の適合性については、専任・非常勤を問わず、各学部・研究科

の教務委員会及び教授会において、担当予定教員の教育及び研究業績に基づきこれを審議

する。学部・研究科の教育目標及び達成目標に対する理解を得るため、非常勤講師を対象

とする研修や拡大 FD 等を開催し、全学的な共通認識の形成に努める。 

2007（平成 19）年度以降の採用者を対象に、業務規則に定める定年を 70 歳から 5 年繰

り上げて 65 歳とすることとし、専任教員の年齢構成の過度な高年齢化を抑制している。

一方で、大学院の研究指導担当者や本学の教育研究において特に必要と認められる者、役

職または大学運営上特別に必要とされる任務に就く者を対象として、65 歳から 70 歳まで

の期間を特別任用教員として雇用できる規程を整備し、学部・研究科の教育目標及び教育

実態に即して教員組織を編制できることとする。 

本学の教員組織における多様性の確保については、教員の性別構成比が男性 65.3％、女

性 34.7％であり、女性教員比率は全国平均よりも高い状況にある。また、国際教育を推進

する教員の編制にも注力し、医療系の薬学部・看護学部を除く全ての学部と語学教育セン

ターには外国籍や外国出身の教員を配置しており、外国人教員数は全体の 11.3％を占める。

同様の観点から、日本人教員の任用に際しては、留学経験や海外赴任経験等にも留意する。 

 

【時代に即した教育プログラムの充実を支える教員組織の整備】 

将来予測が困難な時代にあって、グローバルな視点に立って、高度な専門的知識や能力、

及びそれらの応用力を備えた社会人や専門職業人に加えて、国連による SDGs の実現、あ

るいは Society5.0 の社会で新たな課題に挑める人材の輩出が求められている。 

これらの点を踏まえ、本学は、教学ガバナンス及びマネジメントの実質化・効率化の推

進に取り組む。その一環として、教育研究等に係る特定の課題を限られた期間内に効率的

に処理するため、学長、副学長、学長補佐または学長室長を設置責任者とするプロジェク

トチーム等（プロジェクトチーム、ワーキンググループ、タスクフォース）、臨時的な職員

組織を編制できることとし、スピード感溢れる戦略展開を目指す（資料 6-13）。 

2020 年度には、COVID-19 への対応・対策の一環として、学生の学びを止めないために

オンライン授業に係るワーキンググループを設置し、ICT を主分野とする専任教員を中心

に、本学におけるオンライン授業の実施手順を整え、専任教員及び非常勤講師のための技

術的サポート体制をいち早く構築した。また、学習成果の可視化に係る取組として、次期

基幹システム選定のためのワーキンググループを設置し、教育職員と事務職員の協働によ

り、教務システムの検証及び新規導入に向けた調整に取り組む。 

2021 年度には、COVID-19 への対応・対策として、新型コロナワクチン職域接種タスク

フォースを設置し、地域連携推進センター長をリーダーに、医療系 3 学部の教職員及び学

生の協力の下、近隣の山武医師会との連携により当該プロジェクトを完遂した（後出 p.85）。 
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【教養教育の運営体制】 

本学は、総合大学、国際大学という特色を活かし、全学部共通基盤教育カリキュラムの

構築を通じて教養教育の全学展開を目指す。2022（令和 4）年 4 月より、全学部の学生が

受講できる教養科目群の運営を開始し、初年次教育に繋げる入学前教育の改編や英語・数

学等のリメディアル教育の拡充を進めている。その際に、全学教務委員会が学部間の調整

を担う役目を果たすことで、総合大学としてのメリットを活かした、文理融合型リベラル

アーツ教育の拡充を促進する（前出 p.25）。 

 

 以上のことから、本学は、教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開

するため、適切に教員組織を編制していると判断する。また、国際化の推進及び留学生の

受け入れ促進を見据えた外国人教員の充当は、国際大学としての強みを打ち出した取り組

みであると認識している。さらに、総合大学として時代に即した教育プログラムの充実を

図っており、継続した改善・向上に努めている。 

 

点検・評価項目③：教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

評価の視点１ 

教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続

の設定と規程の整備 

評価の視点２ 

規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

 

【教員の募集、採用、昇任等の実施】 

本学は、学則及び大学院学則に掲げる目的を実現するため、「専任教員任用に係る規程」、

「特別任用教員に係る規程」、「非常勤講師の任用に係る規程」、「専任教員昇格審査に係る

規程」及び「専任教員ステップ評価制度に係る規程」等を定め、教員の募集・採用・昇任

等に係る手続きを適切に管理・運用する（資料 6-14～6-19）。 

教員の募集については、法人との調整に基づく全学的な人事方針を踏まえて、各学部・

研究科が各々の教員組織整備計画を策定し、大学運営会議での審議・承認の下で適切に実

施する。教員の採用は、春季・秋季の年 2 回とし、学内手順及び手続きに係るスケジュー

ルを年度当初に明示する。授業担当に支障が生じないよう年次計画に基づく募集を行うと

ともに、予定外の事由により速やかな後任補充等の必要が生じた場合に備え、年 2 回の採

用ができる体制を整えている。各規程に基づき、学内推薦募集あるいは大学ホームページ

や JREC-IN 等による公募を行う。 

専任教員の採用は、「業績審査委員会に係る規程」に基づき、当該の学部・研究科に業績

審査委員会を設置し、書類審査及び面接審査、模擬授業による選考を実施する（資料 6-20）。

なお、2020 年度以降においては、COVID-19 への対応・対策の一環として、感染拡大状況

等を踏まえて面接審査及び模擬授業は適宜オンラインにて実施した。本学の職務規程に照

らして総合的な審査を行い、職位及び適用ステップ（次ページ参照）を判断し、教授会あ

るいは研究科委員会の承認を得て、学長に報告する。学長は、全学教員審査委員会を設置
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し、報告を受けた審査結果の妥当性について審議し、当該委員会での審議結果に所見を添

えて理事長に上申する。理事長がこれを決定し、総務部人事課において内定通知と辞令交

付の手続きを行う。 

本学は、職位ごとに複数の段階を設けて教員評価を行うステップ制度を導入する。ステ

ップ制度とは、本学が独自に設けた専任教員の業績評価に係る仕組みで、教員各自が教授、

准教授、助教という職位内での位置付けを客観的に把握できるよう複数の段階（ステップ：

教授 10、准教授 5、助教 3）を設け、ステップごとに明示した果たすべき役割、職責及び

業績等を踏まえて、総合的な教員評価を公正かつ適切に行う（資料 6-18、6-19）。 

まず、全ての専任教員は、教員活動評価シートに基づき自己点検・評価を行う。各学部・

研究科の執行部は、当該評価シート及び JIU ポータル、researchmap での公表内容に基

づく評価を年度ごとに行い、ステップ評価（アップ、維持、ダウン）は全学教員評価委員

会において 2 年ごとに実施する。学部長あるいは研究科長は、教員一人ひとりに対して、

年度当初に前年度の評価結果をフィードバックする（資料 6-21、6-22）。また、教員の昇

任等に係る審査に際しては、当該の学部・研究科に業績評価委員会を設置し、既定のステ

ップ評価基準を満たし、昇任にふさわしい業績及び成果をあげたことを確認の上、学部長

あるいは研究科長より学長に報告する。学長は、全学教員評価委員会を立ち上げ、学部長

あるいは研究科長より報告された審査結果について審議し、総合的にみて妥当であると判

断した場合にはこれを理事長に上申し、承認を受けることとする。 

 

 以上のことから、本学は各種規程を整備した上で、教員の募集、採用、昇任等を適切に

実施していると判断する。 

 

点検・評価項目④：ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に 

実施し、教員の資質向上及び教員組織の改善・向上に繋げているか。 

評価の視点１ 

ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動の組織的な実施 

評価の視点２ 

教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

 

【FD 活動の組織的・多面的な実施による教員の資質向上、教員組織の改善・向上】 

本学は、職員の意識の啓発及び資質の向上のため、FD 及び SD（以下 FD 等）を恒常的

に実施することを内部質保証に係る方針の一つとして掲げる（資料 1-7【ウェブ】）。FD 等

の活動を組織的に推進するため、本学における教育の質向上及び教育方法の改善について

組織的に検討し、より高質な教育活動の支援を目的として、学長室が中心となり当該活動

を企画・実施する（資料 6-23）。学長が指名する担当副学長を委員長とし、全学的なテー

マ設定を行い、講演会及び研修会等を企画・実施し、情報集約及び分析等によって得られ

た知見を資料集や報告書の形で各学部・研究科、各センター等に提供する。 

授業の質保証に関しては、全ての授業担当教員に対して教務部がシラバス作成要領を明

示し、シラバスの適正な作成を義務付ける（資料 4-17【ウェブ】）。各学部・研究科の教務
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委員及び執行部教員は、全ての開講科目のシラバス内容を点検し、必要に応じて修正を指

示することで改善・向上に繋げている。また、授業内容については、各学部・研究科の教

務委員会や科目担当者会議等において、教授内容及び教授方法、成績の評価方法に係る点

検を行う。対面授業及び常態化したオンライン授業については、学部の執行部及び教務委

員を中心に授業巡回することで相互研鑽や質保証に繋げており、今後はこれを全学的な取

組とすることを目指す。さらに、学生による評価及び改善を図る指標として、各授業の初

期段階でのアンケート、及び学期末での学生授業評価を実施する。学期末での学生授業評

価はオンラインで実施し、科目担当教員は各自で確認と点検を行い、爾後の改善へと繋げ

る。一方で、教務委員会及び執行部教員は、授業内容、学生満足度、適正な成績評価とい

った観点から総括的な点検を行い、問題や課題が見受けられる授業科目に関しては、担当

教員にヒアリングを行うなどして早期改善に努める。 

研究活動については、競争的資金の獲得に向けた情報発信、申請業務の支援、研究環境

の拡充、研究倫理審査の主催及び研究倫理の周知徹底等を目的として、事務機構の中に研

究推進・社会貢献部、研究推進課を設置する。当該部局は、研究活動の活性化や科学研究

費に係る動向、研究倫理等をテーマとする FD 等を企画、講師として学外有識者を招いて

これを実施するほか、全ての専任教員及び研究支援に従事する事務職員を対象に、一般財

団法人公正研究推進協会（APRIN）の e ラーニング・プログラムの受講を義務付けるなど

して、研究倫理の周知徹底を推進する。 

今後は、教学改革の一環として、クォーター制度の全学導入を踏まえて、学修者本位の

教育の実現に向けて優れた先進事例を取上げる FD 等を企画・実施するなどして、全学的

な認識共有と併せて魅力的なカリキュラムの開発・展開に邁進する。 

 

【教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用】 

専任教員は、毎年度、本学の教員個人業績データベースの情報を更新し、教育活動、研

究活動、地域・社会貢献活動等の取組を大学ホームページにて公開する（資料 2-19【ウェ

ブ】）。併せて、毎年度、教員活動評価シートを作成、提出する。この報告を受けた所属長

は、所属する教員一人ひとりの活動状況等を把握し、2 年ごとのステップ評価や昇任審査

に反映させる。 

なお、2022（令和 4）年 4 月より、科学技術振興機構が管理するデータベース型研究者

総覧である researchmap と本学の教員個人業績データベースをリンクさせ、広く社会に

向けて最新の研究成果を効率的に発信できるよう、システムの整備と情報コンテンツの恒

常的な更新の徹底に努める。 

 

以上のことから、本学は FD 等を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教員

組織の改善・向上に繋げていると判断する。また、毎年度の教員活動評価シートの作成を

通して、教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価を行うことで、昇任審査の際の活

用と併せて、researchmap と本学独自の教員個人業績データベースを連動させる形で、社

会へ向けて適切に公表する仕組みを整備している。 
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点検・評価項目⑤：教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。 

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく教員組織の適切性についての点検・評価の実施 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく教員組織の適切性についての点検・評価】 

教員組織の適切性を検証する責任主体は、各学部・研究科の教授会あるいは研究科委員

会であり、全学的な見地からは教学マネジメント会議あるいは大学院委員会がその役割を

担う。 

教授会あるいは研究科委員会においては、学部長あるいは研究科長が適切性を検証する

責任者として、それぞれの執行部メンバー、教務委員会、学部構成員一人ひとりへのヒア

リングを実施するなどして、個別の活動業績報告及び学生による授業評価の結果等に基づ

きステップ評価を行う。また、全学的な方針を踏まえて、専任教員比率の低い分野あるい

は強化すべき分野等に対する手当てについて検討し、学長に報告する。学部・大学院に係

る事項は教学マネジメント会議及び大学院委員会を主体として、各々からの報告を受けて

その妥当性を検証するとともに、教員の昇任及び教員組織に係る事項について審議する。

また、教育の質向上を含む教学全般については、学生懇談会での意見交換（前出 p.21）や

各意識調査による学生意見の集約結果に基づき、課題の抽出や満足度向上に向けた全学的

な改善に取り組む。これらに係る議決結果については、教学マネジメント会議及び大学院

委員会の議長である学長より、必要に応じて、理事長に報告・上申することとしている。 

授業科目及びカリキュラムの適切性については、担当体制の調整、専任教員率の向上、

適切な専任教員配置の実現に係る点検・評価を各学部・研究科で行い、全学教務委員会に

報告する。また、これらの取組を毎年度実施する自己点検・評価の項目に組み込むことで、

継続的な改善に繋げることができ、全学点検評価委員会においてもこの点について検証す

る。 

 

【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

毎年度の教員組織整備計画の策定、及びその着実な実施により、設置基準を満たすこと

はもとより、学部・研究科の教育研究に資する適切な専任教員の配置を実現している。ST

比率の適正化、教員一人当担当科目数の平準化、コア科目の専任教員率 100%の実現等に

計画的に取り組み、いずれにおいても改善傾向を認めることができる。 

 

 以上のことから、本学は教員組織の適切性について、年度ごとに点検・評価を実施して

おり、その結果をもとに教員組織整備計画を策定及び更新している。これらのプロセスに

より、改善・向上に向けた取組を適切に実行していると判断する。 
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（２）長所・特色 

本学は、建学の精神及び教育理念に基づく中期計画を掲げ、それを踏まえた課題の抽出、

及び改善・向上のための事業計画を策定する。これに対応させる形で教員組織整備計画を

作成し、教育ニーズの変化やカリキュラム改革とも連動させて、中・長期的な視点から学

部及び大学院の教員組織を編制する。 

また、「城西国際大学の求める教員像及び教員組織の編制方針」に基づき、国際教育を不

断に推進できる教員の編制を目指し、医療系の薬学部と看護学部を除く全ての学部と語学

教育センターには外国籍や外国出身の教員を配置しており、その比率は全体の 11.3%であ

る。日本人教員を任用する際にも、留学経験や海外赴任経験等に留意する。さらに、女性

教員比率は全国平均よりも高く、男性 65.3％に対して女性 34.7％であり、男女共同参画を

念頭に置く取組として評価できる。 

専任教員の活動業績評価として、本学独自のステップ制度に基づいてアカデミックキャ

リアを可視化させ、公正かつ適切な評価を実現する。学部・研究科における教員の役割や

連携に関しては、教授会あるいは研究科委員会の下でそれぞれを明確なものとし、教学全

般についての議論や意見交換をしやすい環境を整えている。中期計画及び事業計画に係る

大学全体の共通事項については、学生目線による意見を反映させる仕組みを整えた上で、

教学マネジメント会議あるいは大学院委員会での審議を経て、課題の改善と満足度の向上

に取り組む。 

これまでの FD 等は、原則として、全学対象の全体会と個別グループに分ける分科会の

2 部構成とし、分科会ではテーマごとの情報共有を踏まえて議論を重ねる形式で実施して

きた。CONID-19 への対応・対策の一環として、対面とオンラインを併用する形での FD

等を企画・実施し、その効果を検証する仕組みを新たに整えた。この点については、学長

室を中心に検討・計画を重ね、2021（令和 3）年 3 月には教職員の安全面を優先する形で

完全オンデマンド型の FD 開催を試み、クォーター制度の全学導入、及び学修者本位の教

育の実現を主題として次年度へ繋げる形で実施することができた。2021 年 6 月には、オ

ンライン授業をテーマとするオンデマンド型の FD を、2022 年 11 月には、SDGs の先を

見据えて、持続可能な社会における大学とその構成員の役割をテーマとするハイフレック

ス型の FD を実施した。さらに、本学の役職教職員を対象とする執行部研修会を全学 FD

等とは別に実施するなど、今後も自律的な教員の質向上及び教員組織の充実・発展に取り

組む。 

 

（３）問題点 

本学は、既定の教員組織整備計画に基づき専任教員比率の安定的な充足に向けて取り組

んできたが、急な退職等により全体の収容定員に照らして必要となる教授数を下回った。

公募以外にも積極的な採用活動を行ったが、本学における教授の要件を満たす人材を 2022

年度中に確保することはできなかった。採用活動を継続するとともに、昇格に係る検討を

進めており、早ければ、2023（令和 5）年 9 月までに、遅くとも 2024（令和 6）年 4 月ま

でに充足する見込みである。 

また、教学改革の一環であるカリキュラムの合理化とクォーター制度の全学導入を踏ま

え、中期計画に掲げる学部移転や学科再編等に加えて、学部・研究科による計画策定の迅
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速化と、その内容の速やかな更新を実現させていく。 

本学の教育研究成果を広く学内外に発信するため、専任教員の活動業績データベースに

係る改善に取り組み、新任の専任教員の場合には、2022（令和 4）年 4 月より researchmap

と連動させることを実現し、引き続き公表すべき情報コンテンツの集約の工夫に努める。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、建学の精神及び教育理念に基づき、教育研究及び社会連携・社会貢献に取り組

むことを旨とする。そのため、教員公募に際しては、建学の精神及び教育理念に従って教

育目的の実現に邁進し、本学の方針に沿って教育研究成果をあげ、本学の社会的評価及び

名声の高揚に努め、大学人としての社会的責任を果たすことを求める。このことを踏まえ

て、学部・研究科は、それぞれが定めた人材育成目標の下、教育研究、及び社会連携等を

遂行する。 

また本学は、中期計画に基づいて事業計画を策定し、これに対応させる形で教員組織整

備計画を整える。教育ニーズの変化やカリキュラム改革と連動させつつ、極力財政的な努

力を重ねながら専任教員の増加を図ること、多様性に配慮した組織構成とすること、ST バ

ランスを保つことなどを基本原則とする。また、これらを着実に実現させながら定期的な

点検を行い、かつ教学上の新たな課題を念頭に置いて、次期の計画策定に取り組む。こう

した計画策定に際しては、学部長あるいは研究科長等を通じて全教員に広く意見を求める

ほか、学生の声を吸い上げる機会を積極的に設けることで、より多角的な視点からの検討

を重ねる。今後は、全学部共通基盤教育の拡充と発展のために、コアカリキュラムと連動

させた教員組織構成とすることを目指す。 

本学は、教授会あるいは研究科委員会を基礎として、学部・研究科における委員会及び

教員一人ひとりの役割を明確なものとすることに努め、教員間の連携を取りやすい組織構

成とする。全学的課題に対しては、各々を所掌する全学委員会や部局がこれにあたり、担

当の副学長あるいは学長補佐を介して上位組織である大学運営会議との意思疎通を図り

やすくし、学長によるガバナンス機能が働く体制を整備している。こうした体制整備によ

り、学部・研究科の取組と全学レベルでの取組との整合あるいは連動を担保し、組織的な

教学マネジメントを機能化させている。 

 教員の任用及び昇任については、規程に定める基準の下、各学部・研究科の教育目標と

独自性を活かしつつ、中・長期的な視点から人事計画を策定し、学長が主導する大学運営

会議において確認、承認するプロセスを構築している。教員の質向上に係る取組について

は、学長室を中心に、全学的なテーマ設定、及び講演会・研修会等の企画・運営を行い、

これらによって得られた知見を各学部・研究科、各センター等に速やかに提供し、共有を

徹底させる。また、授業内容やシラバス等に係る分野は教務部と、研究活動や研究倫理に

係る分野は研究支援推進センターと連携し、本学の実情を踏まえて計画的に改善・向上に

取り組む。学部・研究科の課題については、原則として教授会あるいは研究科委員会にお

いて対応・解決を図り、自己点検・評価と連動させた PDCA サイクルの下、全学的視点か

ら改善・向上に向けた取組を展開する。なお、2020 年度以降、COVID-19 の感染拡大への

対応・対策として、教員の任用及び昇任時に行う学長・副学長面接のオンライン実施、FD

等のオンデマンド化やハイフレックス実施等の措置を講じ、教職員の安全確保に最大限努
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めてきた。 

 

以上のことから、本学は、掲げる理念・目的に基づき、大学として求める教員像や教員

組織に係る方針を明示し、教育研究活動を展開するための教員組織を適切に編制し、教員

の資質向上及び教員組織の改善・向上に繋げていると判断する。 

 

今後も、教員組織整備計画の確実な実行、専任教員率の向上、教員構成の多様化等に積

極的に取り組むことと併せて、FD 等の活動を組織的かつ多角的に展開して教員の資質向

上、教員組織の改善及び強化に継続的に取り組む。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして軽度な問題があり、理念・目的の実現に向けて

さらなる努力が求められる。」と判断する。 
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第７章 学生支援 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、 

学生支援に関する大学としての方針を明示しているか。 

評価の視点１ 

大学の理念・目的、入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する大学としての方針の適

切な明示 

 

【大学の理念・目的等を踏まえた学生支援に関する方針の明示・共有】 

本学は、中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）において、「学生支援力」の強化と

「就職・進学支援力」の強化を掲げる（資料 1-16）。これに加えて、学生支援に特化した

中期的な方針として、「学生支援に係る方針」及び「キャリア教育ポリシー」を定め、アド

バイザー制度による指導の充実と併せて、教育支援体制の充実及び教育環境の向上に努め

ることを明示する。その一環として、国際大学にふさわしい役割を果たすために、「国際教

育に係る方針」を定める。さらに、全ての教職員に対し、障害を理由とする差別の解消並

びに合理的配慮の必要性に係る理解、また障害のある学生が置かれた状況や障害特性への

理解を促すため、「城西国際大学における障害のある学生の支援に関するガイドライン」を

定め、本学の基本方針を明示している（資料 7-1【ウェブ】）。 

 

学生支援に係る方針 

城西国際大学は、建学の精神、教育理念、教育目標、中期計画、学部・研究科の教育研究

上の目的等の実現に向けて、以下の方針に沿って、学生支援体制の充実及び教育環境の向上

に努めます。 

 

①経済的に学生を支援するため、奨学金制度・授業料減免制度等を整備・充実させ、学

生への周知徹底により有効な運用を実現する。 

②学生の就学を支援するため、教職員が連携して学修指導及び総合的相談の体制を整備

し、学生の多様性に配慮した学生生活環境を整備する。 

③学生が人間関係を育む上で有用な課外活動について、そのサポ－ト体制の整備・充実

を進め、大学の責任に基づく準正課教育としての位置付けを明示する。 

④学生の在籍に係る課題を定期的に把握・分析し、学生一人ひとりに寄り添う形で関係

者が連携し、迅速かつ丁寧な支援を実現する。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 
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キャリア教育ポリシー 

①国際大学の学生として、本学での学びと実践を通してグローバルな視野と豊かな教養、

高い倫理観を身につけ、多文化共生社会で互いに尊重し合い、協働して活躍できる人材

を育成する。 

②人材育成の３本柱（国際教育・地域基盤型教育・キャリア形成教育）により国際社会・

地域社会・産業界で通用する資質と社会人基礎力を修得させる。 

③正課教育、準正課教育など、本学の教育資源や環境を最大限活用し、多様な文化・価値

に対応し得る「個性力」、「創造力」、「挑戦意欲」を養成する。 

④アドバイザー制度により、教員は学生の成長のために初年次から寄り添い、適切な指導

に取り組む。 

⑤個々の学生が描く将来像の実現に向けて、学生の自己理解やキャリア形成、就職活動を

サポートする。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

国際教育に係る方針 

城西国際大学は、建学の精神及び教育理念のもと、グローバル化が進展する社会におい

て、国際的視野と思考を備え活躍できる人材の育成を目指し、本学が掲げる教育目標、 

中期目標、学部・研究科の教育研究上の目的等の実現に努めます。 

 

①多文化共生キャンパスにおいて、留学生をはじめ様々な背景を持つ学生たちが、対話や

協働を通じて異なる文化や価値観を理解、尊重し、国際社会で主体性や発信力を発揮で

きることを目指す。 

②クォーター制を活用するなどして学修機会の多様化を図り、海外協定校との連携による

交換留学や JEAP 留学、短期研修、共同プロジェクト、オンライン授業、オンライン交

流等により、外国語ならびに専門分野等の学びを強化、拡充する。 

③外国人留学生を積極的に受け入れ、日本理解を促す多彩な機会を提供するとともに、学

内での相互交流を促進して、国際大学にふさわしいグローバル環境を創り出す。 

④学生の派遣、受入れの双方において、オンラインを積極的に活用するなどして多角的な

学修、指導、情報提供等を展開し、持続的な学修成果の可視化と質保証を実現する。 

⑤地域社会と連携し、国際イベントや日本語教育プログラム等を共同して実施するなど、

地域社会の国際化に貢献する。 

⑥卒業した留学生の海外同窓生ネットワークの構築、国際交流に係る全学データベースの

整備等に取り組み、更に充実した国際教育環境を創り出す。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

いずれも多様性と包摂性を重視し、すべての学生ができる限り等しい条件の下で教育を

受けられるよう、経済的支援、自律的生活の支援、社会的責任の自覚の涵養などを含めた

包括的な学生支援を行うことを明示し、いわゆる 3 ポリシー（DP・CP・AP）の実現を学

修環境面から支えるための方針である。また、本学の教育研究上の目的に照らして、人材
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育成の３本柱（国際教育・地域基盤型教育・キャリア形成教育）を全学方針として位置付

けており（前出 p.5）、連結や相互接続を意図した「つながる大学：connectivity」をタグ

ラインに掲げ、「世界とつながる国際教育」、「地域とつながる地域基盤型教育」、「未来とつ

ながるキャリア形成教育」を推進することを明示する。 

 

 以上のことから、本学は学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよ

う、大学の理念・目的等を踏まえて学生支援に係る各種方針を定め、適切に明示している

と判断する。 
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点検・評価項目②：学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備 

されているか。また、学生支援は適切に行われているか。 

評価の視点１ 

学生支援体制の適切な整備 

評価の視点２ 

学生の修学に関する適切な支援の実施 

◆学生の能力に応じた補習教育、補充教育 

◆正課外教育 

◆自宅等の個々の場所で学習する学生からの相談対応、その他学習支援 

◆オンライン教育を行う場合における学生の通信環境への配慮（通信環境確保のため 

の支援、授業動画の再視聴機会の確保など） 

◆留学生等の多様な学生に対する修学支援 

◆配慮を必要とする学生に対する学修指導体制や総合的な相談体制の整備 

◆成績不振の学生の状況把握と指導 

◆留年者及び休学者の状況把握と対応 

◆退学希望者の状況把握と対応 

◆奨学金や授業料減免制度の整備・充実 

◆学生への経済的支援制度に関する情報の周知 

評価の視点３ 

学生の生活に関する適切な支援の実施 

◆学生の相談に応じる体制の整備 

◆ハラスメント（アカデミック、セクシュアル、モラル等）防止のための体制の整備 

◆学生の心身の健康、保健衛生及び安全への配慮 

◆人間関係構築につながる措置の実施（学生の交流機会の確保等） 

評価の視点４ 

学生の進路に関する適切な支援の実施 

◆キャリア形成教育の実施 

◆学生のキャリア形成支援を行うための体制及び環境の整備 

◆進路選択に関わる支援やガイダンスの実施 

◆博士課程における、学識を教授するために必要な能力を培うための機会の設定又は 

当該機会に関する情報提供 

評価の視点５ 

学生の正課外活動（部活動等）を充実させるための支援の実施 

評価の視点６ 

学生や教職員の意見、要望等を反映させるための体制整備及び適切な学生支援の実施 

 

【学生支援体制の整備】 

本学は、学部単位の学生支援体制として、学生支援委員会、障害学生支援委員会、退学

防止委員会、オリエンテーション委員会、キャリア形成・就職委員会、国際教育委員会、
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留学生委員会、ハラスメント防止委員会を設置し、学生生活の実態把握、及び修学支援や

学生指導等に努めている。大学院においては、基礎となる学部の教員がこれを兼ねる。 

大学全体の学生支援体制として、各学部から選出した委員により、全学の学生支援委員

会、キャリア形成・就職委員会、国際教育委員会、留学生委員会を組織し、規程に定める

事項の審議を通じて、各学部・研究科と課題を共有し、解決に向けた取組及び適切な支援

の実現に努めている（資料 6-9）。 

 

【学生の修学支援の実施】 

〇新入生の修学支援 

本学は、新入生のためのオリエンテーションウィークを学期初めに設け、学修支援及び

学生生活支援に係る集中的な指導を行う。履修に係る課程ごとの説明、学修支援ツールや

図書館の利用方法に係る説明、国際教育の一環としての留学プログラムに係る説明、課外

活動を含めた学生生活全般に係る説明等を入念に行う。併せて、この期間中に、全ての新

入生を対象に英語のプレイスメント・テスト（留学生は日本語）を実施し、各自の学習レ

ベルに合わせた適切なクラスでの受講を実現させている。 

COVID-19 の感染拡大による影響が懸念される中、2020（令和 2）年度は大学ホームペ

ージを活用し、オンデマンド型の視聴資料等を用いてオンライン上での支援を充実させた。

また、入学前教育として各学部が課す独自課題に加えて、今後はコンプライアンスに係る

教育、さらに薬物犯罪をはじめとするリスク教育にも力を入れることで、本学の目標とす

る人材育成に向けた第一歩として、より質の高い教育の提供へと繋げていく。 

 

○初年次教育・補充教育・留学生の日本語力向上 

本学は、学生一人ひとりに指導教員が付くアドバイザー制度を導入し、大学での学修に

必要なスキルの修得、及びキャリア形成や生涯教育に資する主体的かつ自律的な学びを実

現するため、初年次教育に係る指導に注力する。その重要性に鑑み、学生支援部は各意識

調査の結果を踏まえ、2022 年 9 月に、改めてアドバイザー教員の果たすべき役割を確認、

周知した（資料 7-2）。学生は、オリエンテーションでのアドバイザーセッションやオフィ

スアワーを活用し、自身の課題発見と主体的な学修に取り組むほか、JIU ポータルや

manaba といった修学支援システムの併用による全体指導と個別指導を通して学習環境を

整える。 

補充教育については、学生支援部が設置する学生相談室にて、学生からの支援依頼に基

づく形で個別にサポートを行う（資料 7-3【ウェブ】）。また、福祉総合学部では、福祉の

理論を実践する力の修得を支援する福祉教育センターを設置し、ボランティアの派遣、実

習の事前・事後指導、国家試験対策講座の開講、自主勉強会の開催等の教育支援を行う（資

料 4-22【ウェブ】）。 

留学生の日本語力向上については、協働学習であるピアラーニングの充実を図り、語学

教育センターを主体とする会話パートナー制度を導入する。原則として、国際人文学部国

際交流学科の日本人学生が留学生の日本語会話の練習相手となり、日本の生活習慣や若者

文化を知る機会を提供する。また、日本語教授法の授業を履修する学生が留学生の日本語

クラスにサポート役として参加するなど、学生間の交流を通して、語学力の向上や相互理
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解を促進させる機会の充実にも取り組む（資料 4-21【ウェブ】）。 

 

○メンター制度 

授業以外の時間を活用し、英語あるいは第 2 外国語である中国語、韓国語、ハンガリー

語、フランス語、ポーランド語、チェコ語を母国語とするネイティブスピーカーの留学生

や上級生をメンターとして、授業で学習した内容の復習や反復練習を行う制度を運用する。

国際大学として、このような「内なる留学環境」を整えることで、自然な発音の習得や会

話力の向上に繋げている（資料 4-21【ウェブ】）。 

 

○成績不振､留年､休学、転学部・退学希望学生の把握・対応 

本学は、学生支援部の下に退学防止委員会を設置し、IR 推進室と連携して学生の学籍異

動に係る情報（休学、除籍、退学、転籍の事由及び人数）を集約し、全学的動向の把握及

び分析に係る諸事項に取り組む。また、各学部・研究科が独自に把握する学生生活実態、

学業不振者の状況等は、それぞれの学生支援委員会が集約し、教授会あるいは研究科委員

会等での報告、情報共有を経て改善策を講じる。単位取得状況や授業への出席状況が芳し

くない学生への対応として、アドバイザー教員との個別の面談・指導を行う。この面談・

指導を通して、より専門的な支援が必要と判断した場合には、学生支援室に在中するカウ

ンセラーと相談しながら、状況に応じて保護者とも連携して、包括的なサポートを展開す

る。 

学生の休学及び退学については、これらの申し出がなされた時点でアドバイザー教員と

の面談を行い、保護者にも状況確認をした上で、学生からの願い出書類を受理する、とい

う手順を定めている。アドバイザー教員は、これに所見を付して所属長に報告し、教授会

あるいは研究科委員会で審議の上、承認することとしている。病気を理由とする休学につ

いては、診断書の提出を求め、復学時には当該学生の主治医の診断書に基づき、休学事由

が解消されたことを確認する。 

 

○障害のある学生の支援 

本学は、障害者基本法並びに障害を理由とする差別の解消の推進に係る法律、その他法

令の定めに基づき、「城西国際大学における障害のある学生支援に関するガイドライン」を

定め、大学ホームページにて公表している（資料 7-1【ウェブ】）。また、全学組織として

障害学生支援委員会を設置し、学生からの支援の申し出に対し、その教育上のニーズ及び

当人の意思を十分に尊重した上で関係各部局と協議し、個別の支援計画を策定することで

合理的配慮の提供に努める。具体的には、(1) 施設・設備の利用、支援機器・用具の利用に

対する配慮、(2) 履修登録、学習支援、(3) 教材に係る配慮（電子データ、文字拡大、資料

の事前配布等）、(4) 情報伝達・コミュニケーションに係る配慮（口話や筆談、ノートテイ

ク、文書伝達等）、(5) 定期試験に係る配慮（時間延長、別室受験等）、(6) 学内生活に係る

配慮（移動、トイレ、食事等）、(7) その他の項目を支援申請書に明示することを求め、当

該学生一人ひとりのニーズに対して適切な支援を提供する。 
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○奨学金・授業料減免制度等の経済的支援の整備・周知 

経済的な支援を目的とする奨学金制度等は、大学全体で約 2,000 名（2022 年 5 月 1 日

現在）が受給する日本学生支援機構奨学金制度を基本とし、それを補完する制度として、

本学独自の奨学金制度を運用しており、大学ホームページ等にて周知している（資料 5-6

【ウェブ】）。 

COVID-19 への対応・対策の一環として、オンライン学習環境の整備を急ぎ進めること

を目的として、2020（令和 2）年度の当初に、全ての学生に一律 5 万円の臨時奨学金を支

給した。また、家計が困窮し、支援を必要とする学生に対し、学びの継続のための緊急コ

ロナ特別奨学金（経済支援奨学金）の創設、学費納入期限の延期等の策を講じたほか、そ

の他の奨学金制度及び各種教育ローンの案内等と併せて大学ホームページにて周知した

（資料 7-4【ウェブ】）。また、入学後、生計維持者（学費負担者）のやむを得ない事情によ

る失職又は廃業、会社倒産、自己破産等により家計が急変し、学費納入又は学業の継続が

困難な学生を支援することを目的として、上原育英奨学金を創設し、学内独自の給付型奨

学金として運用している（資料 7-5【ウェブ】）。 

派遣留学の日本人学生に対しては、選考の上、水田国際奨学金制度及び海外協定校交換

留学制度を適用し、留学支援金としての奨学金授与及び海外協定校との交流協定に基づく

授業料免除を行う（資料 7-6【ウェブ】）。外部資金として、主に独立行政法人日本学生支

援機構の海外留学支援制度を活用する。毎年、多数のプログラムがこの支援制度に採択さ

れ、返済不要の奨学金として、留学を希望する学生の経済支援に寄与している（資料 7-7）。

受け入れ留学生に対しては、外国人留学生奨学生制度、外国人留学生授業料減免制度を設

け、国際教育推進施策の一環として、対象・条件に応じて入学金免除、授業料 30％減免、

留学生宿舎貸与等を行う（資料 7-8【ウェブ】）。 

大学院生に対しては、ティーチング・アシスタント（TA）制度を設ける（資料 7-9）。当

該制度の適用を受けた大学院生は、学部学生や修士課程の学生に対する授業、実験、実習

及び演習等の教育的補助業務に従事することにより、単に経済的支援を受けるだけではな

く、TA として活動する大学院生自身の教育・研究能力の伸長に繋げることもできる。TA

採用時には、本学と雇用契約を結んだ上で、所定の研修を受けることを義務付ける。TA と

して活動することにより、一定額の手当てを支給されることに加え、その経験を教歴とし

て履歴書や個人調書などに記載することができる（資料 7-10【ウェブ】）。 

 

【学生の生活支援の実施】 

○学生の相談に応じる体制の整備 

本学は、千葉東金、東京紀尾井町の両キャンパスに学生相談室を設けている。学習面で

の不安や人間関係、心の悩みへの対応、障害を持つ学生の学生生活等に係る諸問題の把握

とその早期解決等を目的として、個別相談やカウンセリング等を行う（資料 7-3【ウェブ】）。 

 

○ハラスメント防止のための体制の整備 

本学は、ハラスメントの防止に対する方針、及びガイドラインを定め、学生便覧及び大

学ホームページにて公表している（資料 1-5【ウェブ】、7-11【ウェブ】）。ハラスメントに

係る情報の収集、苦情処理、広報、防止対策等の活動を推進する組織としてハラスメント
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防止委員会を設置し、併せて学部長あるいは研究科長、事務局長の推薦に基づき学長が指

名する相談員を相談窓口として配置する。これらの相談窓口や相談員の氏名、連絡先等を

JIU ポータルに掲示し、学生及び本学関係者が常時、これら相談員に相談し、その助言や

救済等を受けることができる体制を整えている（資料 7-12【ウェブ】）。 

 

○学生の健康管理・疾病管理 

本学は、学生支援部を主体として、全学生を対象とする健康診断の実施、及び事後指導

を行う。学生の健康診断については、2017（平成 29）年度 95.2%、2018 年度 97.7%、2019

年度は 98.9％と高い水準での受診率を達成した。一方で、2020 年度は COVID-19 の感染

拡大による影響を受けて例年とは異なる時期に健康診断を実施し、受診率は 87.8％に留ま

った。2021 年度の受診率は 90.7%と上昇傾向に転じたが、帰国先あるいは帰省先から戻

れない学生の対応に苦慮したというのが実情である（資料 7-13）。本来、未受診の学生に

対しては、健康診断実施後に学生本人及び保護者と連絡を取り、予備日での受診を促すと

ともに、当該学生のアドバイザー教員にも指導要請を行い、未受診者ゼロを目指す。なお、

本学の医務室には、看護師資格を有する事務職員を東金キャンパスで 2 名、紀尾井町キャ

ンパスで 3 名を配置してきており、2020 年度は延べ 1,479 名（2019 年度は 1,995 名）、

2021 年度は延べ 2,290 名の学生が各キャンパスの医務室を利用した（資料 7-14）。 

 COVID-19 への対応・対策の一環として、2021 年 9 月、同 10 月、2022 年 6 月に、希

望者を対象としてワクチンの職域接種を実施した（資料 7-15【ウェブ】）。本学の父母後援

会による支援もあり、当日接種を受けた学生を対象とする学生支援事業として、栄養補助

食品の配布も行った。また、学生及び教職員の健康管理面を重視して、飛沫防止用のアク

リル板等を常設した学生食堂の運営に加えて、近在する道の駅との連携による学内での弁

当販売やキッチンカーによる移動販売等、過密状態の回避や昼食を入手する手段の多角化

にも努めた。 

 

○安全・安心・健康のための啓発活動 

安全で快適な学生生活を送るための留意事項等については、オリエンテーションウィー

クにおける割当時間の中で、学生便覧及び CANPAS LIFE といった本学の刊行物と併せ

て、違法薬物や交通ルール、悪徳商法に係る資料を用いるなどして、学生支援部が解説や

注意喚起を行う。また、外国人留学生を対象とする安全講話の時間を設け、地元の警察署

より講師を招くなどして、日本における交通ルールの理解促進と安全通学の啓発に努めて

きたが、COVID-19 の感染拡大による影響を受け、2020 年度以降はオンデマンド型の視

聴資料を配信することでこれに代えた。今後もホームページ上のコンテンツを継続的に拡

充し、学生にわかりやすい情報発信に努める。 

 

【学生の進路支援の実施】 

○学部等との連携による進路選択のための体制・支援 

本学は、中期計画の中で、キャリア教育ポリシーの策定及びキャリア形成プログラムの

充実・展開を掲げる。本学の教育理念や 3 ポリシーと連動する形で「キャリア教育ポリシ

ー」を策定し、大学ホームページ等にて周知している（前出 p.79）。 
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進路・就職・資格取得等に係る支援を推進する部署として、キャリア形成・就職センタ

ーを設置する。同センターは、新入生向けオリエンテーションの中で、学生生活の充実と

希望進路を実現することとの関連性についてガイダンスを実施する。また、キャリア形成

教育に係る授業の中で、企業担当者やいわゆる OB・OG を招聘、また同センター職員を派

遣するなどして、レクチャーやワークショップ等を行う。さらに、進路選択の幅を広げる

ために、各種の求人情報、セミナーの開催情報、正課外インターンシップの募集等を大学

ホームページにて周知、案内するなど、学生向けの最新情報を数多く発出している。上位

学年向けには、全学規模から学部別の企画まで、企業担当者を本学に招く形で就職ガイダ

ンス等を開催し、学生と企業とのマッチングの機会を積極的に設けている（資料 7-16）。 

全学的にみた就職決定率（就職決定報告者／就職希望者）は、2018 年度は 98.1％、2019

年度は99.0％と推移し、COVID-19の感染拡大による影響が危惧された2020年度は99.0%、

2021年度においても96.7%という高い水準を維持することができた（資料7-17【ウェブ】）。

引き続き、全ての学部等が有機的に連携して、生涯にわたって利活用できるキャリア形成

能力の涵養に資する教育プログラムを開発・展開していく。 

 

○進路・就職・資格取得等に係る支援 

各学部には、キャリア形成・就職センターとの連携を担うキャリア形成・就職委員会を

置き、学生支援の方針や各種方策を決定する。また、同センターの職員を学部担当者とし

て配置し、学部教育とより深く関連付けながら、学生一人ひとりの進路選択と適職探しを

支援する役割を明確に示す。さらに、各々の教育分野に適した各種資格の対策講座も企画・

開講する（資料 7-18【ウェブ】）。全学的対応という点では、就職適性検査を毎年実施して

おり、経年の効果測定と検証結果に基づき、2021（令和 3）年度より株式会社マイナビの

MATCH plus と全国一斉 WEB 模擬テストを導入するなど、引き続き支援内容を充実させ

ていく。このように、学生のキャリア形成や資格取得を徹底してバックアップするととも

に、就職活動準備をサポートし、就職試験突破力を高めるために、学生一人ひとりに寄り

添う形での支援を徹底して行う。 

COVID-19 への対応・対策の一環として、対面式と非対面式の併用によるサポート体制

の構築に注力しており、バーチャルオフィスを提供できる remo のシステムを活用し、イ

ベント会場をオンライン上にて仮設する形で企業研修会や就職ガイダンス等を開催し、利

用した学生からは高い評価を得ている（資料 7-19）。 

 

○大学院生に対するキャリア形成支援 

大学院生に対するキャリア形成支援については、研究科ごとの人材育成目標の達成、及

びキャリアパスの明確化に向けた取組を展開する。研究者、教育者、高度職業人として必

要な知識・スキルの習得と社会環境理解を促し、その後のキャリアを見据えた進路及び就

職支援を個別に行う。 

 

【学生の正課外活動支援の実施】 

○課外活動団体・個人に対する支援・助成 

本学は、学生支援部及びスポーツ推進機構を主体として、課外活動団体や個人活動への
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支援・助成を行う。各団体の活動支援を目的とする助成金制度を設け、団体の規模と活動

内容を勘案して必要な経費を支給・補助する。また、関東学生連盟・全日本学生連盟に加

盟し、全日本大会に出場できる水準に達する団体を強化指定部として認定し、選手の指導

及び強化に係る年次計画書に基づく支援をスポーツ推進機構にて審議・決定する。個人対

象の支援としてスポーツ奨励生制度を設け、入学金・授業料・施設設備費の免除等の経済

的支援を行う。また、年間を通して顕著な活躍をした団体及び個人は課外活動特別表彰の

対象とし、次年度の支援・助成を強化する。 

 

○安全な正課外活動のための支援・倫理教育 

本学は、各学生団体からの要望を踏まえて、キャンパス整備や課外活動施設等の充実を

図り、キャンパス特性に応じた学生活動・学生交流に安心して取り組める環境を整えるこ

とで、大学全体の活性化に繋げている。また、課外活動団体に所属する学生向けのガイダ

ンスや各団体の部長等の役割を担う学生を対象とするリーダーズ研修、更に指導者向けの

研修も併せて行うことで、学生スポーツのあり方とコンプライアンスに係る意識付けを徹

底させる。こうした取組に関連して、大学スポーツ協会（UNIVAS）に 2019（令和元）年

度の開設時に加入し、当該協会の各種ガイドライン及び研修会で得た知見を学内研修にも

活用し、スポーツを主とする課外活動に対して安全・安心の環境を提供する。そして、各々

が競技力の向上に邁進できるよう支援内容を拡充させていく。 

COVID-19 への対応・対策の一環として、課外活動の実施に際しては、活動計画書及び

発熱時の連絡マニュアルの提出を義務付けるなど、感染拡大の防止に最善を尽くした。 

 

【外国人留学生に対する支援】 

○国際教育センター等による総合支援 

本学は、「国際教育に係る方針」を定めて大学ホームページに公表し（前出 p.79）、国際

的な学びをサポートする基幹部署として国際教育センターを設置、在留資格申請や入国手

続き等、留学生の受け入れ全般においてサポートを行う。この国際教育センターの下部組

織として、留学生センター及び語学教育センターを設置する。これらは国際教育センター

と連携して、留学生の学業や生活の支援を行うほか、留学生と日本人学生、そして地域社

会を結び付ける国際交流活動の促進・支援にも取り組む。学内外での様々な交流活動は、

留学生が実践的な語学力やコミュニケーション力を身に付けたり、日本理解を深める良い

機会となるので積極的に活用している。 

 

○学生寮等の整備による居住支援 

本学は、世界各地に広がる教育ネットワーク（216 の海外提携機関）を活用し、独自の

留学プログラムである JEAP（Josai Education Abroad Program）をはじめ、交換留学制

度、サマーセミナー等の多彩な国際教育プログラムを提供する（資料 7-20【ウェブ】）。海

外協定校の留学生が利用できる宿舎として、東金市内に 178 部屋（1 人部屋）を確保する

ほか、本学敷地内には JOSAI I-HOUSE 東金グローバル・ヴィレッジ（東金キャンパス：

132 人入居可、2 人・4 人部屋）、JOSAI I-HOUSE 安房グローバル・ヴィレッジ（安房キ

ャンパス：101 人入居可、2 人・4 人部屋）という混住型の国際学生寮を整備・運営してき
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た。これらの国際学生寮には管理人を配してサポートの質を高めるとともに、入寮手続終

了後すぐに生活を開始できるように、インターネット環境や家電・寝具・各種備品類を完

備している。また、留学生のみならず、海外留学を希望する、あるいは国際的な活動を目

指す日本人学生の入寮も認めており、留学生の来日当初の生活拠点として多面的な支援が

得られる環境を整えている。さらに、これらの寮は講義室等を備えており、多様な背景を

持つ学生達が「共に暮らし共に学ぶ」ことで相互理解を深めることを目的として、双方向

的なコミュニケーションを誘発する様々な課外プログラムや自主活動に取り組むことも

できる。なお、COVID-19 への対応・対策の一環として、感染により居住地の確保に支障

をきたした一部の学生に対し、他の入寮生への配慮を十分に講じた上で一時的な入寮を認

める形での支援を行った。 

 

○経済的支援 

外国人留学生の定員枠を設ける学部（経営情報学部、国際人文学部、福祉総合学部、メ

ディア学部、観光学部）に入学及び在籍する外国人留学生で、他の機関から奨学金給付等

を受けていない者に対して、年間授業料の 30％を減免する JIU 外国人留学生授業料減免

制度を設けている（資料 5-8【ウェブ】）。また、学部に在籍する外国人留学生のうち、成

績及び人物に優れ他の学生の模範となる者に対して、本学教職員の業務補助に携わるワー

ク・スタディ・プログラム制度を適用し、奨学金を授与する機会とする（資料 7-21）。さ

らに、本学の留学生宿舎とは別に、キャンパス周辺地における賃貸住宅物件の契約を希望

する留学生に対しては、留学生住宅総合保障制度の利活用を認めるなど、入居手続きに係

る支援も行う。 

 

○キャリア形成・就職支援 

キャリア形成・就職センターは、留学生に向けて、日本での就職活動及び在留資格の変

更に係る個別ガイダンスや講習会等を年に 4 回開催する。また、SPI 等の対策にも注力し、

あらかじめ試験環境に慣れるための支援として、テストセンター型と自宅受検型の模試プ

ログラムを導入した。2021（令和 3）年度の外国人留学生の就職決定率は 88.2％で、グロ

ーバル化に対応した支援実績の一つとして評価できる（資料 7-22【ウェブ】）。中期計画に

は、外国人留学生の就職率の維持・向上を掲げており、学外の就職支援機関とも連携しつ

つ、民間企業等の求人開拓に特に力を入れていく。 

 

○正課外活動における支援 

本学の留学生は、留学生センターを窓口として、スピーチコンテストのほか地域社会や

NPO 法人が主催する国際交流会等に参加し、母国の文化や風習、伝統芸能を披露するなど

国際理解の促進に積極的に取り組む。また、地元の小学校や高等学校が主催する国際理解

に係るイベントやセミナー、語学の授業等に協力するほか、保育園が主催するクリスマス

イベント等に参加するなどして、豊かな人間性の涵養、汎用的能力の向上等にも繋げてい

る。留学生の支援や交流を目的とする学生任意団体である J-Bridge（日本語教育研究会）

を中心に、入学式と連動させた留学生歓迎会、定期的な日本文化の体験イベント等を企画・

実施するなど、多くの留学生や日本人学生が自主的に参加できる交流活動の場を設けてい
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る。 

 

【各種意見・要望等を踏まえた学生支援の実施】 

学生支援の施策や各キャンパスの整備等については、学生参加型のワークショップや在

学生・卒業生対象の意識調査を定期的に実施することでより広く学生の声を集め、学生目

線による意見やアイデア等を集約して活用する。 

学習面においては、Microsoft アカウントを全学生に支給することで学業全般の支援に

繋げてきたほか、2020（令和 2）年 9 月より、課題やレポート等は manaba による電子形

式での提出へと全面移行させ、事務窓口での手続きを省くことで学生負担を軽減するとと

もに、紙資源消費の低減も目指す。 

学生生活面においては、2017（平成 29）年より同一法人の城西大学、城西国際大学、城

西短期大学が合同で「3J Festival」を東京紀尾井町キャンパスにて定期開催することとし

たほか、大学シャトルバスの新ルート開設や、ネットラウンジにおける学生サービスの拡

充等にも取り組む。 

加えて、COVID-19 の感染拡大が懸念される中、学生の学びを止めないための支援とし

て、2020 年 4 月より電子図書館「LibrariE(ライブラリエ)」サービスの導入、図書郵送貸

出サービスの実施、公式 Twitter による最新情報及び図書館活用方法の配信、2022 年 12

月には「EZproxy」を導入し、電子リソースへの学外からのリモートアクセスを可能とす

る環境を整備するなど、図書館サービスの拡充及び利便性の向上にも努めている（後出

p.97）。 

情報科学研究センターにおいては、全学の事務組織に先駆けて、ホームページ上に AI チ

ャットボット（本学マスコットをモチーフとしたくじらボット）を導入し、提供するサー

ビスや学内ネットワーク、パソコン等の質問に回答する仕組みを取り入れた。 

 

 以上のことから、本学は学生支援に係る大学としての各種方針に基づき、学生支援の体

制を整備するとともに、各種意見・要望等を踏まえた学生支援を適切に行っていると判断

する。 
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点検・評価項目③：学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。 

         また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく学生支援の適切性についての点検・評価の実施 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく学生支援の適切性についての点検・評価】 

本学は、学生支援部による新入生意識調査、在学生意識調査、及び卒業時意識調査、教

務部による学生授業評価を継続的に実施し、学生支援部は学生支援委員会、教務部は教務

委員会において集計結果に基づく現状分析を行い、年次計画の下で改善・向上に取り組む。

また、これらの分析結果を各学部・研究科へフィードバックすることで、それぞれの自己

点検・評価及び FD 等活動の質向上に繋げるなど、持続的な改善に努めている。 

 

【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

本学は、優秀な学業成績を修めた学生を顕彰する水田奨学生制度を設けており、経済支

援とモチベーション向上を目的として、次点とされた学習奨励賞の授与者にも奨学金給付

ができるように、2020 年度より当該制度の設計を変更した。これは、本学が独自に設ける

奨学生制度について継続的な点検を行い、その結果を踏まえて大学運営会議にて見直し案

を検討、審議を経て実現したことによる。 

国際分野における学生支援については、日本人学生の派遣及び留学生の受け入れ状況、

派遣・受け入れに係る環境の整備状況、各プログラムの実施状況、国際ネットワークの整

備状況等について、国際教育センター及び国際教育委員会の下で総括と点検を行う。目に

見える成果の一つとして、独立行政法人日本学生支援機構の 2019 年度海外留学支援制度

に本学全体で 24 プログラム（2,887 万円）が採択されたことがあげられ、返済不要の奨学

金として、本学独自の留学プログラムへの参加を希望する学生への経済支援として大きな

役割を果たした。2020 年度は同制度の仕組みが変更されたことを受け、中・長期留学の支

援プログラムへと移行する形で 8 プログラム（1,078 万円）、2021 年度は 11 プログラム

（3,595 万円）、2022 年度は 15 プログラム（3,720 万円）が採択されている（資料 7-7）。 

 

以上、本学は学生支援部が実施する各種の意識調査、教務部が実施する学生授業評価等

を検証すべき指標として位置づけ、学生支援の適切性について定期的に点検・評価を実施

する。さらに、IR 推進室がこれらの教学関連情報を分析し、執行部向けの研修会や全学の

FD 等でフィードバックを行う。このような一連の取り組みをもって、改善・向上に向け

た施策を適切に展開していると判断する。 
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（２）長所・特色 

本学は、掲げる理念・目的等を踏まえて学生支援に係る諸方針を明示し、学生からの意

見や要望を組み込む形で各種支援策を講じている。それらのうち特徴的なものは、以下の

通りである。 

国際大学ならではの修学支援として、多彩な留学プログラムと奨学金制度を整備し、独

立行政法人日本学生支援機構が公表した「2018 年度協定等に基づく日本人学生留学状況

調査結果」（2020 年 4 月公表）において、全国 18 位という高い水準に位置付けられる成

果をあげた。また、同機構が公表した「2019 年度外国人留学生在籍状況調査結果」（2020

年 4 月公表）において、在籍する外国人留学生数は全国 24 位と、こちらも高い水準に位

置付けられるものであった。いずれも、国際大学として学生の派遣及び受け入れに係る支

援体制の拡充を図ってきたことによる成果である。 

社会情勢に適合した就職支援として、従来の就職支援体制の抜本的な見直しを行い、こ

れまで蓄積してきた就職関連情報や人的ネットワークを学内で共有し、同窓会等との連携

による就職支援、社会で活躍する卒業生との交流会等の機会提供など、本学の学生が多様

な進路を選択できる仕組みを再構築した。また、個別就職相談や、民間企業及び諸団体と

連携した説明会開催等の機会拡充、企業や諸団体との良好な関係の構築、並びに新規及び

継続的な求人枠の獲得、短・長期のインターンシップへの参加機会の拡充、公務員試験対

策講座の開講及び各種資格取得の支援強化等に引き続き取り組む。さらに、外国人留学生

の就職率を向上させるため、学外の就職支援機関との連携強化を図りつつ、民間企業等の

求人開拓にも力を入れる。経年の効果測定の分析結果を基に、2021（令和 3）年度には、

新たに株式会社マイナビと提携する形で MATCH plus、全国一斉 WEB 模擬テストを導入

するなど、就職活動の変容に対応する支援サービスの拡充を進めている。 

 

（３）問題点 

学生支援に係る課題として、学生の意識や生活スタイルの変化に伴う新たなニーズへの

対応がある。メンタルヘルス、ハラスメントなど、生活相談やカウンセリングの利用者が

増加傾向にあることに着目し、学生からの相談、要望、意見、苦情等を学生相談室やアド

バイザー教員等の窓口で適切に対処しつつ、必要に応じて関連部署との速やかな情報共有

や連携を図りながら、オンライン対応も併せてより迅速に対応、回答できる体制を新たに

整える必要があると認識している。また、COVID-19 の感染拡大による影響を受けて、学

生及び保護者の経済的負担増も顕在化し始めていることから、奨学金制度や授業料減免制

度の拡充に努めつつ、その有効な運用のために ICT を活用して、学生・保護者へのわかり

やすく迅速な情報提供、及び諸般事務手続きの簡便化に向けてオンライン活用を更に進め

ていく。 

本学は、学生支援部の下、学生支援委員会による毎年度の検証と改善に取り組む。中期

計画に基づく支援策を着実に実施しつつ、今後はこれまで以上に、アンケート調査等によ

る学生実態の把握に注力し、学生ならではの視点を一層重視した形での支援の改善・充実

に取り組む。 
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（４）全体のまとめ 

本学は、学生募集に係る施策の一環として、多様な学生の受け入れに力を入れてきた。

多彩な才能を持つ入学希望者を評価し、受け入れるための入学試験制度を整備、運用して

きた結果、本学に在籍する日本人学生の出身地は全国 47 都道府県に及ぶ。また、外国人

留学生や外国籍生徒の受け入れにも積極的に取り組み、キャンパスの国際化を進めている。

学生支援も、このような施策に対応させて、多様性や個性に十分配慮した入学から卒業ま

での一貫した支援策を講じてきたが、今後の持続的な改善・拡充を念頭に置いた上で、従

前には見られなかった問題や課題が生じる可能性にも十分留意する必要がある。 

COVID-19 への対応・対策として、全学の情報科学実施委員会及び教務委員会により、

大学全体の授業方針を決定し、各種マニュアルの整備をはじめ、学修環境面での支援に注

力した。また、経済面においては、全ての学生に一律 5 万円の臨時奨学金を支給し、ICT

環境を整えるための支援を皮切りに、事態の長期化及び社会情勢に鑑み、家計の困窮者を

対象とする学びの継続のための緊急コロナ特別奨学金（経済支援奨学金）を創設、学費納

入期限を延長するなどの策を講じてきた。生活面においては、千葉東金キャンパスを会場

とするワクチンの職域接種を行い、接種を受けた学生に対して栄養補助食品の配布を実施

した。今後も、適宜状況を把握しながら適切な策を講じる。 

全ての学生及び教職員が、今日的な多様性についての理解を更に深めていくことを前提

に、より広い視野からの多角的な学生支援策を起案・実行し、改善を重ねていく。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 8 章 教育研究等環境 

93 

 

第８章 教育研究等環境 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備 

するための方針を明示しているか。 

評価の視点１ 

大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた教育研究等環境に関する方針の

適切な明示 

 

【大学の理念・目的、学部・研究科の目的等を踏まえた教育研究等環境整備方針の明示】 

本学は、国際を冠する総合大学にふさわしいキャンパス環境を創出するとともに、多様

な背景をもつ学生・教職員が快適なキャンパスライフを送ることができる環境の整備に向

け、「教育研究環境の整備に係る方針」を以下の通り明示し、各キャンパスの教育研究等環

境の整備を進めている。 

 

教育研究環境の整備に係る方針 

城西国際大学は、建学の精神、教育理念、教育目標、中期計画、学部・研究科の教育

研究上の目的等の実現に向け、以下の方針に沿って、本学の施設・設備の計画的な整備

及び拡充に努めます。 

 

①教育課程の規模や特性等に十分配慮した上で、安全・衛生を確保した校地・校舎、 

教室の整備、情報通信環境の拡充に努める。 

②本学学生の学修及び教員の教育研究活動に資するために、相応の水準を満たす蔵書、 

学術情報サービス、個別・グループによる学習室等を備えた図書館の運営に努める。 

③教員の教育研究活動に適した研究費・研究室の提供及び研究専念時間の確保に加え 

て、競争的資金の獲得支援、研究助成制度、ティーチング・アシスタント制度等に 

よる研究支援体制の拡充に努める。 

④関係法令及びガイドラインを踏まえた研究倫理に係る諸規程等を整備するとともに、 

コンプライアンス体制の構築及び拡充に努める。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

また、中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）において「研究力」の強化を掲げ、本

学を特色付ける研究領域を再構築し、研究成果を創出して、その成果を国内外に公表し、

相互研鑽の研究拠点として、社会に貢献する研究環境を創出することを明示する。最高管

理責任者である学長のリーダーシップの下で、戦略的な展開とコンプライアンスの徹底を

両立させることを目的として、2021（令和 3）年度に研究推進・社会貢献部を事務機構の

中に設置し、担当部長（教員）並びに担当課長（職員）による教職協働の体制下において、

教育研究活動に対する持続的な支援体制の強化に取り組む。大学基本情報の中に、研究に

関する項目を置き（資料 2-16【ウェブ】）、研究倫理に係る情報及び関係規程を集約し、学
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内外に公表する（資料 8-1【ウェブ】）。本学における研究費の運営及び管理についても、

関係規程及びガイドラインを公表し、事務処理に関する窓口を総務部経理課と定めて、手

続き方法を明示する（資料 8-2【ウェブ】）。 

 

以上のことから、本学は中期計画に掲げる「研究力の強化」の下、「教育研究環境の整備

に係る方針」を定め、学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備

することを適切に明示していると判断する。 

 

点検・評価項目②：教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、 

かつ運動場等の教育研究活動に必要な施設及び設備を整備しているか。 

評価の視点１ 

施設、設備等の整備及び管理 

◆ネットワーク環境や情報通信技術（ICT）等機器、備品等の整備、情報セキュリテ 

ィの確保 

◆施設、設備等の維持及び管理、安全及び衛生の確保 

◆バリアフリーへの対応や利用者の快適性に配慮したキャンパス環境整備 

◆学生の自主的な学習を促進するための環境整備 

評価の視点２ 

教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取組 

 

【教育研究等環境に係る方針に基づく施設・設備等の整備】 

○キャンパス環境 

本学は、263,932 ㎡の校地面積と 95,599 ㎡の校舎面積を保有しており、大学設置基準第

37 条（校地の面積）に基づき、収容定員 6,410 人に対して必要とされる面積（校地 64,100

㎡：、校舎 43,069 ㎡）を十分に上回っている（大学基礎データ・表１）。 

本学の校地は、第 3 章で述べた（前出 p.23）通り、千葉県東金市の千葉東金キャンパス、

東京都千代田区の東京紀尾井町キャンパス、千葉県鴨川市の安房キャンパス（2022（令和

4）年 3 月まで）等からなる。本学は、各キャンパスの特性や教学展開を活かした運営を

重視しており、中期計画に掲げるように、創立 30 周年を契機として時代に適した教育研

究環境の整備に力点を置く。2022 年 4 月に、安房キャンパスで展開する観光学部の教育

組織を千葉東金キャンパスへ移転し、郊外型の東金キャンパスと都心型の東京紀尾井町キ

ャンパスに教育研究資源を集約した。このキャンパス移転事業により、観光学部は、都市

観光、地域観光の両面を学ぶ教育スキームを整え、新たな地域・社会連携の下、実践的な

教育価値の更なる向上を目指す。併せて、総合大学としての教育研究環境を充実させるこ

とで、他学部においても相乗的な効果を期待する。東京紀尾井町キャンパスにおいては、

人と情報のシームレス化を目指し、いわゆる専門分野という垣根を越えたスマート教室を

コンセプトとする 2 号棟の建て替えを計画・実行し、2022 年 3 月に竣工した。これを本

学の新たな教育研究拠点として、学生が知識と感性を互いに刺激し合える最新の教育研究

環境を提供する（資料 8-3【ウェブ】）。 
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COVID-19 への対応・対策の一環として、2022 年 4 月よりハイフレックス型の授業を

実施できるよう Panasonic 社製機器を教室に配備し、学生個々の状況に応じて対面とオン

ラインの双方での受講が可能な環境を整備した（資料 8-3【ウェブ】）。 

本学は創立 30 周年記念事業として、前述の 2 号棟建て替えやハイフレックス型授業の

環境整備を筆頭に、計画的なキャンパス環境の整備に取り組む。2021 年 3 月には、千葉

東金キャンパスに隣接する高円宮殿下記念スポーツパークのサッカー場人工芝の全面張

り替え、2022 年 9 月には、Flexible Learning Studio＠Library をコンセプトに図書館ラ

ーニング・コモンズの設備及び機能の拡充を完了した（資料 8-3【ウェブ】）。半導体不足

により当初スケジュールが遅延したものの、2023 年度には研究成果発表等における機能

の強化を目的として水田記念ホールの設備拡充を行うとともに、課外活動の安全と快適な

実施環境を確保するためにスポーツ文化センターの空調設備リニューアルを実施する。さ

らに、開学以来、「美しいキャンパス」として親しまれてきた千葉東金キャンパスを、「安

心で美しいキャンパス」へと発展・維持するために「JIU エクステリアリノベーションプ

ロジェクトチーム」を設置した（資料 8-4）。2022 年 6 月より活動を開始し、具体的に（1）

キャンパス内緑化整備、（2）自然資源マップ作製、（3）キャンパス貯水池の環境衛生的管

理を担い、資源保全活動のみならず、教育研究及び学生・地域サービスへの活用も図るこ

とで、本学の広報活動の活性化も担う。 

 

○施設・設備等の維持・管理、整備等 

本学は、総務部を主管部署として、施設・設備等の維持・管理、継続的な整備等に取り

組んでおり、学内設備管理委託企業及び学内警備委託企業とも提携して綿密な維持・管理

体制を敷く。年次計画に基づき実施する施設・設備等の保守点検、休業期間も含めた日常

的な学内巡回等により、安全面及び衛生面の問題を常時把握し、これを是正・改善する体

制を強化する。なお、耐震面における安全管理については、キャンパス内の全ての建物は

建築基準法に基づく現行の耐震基準を満たしており、現時点において耐震補強を要する建

物はない（資料 8-5【ウェブ】）。また、千葉東金キャンパスは、災害発生時における東金

市の避難場所に指定されており、東日本大震災の際には、避難収容所としての機能も果た

した。学内には備蓄倉庫を設置し、災害の発生や非常時対応に備える。 

また、本学は「城西国際大学防災管理規程」を定め、防災に係る最高機関として防災対

策委員会を設置する（資料 8-6）。同規程の中で、地震、火災等による人的、物的被害を予

防ないし最小限に止めるための対応策に係る諸事項を定める。職員組織においては、少な

くとも年に 1 回、地震あるいは火災等の発生を想定し、通報、連絡消火、非常持ち出し及

び避難等の防災訓練の実施を通じて、防災全般に対する意識の向上に努めている。 

 

○ネットワーク環境等の整備 

本学は、学術情報システム部を主管部署として、学内におけるネットワーク環境を管理・

保全し、毎年度の事業計画に基づく整備を進める。また、全学的な機能を果たす組織とし

て情報科学研究センターを設置し、情報基盤の整備はもとより、情報倫理及び情報セキュ

リティの整備に注力するとともに、教育研究活動の情報化、ネットワーク化、国際化等を

積極的に推進する。2016 年度より中期的に計画していた情報ネットワークインフラの更
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新・増強の施策として、2021（令和 2）年 3 月、国立情報学研究所が構築・運用する学術

情報ネットワーク SINET（Science Information NETwork）に加入し、安定・高速な国内

回線（世界最高水準の 400Gbps 回線）による快適なアクセス環境を提供している。 

COVID-19 への対応・対策の一環として、教員対象のオンライン授業マニュアル作成、

サポートグループの立ち上げとスキル支援を実施した（資料 8-7）。併せて、学生向けの技

術支援も実施し、情報科学研究センターのホームページにて、(1) 学内ネットワーク、(2) 

JIU portal、(3) manaba、(4) JIU Mail、(5) Microsoft 365、(6) Webex、(7) Panopto の

利用マニュアルを常時公開するとともに、問い合わせ用のメールアドレスを開示している

（資料 8-8【ウェブ】）。 

こうした取組は、各学部より選出した委員からなる情報科学実施委員会が企画・立案し、

その効果測定とともに PDCA サイクルを機能化させる形で改善・向上を促進する。2020

（令和元）年 9 月には、当該委員会の下に、「次期基幹事務システム選定のためのワーキ

ンググループ」を設置し、学術情報システム担当部長（兼学長補佐）及び情報推進担当課

長を責任者として、(1) 現状の課題、次期基幹事務システムの全体像、スケジュール等の

共通認識の醸成、(2) 次期基幹事務システムのコスト及びベネフィット分析による選定、

(3) 新基幹事務システムへの移行準備、(4) 新基幹事務システムの稼働とフォローアップ

などの活動を行い、2022 年 4 月のクォーター制開始に対応する形で、基幹システムの選

定・導入・運用を着実に進めた（資料 8-9）。 

なお、「学校法人城西大学改革計画 2022-2024」には「情報基盤の改善」を掲げており、

同一法人の城西大学とも連携して、より効率的なネットワーク環境等の整備に取り組む

（資料 1-15）。 

 

○学習環境の整備・バリアフリー 

本学は、学生の多様な利用形態や学習スタイルの変化に対応する学習支援を目的として、

2022 年 9 月には、ラーニング・コモンズやスタディーエリアの拡充を実現した（資料 8-3

【ウェブ】）。学生の能動的学習を促す環境整備を進めるとともに、インターネットの普及

による図書館利用ニーズの変化にも対応し、コミュニケーション、プレゼンテーション、

メディア等の利用方法に応じた空間を提供する。また、図書館等の利用アンケートの集計

結果を踏まえ、カフェやラウンジなどの休憩空間を併設するなど、学生の要望を具体化す

る形での整備にも取り組む。 

バリアフリー環境の整備については、全てのキャンパスに車椅子対応のスロープ、エレ

ベータ、トイレを備え、千葉東金キャンパスでは障害者用の駐車スペースも確保している。

また、ノートテイカーの学生ボランティアあるいは介護福祉士資格を有する教育職員によ

る生活支援を通じて、修学面におけるバリアも可能な限り解消する。 

なお、COVID-19 への対応・対策の一環として、キャンパス各所に体温測定機能付きの

手指消毒器を設置するとともに、全教室での換気の徹底に加えて適宜アクリル板を設置、

さらに学籍番号でのグループ分けにより隔週での対面授業出席を促しソーシャルディス

タンスを確保するなど、学内での感染拡大の防止を徹底させてきた。 
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【教職員及び学生の情報倫理の確立に関する取組】 

本学は、学術情報システム部を主管部署として、「学校法人城西大学情報セキュリティ基

本規程」に基づき学内ネットワーク利用基準及び情報倫理基準を定め、学生便覧に掲載し

ている（資料 8-10、8-11【ウェブ】）。その中で、遵守事項及び法律上の禁止事項を明示し

ており、新入生向けオリエンテーションや新任教職員研修の折に詳細説明し、インターネ

ットの正しい利用方法やマナー、情報セキュリティ対策等について学内での周知を徹底さ

せている。また、本学独自のソーシャルメディアガイドラインを作成し、大学ホームペー

ジにて公表している（資料 8-12【ウェブ】）。 

 

以上のことから、本学は「教育研究環境の整備に係る方針」に基づき、施設、設備、キ

ャンパス環境等の整備及び管理を適切に行っていると判断する。また、教職員及び学生の

情報倫理の確立に係る取組にあっても、「学校法人城西大学情報セキュリティ基本規程」に

基づき、各種基準を定め、必要に応じて更新・追加するプロセスをもって、情報セキュリ

ティ意識の向上に向けて取り組んでいると判断する。 

 

点検・評価項目③：図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。 

また、それらは適切に機能しているか。 

評価の視点１ 

図書資料の整備と図書利用環境の整備 

◆図書、学術雑誌、電子情報等の学術情報資料の整備 

◆国立情報学研究所が提供する学術コンテンツや他図書館とのネットワークの整備 

◆学術情報へのアクセスに関する対応 

◆学生の学習に配慮した図書館利用環境（座席数、開館時間等）の整備 

評価の視点２ 

図書館サービス、学術情報サービスを提供するための専門的な知識を有する者の配置 

 

【図書館、学術情報サービス提供のための体制整備、及びそれらの機能状況】 

 本学は、「城西国際大学水田記念図書館の理念・目標」及び「城西国際大学水田記念図書

館資料収集方針」を定め、大学ホームページにて公表する（資料 8-13【ウェブ】、8-14【ウ

ェブ】）。本学の建学の精神「学問による人間形成」及び教育理念「国際社会で生きる人間

としての人格形成」を実現するため、学術情報基盤として、資料の収集・整備・保管、及

び提供を行うとともに、各種図書館や博物館、地域と連携し、充実した教育・研究支援環

境を継続的に発展させることを使命とする。また、本学での教育・研究成果を発信して学

術研究の進展に寄与するとともに、開かれた図書館として、地域社会における知の拠点と

しての役割を果たす（資料 8-15【ウェブ】）。 

現在、各々キャンパスに図書館を設置しており、2022（令和 4）年度の大学全体の所蔵

数は、図書 310,866 冊（内洋書 56,263 冊）、雑誌 404 タイトル（内洋雑誌 21 タイトル）、

電子ジャーナル 32,067 タイトル等である（大学基礎データ・表 1）。蔵書構築にあたって

は、各学部・研究科より選出した委員からなる図書委員会を設置し、各専門領域の意見と
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要望を反映させることで、本学の教育及び研究に必要な蔵書構成と蔵書数を整えている。 

電子ジャーナルについては、本学の学部・大学院に即した分野のタイトルを選定・収集

しており、ディスカバリー・サービス「WorldCat Discovery」を用いることで、本学が契

約する電子ジャーナル（Nature、ScienceDirect、American Chemical Society、Oxford 

University Press、Wiley 等）の掲載論文を、統合検索して閲読することができる。 

データベースについては、ProQuest 等のアグリゲータ系データベース、朝日新聞クロ

スサーチ等の新聞記事データベース、JapanKnowledge の辞書・事典類データベースを中

心に、基本的なデータベース・ツールを提供し、電子書籍も積極的に収集する。 

国内外の学術情報の相互提供システムの構築に関しては、国立情報学研究所（NII）の

NACSIS-CAT/NACSIS-ILL や Online Computer Library Center , Inc .（OCLC）といっ

た図書館間ネットワーク等に参加するとともに、私立大学図書館協会や大学図書館コンソ

ーシアム（JUSTICE）等の加盟館として、国内外を問わず他大学・機関と様々な図書館間

相互協力を推進する。 

利用者の利便性については、蔵書検索システムである水田記念図書館 OPAC（Online 

Public Access Catalogue）システムにより、学内外に向けて蔵書情報等を提供する。同シ

ステムは、他機関の検索サイト「CiNii Books」、「CiNii Articles」、「IRDB」、「NDL サー

チ」、「WorldCat」とリンクし横断検索などの機能を備える。また、各々のキャンパスで電

子ジャーナル及び学術情報データベースの利用講習会を開催し、利用方法や活用事例を紹

介することで利用促進に努めるほか、大学ホームページでの情報公表と併せて公式

Twitter による情報発信を行い、新規サービスや電子資料収集の方法などを掲載した図書

館だよりを定期的に発行する。近年では、国立国会図書館デジタル化資料送信サービス、

図書郵送貸出サービス、電子図書館「LibrariE(ライブラリエ)」サービスの導入等により、

利便性の更なる向上と利用者増へと繋げている。 

なお、COVID-19 への対応・対策の一環として、2022 年 12 月より「EZproxy」を導入

した。水田記念図書館が契約している電子リソース（データベース、電子ジャーナル、電

子ブック）を対象に、学生並びに教職員が学外からのリモートアクセスを可能とする環境

を整備し、利用者サービス及び利便性の向上を実現した（資料 8-16）。 

図書館の利用環境については、多くの利用者の多様なニーズへの対応に配慮しており、

日曜日・祝日（授業実施日の祝日は通常開館）、及び春夏冬の休業期間中の一定期間を除く

日を開館日とする。平日は、キャンパスごとに開館時間を設定し、原則的に 20 時まで利

用可能とする。土曜日は毎週開館し、9 時から 17 時まで利用できる。座席は、全学で 902

席（東金 775 席、紀尾井町 89 席、安房 72 席（2022 年 3 月迄））を設け、情報検索設備と

して全学で 101 台（東金 69 台、紀尾井町 17 台、安房 15 台（2022 年 3 月迄））のパソコ

ンを設置する。2022 年 9 月には、Flexible Learning Studio＠Library をコンセプトに、

学生同士のグループワーク・教え合い・研究・創造がワンストップでできる、ICT を活用

したアクティブ・ラーニングのためのスペースを新たに設けるなど、学生達の相互的な啓

発を促す環境整備に継続的に取り組む（資料 8-3【ウェブ】）。 

2019（令和元）年度の累積入館者数は 3 館合計で 180,741 人を数えたが、2020 年度は

8,142 人、2021 年度は 56,623 人に留まる。このような著しい減少は、新型コロナ禍によ

る構内立ち入り制限や、オンラインサービス普及の影響によるものである。今後は、図書
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の宅配サービスや電子図書の充実を図ることで、利用者の新しいニーズに応えていく。 

 

【図書館、学術情報サービス提供のための専門的な知識を有する者の配置】 

司書資格を有するレファレンス担当者は、利用者の学習・研究・調査等の目的に応じて

必要な情報・資料を提供するだけではなく、一部の図書館リテラシー教育や図書館ガイダ

ンスにも携わるほか、年間行事の企画・立案や広報活動等の図書館運営にも参画する。選

書・収書においては、教員（研究者）による専門分野の選書は、大学の教育・研究を特徴

付ける蔵書構築をもたらす。一方で、図書館員による選書は、利用動向を踏まえつつ分野

構成のバランスを取り、さらに蔵書を点検・再構築することで、魅力ある蔵書資料を保持

する役割を果たす。 

 

 以上のことから、本学は「城西国際大学水田記念図書館の理念・目標」及び「城西国際

大学水田記念図書館資料収集方針」の下、学術情報基盤として、資料の収集・整備・保管、

及び提供に係る学術情報サービスを提供するための体制を備えており、それらは適切に機

能していると判断する。 

 

点検・評価項目④：教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の 

促進を図っているか。 

評価の視点１ 

研究活動を促進させるための環境及び条件等の整備 

◆大学としての研究に対する基本的な考えの明示 

◆研究費の適切な支給 

◆外部資金獲得のための支援体制の整備 

◆研究室の整備、研究時間の確保、研究専念期間の保障等 

◆ティーチング・アシスタント（TA）、リサーチ・アシスタント（RA）等の教育研 

究活動を支援する体制 

◆オンライン教育を実施する教員からの相談対応、その他技術的な支援体制 

◆安全保障輸出管理体制の構築と学内における諸規程の整備 ※オリジナル項目 

 

【支援環境・条件等の整備による教育研究活動の促進】 

○研究に対する基本的な考えの明示 

本学は、中期計画において、本学を特色付ける研究領域の再構築、研究成果の創出、そ

の成果の国内外への公表、そして社会に貢献する研究環境の創出を掲げる。重点項目とし

て、(1) 研究成果の「創出」と「発信」、(2) 研究資金力の強化を挙げ、総合大学ならでは

の多様な研究力を引き出す研究環境、及び学際的協力体制の整備を進める。本学は、研究

費・外部資金の獲得、研究室等施設の整備、教育研究活動の支援体制、安全保障輸出管理

体制の整備等を、教員の研究活動支援のために必要な環境あるいは要件であるとの認識の

下、それぞれの見直し、充実に努めている。 
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○研究費・外部資金の獲得 

本学は、研究水準の維持・向上、研究の高度化に資することを目的として、専任教員に

個人研究費及び研究旅費を交付し、個別の日常的な研究活動を助成する。これに加えて、

学長所管研究費研究奨励制度を設ける（資料 8-17）。同制度は、本学教員が個人または共

同で行う特定の学術研究を発展させ、もって本学の研究水準及び学部教育の向上を目的と

するものである。また、2020（令和 2）年度より、新たに学長経費事業助成制度を創設し、

中期計画の達成、例えば学部・研究科、部局等の教育改革や地域貢献の更なる促進を資金

面からサポートする（資料 8-18）。 

外部資金獲得に向けた支援強化のため、2021 年度に研究推進・社会貢献部を事務機構の

中に設置し、担当部長（教員）並びに担当課長（職員）による教職協働の体制下において、

外部資金に係る情報等を一元的に収集・管理して教員に迅速に提供し、それらの申請に際

しての内容説明や申請書類作成等の支援、アドバイザリー体制の整備等を行う。加えて、

産学官の連携事業あるいは共同研究、受託研究等を推進し、各種の支援体制の更なる充実

を目指す。 

また、本学の創立 30 周年記念事業の一環として、企業、自治体、研究機関等との連携、

すなわち産学官連携活動の活性化を図り、共同研究、受託研究を推進することを目的に、

「城西国際大学研究シーズ集」を発刊した（資料 8-19【ウェブ】）。これを大学ホームペー

ジにて公表するとともに、2022 年 11 月に開催した創立 30 周年記念式典において来場者

に配布するなど、本学の研究成果を広く社会に還元し、地域社会・地域産業の課題解決等

に寄与する活動に力を入れる。 

 

○研究室等施設の整備 

教員研究室は、各々のキャンパスに設け、室内には基本備品を配置している。教授及び

准教授は一人 1 部屋、助教は共同研究室（二人 1 部屋）を原則とし、大学設置基準に準拠

する形で全ての教員に研究室を割り当てている。可能な限り同一の学部・学科でまとまる

ように教員研究室を近接配置し、研究や教育指導の質の確保を図る。また、東金キャンパ

スにおいては、各学部の研究教育施設を可能な限り棟ごとにまとめている。具体的には、

主にA棟にメディア学部の研究ラボ、C棟に福祉総合学部理学療法学科の実習・実験施設、

K・L・M 棟に薬学部の実習・実験施設及び薬学くすり文化資料室、N 棟に看護学部の実

習・実験施設を設置しており、引き続きキャンパス内における研究拠点の集約化に努める。 

 

○教育研究活動の支援体制 

本学は、専任教員の出校日を週 5 日とし、うち講義の配置日は 4 日で、研究日を 1 日設

けることで恒常的な研究時間を確保する。また、本学業務規則第 84 条において、授業担

当責任コマ数を半期 6 コマと定め、過度な授業負担を抑制することで適切性を担保する

（資料 6-5）。なお、定めに従って、大学院生の TA（前出 p.84）を活用することができる。 

教員が研究に専念できる期間は、主に夏季休業期間の約 30 日間、冬季休業期間の約 14

日間、2 月・3 月の授業及び試験期間外の約 30 日間、合わせて約 74 日間（1 年）がこれ

に該当する。また、教育研究活動に係る能力の向上や、本学の教育、研究及び大学行政へ

の貢献を目的として、海外派遣制度を設ける（資料 8-20）。 
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○安全保障輸出管理体制の整備 

本学は、「城西国際大学安全保障輸出管理規程」を定め、適切な管理体制を構築・整備す

ることにより、本学における輸出管理を確実に行い、もって国際的な平和及び安全の維持

の観点から我が国の教育研究機関として国際的責任を果たす（資料 8-21）。研究機材や化

学物質、微生物等の輸出（海外渡航時の持ち出し）、海外の政府や各国の研究機関・団体・

企業等が関係する受託研究や共同研究、海外等の企業への技術指導、海外からの研究員や

留学生等の受け入れ、研究過程での海外研究者とのデータや資料の交換等、外為法に基づ

く安全保障貿易管理上の規制対象については、経済産業省への許可申請に伴う学内手続き

を明確に定めるとともに、不用意な輸出（流出）や持ち出し及び提供（漏洩）が生じない

ように努める。 

 

以上のことから、本学は教育研究活動を支援する環境、条件及び関係規程を適切に整備

し、教育研究活動の促進を図っていると判断する。 

 

点検・評価項目⑤：研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。 

評価の視点１ 

研究倫理、研究活動の不正防止に関する取組 

◆学内諸規程の整備 

◆教員及び学生に対するコンプライアンス教育及び研究倫理教育の定期的な実施 

◆研究倫理に関する学内審査機関の整備 

 

【研究倫理遵守のための措置・対応】 

本学は、「城西国際大学における公正な研究活動の推進に関する規程」、「研究倫理に係る

規程」、「城⻄国際⼤学における研究費の運営及び管理に関する規程」等を定め、研究活動

を推進する（資料 6-4、8-22、8-23）。このことは、研究者自身の規律、また研究機関や教

員コミュニティの自律を基本とするものであるが、学部長あるいは研究科長等のコンプラ

イアンス推進責任者がリーダーシップを発揮し、研究活動及び研究費等の運営・管理に係

る不正行為の防止、公正な研究活動の推進等に向けて、広く研究活動に携わる者を対象と

して、求められる倫理規範の修得を目的とする研究倫理教育を定期的に実施する。加えて、

研究倫理に係る規程の適正な運用と併せ、研究倫理に反する行為、不当または不公正な扱

いを受けた者からの相談、あるいは研究者自身に対する侵害行為に係る対応等を目的とし

て、外部委員を交えた全学的な研究倫理委員会を設置する。当該委員会は、研究活動に携

わる者に対し、本学において実施しようとする研究が、法的もしくは倫理的、社会的な問

題を引き起こすことがないよう、必要な措置を講じることを周知するとともに、啓発活動

に係る計画を策定、実施する。 
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「城⻄国際⼤学における研究費の運営・管理の責任体系」（資料 8-24 より） 

 

2019（令和元）年度より、本学の専任教員及び研究支援に従事する事務職員に対して、

一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）の e ラーニング・プログラムの受講を義務付け

るなど、研究倫理の遵守に向けた措置を適切に講じる（資料 8-25）。さらに、本学の「公

正な研究活動推進ハンドブック」を用いて、全ての構成員に向けた周知を徹底する（資料

8-26）。 

 

以上のことから、本学は研究倫理遵守のために必要な規程及び組織を設置し、最高管理

責任者の下で、適正な運用を行っていると判断する。また、本学の専任教員及び研究支援

に従事する事務職員に対して e ラーニング・プログラムの受講を義務付けることで、コン

プライアンス教育及び研究倫理教育を定期的に実施している。 
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点検・評価項目⑥：教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。 

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠(資料、情報)に基づく教育研究等環境の適切性についての点検・評価の実施 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく教育研究等環境の適切性についての点検・評価】 

本学は、教育研究等の環境整備にあたり、総務部を主管部署として、学術情報システム

部及び学生支援部等との連携の下、それぞれの所掌領域に応じたキャンパス環境の適切性

を日常的に点検する体制を整える。 

施設、設備等の維持・管理については、総務部が各種法令等で必要とされる定期点検を

実施する。総務部は、この定期点検の結果を、修繕や管財部門で実施する更新計画の優先

順位に反映させる。安全管理については、学内設備管理委託企業及び学内警備委託企業と

提携する形で綿密な維持・管理体制を整えており、年次計画の下で実施する施設・設備の

保守点検、休業期間も含めた日常的な学内巡回等により、安全面及び衛生面の問題を速や

かに把握、対応する。 

情報基盤等の環境整備については、学術情報システム部が各種基準やマニュアルを整備

し、大学ホームページやオリエンテーションにて周知、啓発を図ることで、学生及び教職

員に対して安全・安心な情報ネットワークの利用環境を提供する。定期的に開催する全学

的な情報科学実施委員会において、より質の高い教育研究活動の実現を目指す企画を立案

し、各学部・研究科から吸い上げた意見や要望の検討、また効果測定も併せて行うことに

より、全学規模での PDCA サイクルを機能化させている。 

図書館の業務計画及び運営、図書館資料の収集については、「水田記念図書館に係る規

程」に基づき、各学部・研究科より選出した委員からなる図書委員会にて審議し、図書館

の利便性及び学生サービスの向上を目的として、職員が幅広い連携を図ることで恒常的な

改善に取り組む。当該委員会は、各専門領域の意見や要望を踏まえて幅広い分野から図書

の選定・収集を行い、本学の教育及び研究に必要な蔵書構成と蔵書数を実現する。また、

電子ジャーナル、データベース契約については、利用統計に基づく利用頻度の可視化に取

り組み、図書委員を通じて各学部・研究科の教員に周知するとともに、電子ジャーナルや

データベース利用に関する講習を実施するなど、利便性に対する認識の向上に努めている。 

研究活動については、「研究倫理に係る規程」に基づき、全学的な研究倫理委員会を設置

する。当該委員会の下に研究倫理審査委員会を置き、本学における研究の実施またはその

継続の適否、そのほか研究に係る必要な諸事項について、外部委員を交えて、倫理的及び

科学的な観点からの審査を実施することで適切性を担保する。また、研究推進・社会貢献

部は、論文投稿数や外部資金の受け入れ状況等、経年での比較分析、他大学との比較、ベ

ンチマークの設定等を可能とする定量分析のための項目を実績評価の指標として設け、継

続的な自己点検・評価活動に結び付ける。 
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【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

本学は、中期計画や創立 30 周年記念事業と連動させて、時代に適した教育研究環境等

の整備に取り組む。2022（令和 4）年 4 月に、安房キャンパスで展開してきた観光学部の

教育組織を千葉東金キャンパスへと移転し、千葉県東金市の郊外型キャンパスと東京都千

代田区の都心型キャンパスに教育研究資源を集約した。その中で、これまで以上に多層的

な教育を展開し、総合大学ならではの強みを更に可視化させていく。また、施設改修の観

点から、東京紀尾井町キャンパス 2 号棟の建て替えに着工し、2022 年 3 月に竣工した。

同棟を人と情報のシームレス化、いわゆる専門分野という垣根を越えた本学の新たな拠点

とすることを目指し、学生が知識と感性を互いに刺激し合える最新の教育研究環境を提供

する。 

 オンラインを活用する今日的な教育研究に耐え得るネットワーク環境及び基盤整備に

ついて、その必要性をいち早く捉え、2018（平成 30）年度より 2 カ年計画で学内ネット

ワークの伝送能力の向上、ファイアウォールの更新によるセキュリティ強化、無線 LAN

のアクセスポイント増設等に着手し、着実に実現させてきた。また、新たに Office365 や

manaba といったツールを全学的に導入することで、時代の流れを取り入れた学習環境を

整え、より質の高い教育研究活動の実現に繋げている。 

 学生の課外活動を支える基盤整備として、水田記念球場（千葉県東金市）におけるロッ

カールームやウエイトルームの改装、東金キャンパス・グラウンドのソフトボール場及び

陸上トラックの整備等を実現した。引き続き、2022 年 4 月に新たに設置したスポーツ推

進機構による構想及び整備計画に基づき、課外活動環境の更なる改善・向上に注力する。 

各種の図書資料や購読タイトルの選定は、経年の閲覧回数や他大学における購読状況を

指標として、個別の運用改善やサービス向上に関しては、入退館データや利用者アンケー

トの結果等の統計データを指標として判断する。また、利用者の意見や要望に応える形で、

ラウンジサービスの拡充も併せて進めていく。 

 科学研究費を含む外部資金の獲得に係る支援として、研究推進・社会貢献部では、申請

実績や集計データを学部・研究科にフィードバックするとともに、新たな研究支援プログ

ラムの案内及び解説、現行制度に係る意見交換等を主導する。2022 年度からは全学的なア

ドバイザリー制度を起動するなど、支援体制の更なる充実を実現させている。 

 

以上のことから、本学は教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行い、

その結果をもとに改善・向上に向けた取組を実施していると判断する。 
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（２）長所・特色 

本学における研究の質の維持・向上を目的として、教員一人当たりの基盤的研究費（基

礎額）を確保しつつ、外部資金の申請・獲得の更なる増加を目指して、教員及び組織の評

価結果を教員個人研究費に反映させる分配システムを 2021（令和 3）年度より導入した。

この基礎額をベースとして、外部資金の獲得や研究業績の状況に基づき加算・減額するこ

とで、外部資金への応募・獲得に対するインセンティブを高めるほか、教育方法の改善、

地域連携による研究促進、高度な学術共同研究等、特色ある学術活動への助成システムの

整備を更に進めていく。 

 

（３）問題点 

不確実性が増す現代社会においては、各種情報サービスが多様化する一方で、情報セキ

ュリティに係る問題も生じやすくなる。引き続き、電子化の推奨、利便性の高い学修環境

及びツールの整備を進めるとともに、学生がトラブルに巻き込まれることを最大限回避す

べく、ネットワーク利用に係る正しい知識とモラルの意識付けを導入教育として徹底させ

る。具体的には、学生支援部と入試部が連携して、リスク教育とコンプライアンス意識の

醸成を一体化させたプログラムを作成し、入学前教育として運用する。 

今後に向けて、学生及び教職員をはじめとする施設利用者の意見や評価を新たな整備計

画に反映させるために、施設整備に係る評価システムの構築は欠かせないと認識している。

現在、評価の指標や評価方法について検討しており、2023（令和 5）年度中の運用を目指

して準備を進めている。 

大学教員が取り組むべき教育・研究・公務は、大学運営にとっていずれも重要なもので

あるが、大学教育の質の担保及びニーズの多様化が進む中で、専任教員の教育と公務の比

重が増大している。また、公務の負担が特定の教員に集中する傾向を看て取れることから、

この点を改善する仕組みの構築について更に検討を重ねる。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、教育研究環境の整備に係る方針を定め、各々のキャンパスの特性や教学展開を

活かした環境整備を着実に実現している。当該方針に基づき、キャンパスの施設・設備や

情報ネットワーク環境等の整備、図書館や学術情報サービスを提供する体制整備等、本学

の学生及び教職員の諸活動に配慮した学内環境の整備に引き続き取り組む。 

施設・設備等の維持・管理、整備等については、ネットワーク環境の強化と新メールシ

ステムの導入により、ユーザーの利便性を向上させるとともに、情報システム運用管理の

責任体制を明確化し、情報セキュリティへの対応を強化する。また、施設のバリアフリー

化、安全管理の徹底、環境に配慮した取組等を更に推進し、その成果を点検・評価するこ

とで改善へと繋げている。さらに、学生の能動的学習を促すため、2022 年 9 月に図書館

にラーニング・コモンズを整備した。グローバルキャンパスの実現に向けて、学生サービ

スの一環として日・英 2 言語対応、事務組織における外国籍職員の配置、国際学生寮のサ

ービス拡充にも努める。 

COVID-19 への対応・対策については、「学びを止めない」をスローガンに掲げて取り組

んだ。学術情報システム担当部長（兼学長補佐）が管轄する全学組織である情報科学実施
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委員会により、いち早く Webex を主要ツールとする同時双方向型オンライン授業、

PowerPoint 及び YouTube を用いたオンデマンド授業の実施体制（アカウント付与を含む）

を整え、各種マニュアルを教員・学生向けに作成した。また、ICT スキルに長けた教員に

よるサポートグループを立ち上げ、スキル支援及び改善向上への取組に注力した。JIU 

portal や manaba といった修学支援システムの併用により、全体指導と個別指導を効率的

に織り交ぜながら、対面と変わらないきめ細かな指導を行う体制を整えている。 

図書館資料と利用環境の整備については、各学部・研究科の意見等を選書に反映させ、

本学の教育研究に資する蔵書構築に努め、水田記念図書館 OPAC システムにより、学内外

に向けて蔵書情報等を提供する。今後は、最新設備を導入し、現有資源を学習支援やレフ

ァレンスサービスの向上に効率的に役立てる計画である。なお、各々のキャンパスの図書

館の利用者データとアンケート調査結果に基づき、引き続き図書館の利用環境の改善に努

める。なお、COVID-19 への対応・対策の一環として、図書郵送貸出、電子図書館

「LibrariE(ライブラリエ)」、EZproxy 等のサービスを導入するなどの措置を講じること

で、学内における感染拡大の防止に努めている。 

研究活動を促進させるための整備として、研究推進・社会貢献部を新たに設置し、科学

研究費を含む外部資金の獲得に向けた施策として、本学独自の研究助成制度である学長所

管研究費も抜本的に見直すなど、教育研究活動の支援体制及び環境の整備を着実に進めて

いる。研究倫理に関しては、2019（令和元）年度より本学の専任教員及び研究支援業務に

従事する事務職員に対して、一般財団法人公正研究推進協会（APRIN）の e ラーニング・

プログラムを活用した研究倫理教育プログラムの受講を義務付けるなど、研究倫理の遵守

に向けた措置を適切に講じている。 

以上のように、本学は、掲げる理念・目的を踏まえて教育研究等整備に係る方針を明示・

共有し、それに基づいて施設・設備等の継続的な整備に取り組む。その適切性についても、

各学部・研究科あるいは学生をはじめとする利用者の声を踏まえつつ、定期的な点検・評

価に基づき改善・向上へと繋げている。その成果として、本学は、良好な教育研究等環境

を整備、提供できていると判断する。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第９章 社会連携・社会貢献 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会 

貢献に関する方針を明示しているか。 

評価の視点１ 

大学の理念・目的、各学部・研究科の目的等を踏まえた社会貢献・社会連携に関する方

針の適切な明示 

 

【社会連携・社会貢献に関する方針の明示】 

本学は、中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）において「地域連携・社会貢献力」

の強化を掲げ、次のように「社会連携・社会貢献に係る方針」を定める。 

 

社会連携・社会貢献に係る方針 

城西国際大学は、教育・研究資源を活用し、多様なステークホルダーと協働して社会の持

続的発展に貢献することにより、「地（知）の拠点」としての存在意義を高め、国際を冠

する総合大学として中核機能の拡充に努めます。 

 

①高い倫理観の下、地域及び国際社会のニーズに対応した先端的教育の提供、及び地域再 

生・活性化や産業イノベーション等につながる研究を推進し、支援する。 

②各キャンパスの特性を踏まえた産学官連携や海外協定校等との連携強化を図り、その

教育研究上の成果を積極的に発信することで、社会に対して適切に還元する。 

③健康で心豊かな生活の実現に向けた生涯教育、及び学び合うコミュニティの場を提供

し、地域のまちづくりやひとづくりに寄与する多面的な活動を展開する。 

④地域基盤型教育を推進し、地域の発展や課題解決に取り組む域学共創の機会を提供す

ることで、本学と地域の資源を活用した持続可能なまちづくりに貢献する。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

地域社会や国際社会のニーズに対応した先端的教育の提供及び研究の推進をもって、地

域にあっても日本全国はもちろん、世界の様々な出来事を深い問題意識を持って理解し、

他者と協働して活躍できる人材を育成する。また、本学が掲げる教育目標の中で、本学が

立地する地域社会と緊密な関係を保ち、産学民官の協働による地域の活性化、及び文化の

振興に貢献する「地域密着型」の総合大学を目指すことを明示する。併せて、地域の公共

団体・福祉施設・企業や海外協定校等との連携を強化し、本学の教育研究上の成果を積極

的に発信し社会に還元することで、国際社会・地域社会に根差す大学としての地位を確立

する。加えて、シニア・ウェルネス大学のプログラムを「市民未来大学」へと変更し、本

学の知的資源を積極的かつ持続的に社会に還元し、生涯学習を促進することで、健康・生

きがいづくり・社会貢献活動の実践者を育成する。 
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以上、本学は中期計画において「地域連携・社会貢献力」の強化を掲げ、本学の教育研

究成果を適切に社会に還元するために「社会連携・社会貢献に係る方針」を定めており、

大学ホームページでの公表をもって適切に明示していると判断する。 

 

点検・評価項目②：社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献 

に関する取組を実施しているか。また、教育研究成果を適切に社 

会に還元しているか。 

評価の視点１ 

国内外の学外組織（大学、研究機関、企業等）との適切な連携推進体制の構築 

評価の視点２ 

社会連携・社会貢献に関する活動による教育研究活動の推進 

評価の視点３ 

地域交流、国際交流事業への参加 

【学外組織との連携推進体制の構築】 

本学は、産学連携及び地域社会との連携による教育研究の推進を図る全学的な組織とし

て、地域連携推進センターを設置する（資料 3-1）。また、地域社会や企業・医療機関との

協働による学びを地域基盤型教育（前出 p.5）と位置付け、13 自治体及び 80 社以上の企

業等と連携する形で、学生の発想力を活かした課題解決や地域活性化に取り組む。本学が

メインキャンパスを置く千葉・東金-九十九里地域はもとより、日本古来の文化や歴史を伝

える観光地としての安房鴨川をはじめ南房総エリアを含む房総半島地域、また東京・千代

田区紀尾井町周辺の都心地域と、同じ首都圏にあってもタイプの異なるコミュニティ環境

に立地する 3 キャンパスを擁する本学ならではの特色を活かし、持続可能なまちづくりに

貢献できる人材の育成に資する体制を整えてきた。また、千葉・外房エリアを中心に、小・

中・高等学校及び大学との教育連携活動や高大接続授業にも積極的に取り組み、学生の学

びに繋げる体制を整えている。今後、千葉・東金及び東京・紀尾井町の 2 キャンパスを核

として、連携・協働の体制を更に拡充させていく。 

海外の教育研究機関との連携促進を図る組織として、国際教育センターがその役割を担

う。当該センターは、世界 36 カ国 216 大学・機関とのネットワークを活用し、締結協定

に則した形で教育・研究、留学の派遣・受け入れ、職員交流等に係る互恵的関係を管理・

統括する体制を整える（資料 9-1【ウェブ】）。また、本学の国際化を推進する全学組織で

ある国際連携推進機構において、本学が 2007（平成 19）年より交流を深めているハンガ

リーをはじめ、チェコ、ポーランド、スロバキアを合わせたヴィシェグラード 4 カ国（V4）

との連携を強化するとともに、高等教育研究機関として中欧研究の奨励、中欧地域との学

術交流・共同研究を推進し、広く国際交流を支える人材の育成に努める。これらのほかに、

1992 年の開学以来、様々な形での交流を継続してきたアメリカ・カリフォルニア大学リバ

ーサイド校には、教員をレジデントディレクターとして派遣、常駐させている。このレジ

デントディレクターは、各種留学プログラムに係る調整役、また現地でのアドバイザー教

員としての役割を果たし、学生に対して安全・安心な留学機会を提供することに寄与して

いる。 
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【社会連携・社会貢献活動による教育研究活動の推進】 

本学は、地域に係る教育研究及び社会貢献活動等を促進する地域連携推進センターを設

置し、(1) 産業と観光の振興、(2) 地域の活性化とまちづくり、(3) 健康の増進と福祉の充

実、(4) 地域人材の育成、(5) 地域と連携した学術研究、(6) インターンシップ等の実地学

修や生涯学習に係る活動の支援等に取り組む。「地域連携運営委員会に係る規程」に基づ

き、当該センター内に地域連携運営委員会を組織し、地域社会における産業・観光の振興

や福祉の充実等、持続可能なまちづくりに向けた取組や、各学部の特性を活かした企業や

医療機関、地域社会等との連携事業を展開する（資料 9-2）。 

研究活動では、大学が創出した教育・研究上の成果を積極的に還元し、社会の課題解決

に貢献するという方針に基づき、本学の研究成果や保有する知的財産に係る情報を様々な

機会を通じて積極的に学外へ発信する。地域基盤型教育の一環として、学部という枠組み

を超えて地域の課題解決に取り組む「域学共創プロジェクト」（前出 p.41）、専門職連携教

育としての「IPE99」、実社会での共同プロジェクトに参加する「JIU 産学連携教育事業」

を展開する（資料 1-6）。 

 

 

「専門職連携教育（IPE）のイメージ」（資料 9-3【ウェブ】より） 

 

専門職連携教育（IPE：Inter professional education）とは、他の職種の役割や専門性、

自身の職種の専門性や責任を理解するための教育と位置付けたものである。医療福祉系の

薬学部、福祉総合学部、看護学部を擁する本学ならではの特色ある学びを提供し、3 学部

協同による IPE を通じて、幅広い学際的視野を育成し、チーム医療の現場で活躍できる知

識と対応力・実践力を養う教育を展開する。 

 

患者講演会 
患者様の実体験を拝聴し、グループで共有します。 

本人や家族の想い、つらい気持ちに寄り添える想像力を身につける。 

専門職講演 
講演を通し、各分野の専門性への理解を深めます。 

各専門職の矜持や患者様への意識など、異なる専門性を再認識する。 

創作事例 

ワークショップ 

症例に基づき患者ケアプログラムを創作します。 

それぞれの個性・背景・家庭環境を想定した生活支援の在り方を提案する。 
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模擬事例検討 

ワークショップ 

実践に必要な事例を検討します。 

患者自身の想い、病気のこと、薬のこと…最良のケアを実践するための準備。 

実践 IPE 
地域の医療機関施設にてチームケアを実践します。 

症例検討し、実際の現場でチームケアの実践を学ぶ。 

「専門職連携教育（IPE）の教育プログラム」（資料 9-4【ウェブ】より） 

 

2023 年 1 月には、山武市及び山武市教育委員会と「外国人児童生徒の日本語教育支援

に係る連携協定」を締結し、本学の日本語教育及び日本語教員養成課程に関連する教員・

学生がこれに参画することで、地域が抱える課題解決の一助となる。これは、学生研究活

動の一環として本学の JIU 学会も支援しており、学会活動として研究成果発表へと繋げて

いる（資料 9-5【ウェブ】）。今後も、総合大学ならではの研究交流を通じた地域社会との

連携を更に強めていく。また、同年 3 月には、千葉県北東部に位置する芝山町と観光振興

における包括連携協定を締結し、成田国際空港に隣接する同町ならではの特性を活かした

地域社会の形成・発展を目指す。本学観光学部では、すでに同町でのフィールドワークを

実施しており、町のシンボルでもある埴輪に代表される文化財、新鮮な農産物を活かした

観光戦略の立案などに取り組む（資料 9-6【ウェブ】）。 

本学は、教育資源とキャンパス設備を市民に広く開放し、1992（平成 4）年より自治体

との連携による「公開講座」、2006 年より「シニア・ウェルネス大学」、2013 年より「コ

ミュニティ・カレッジ」の運営を通して、地域連携型の教育活動及び社会貢献活動に継続

的に取り組んできた。これらに係る点検・評価を踏まえ、2023 年度より「市民未来大学」

として統合的な運営スタイルへと転換する（前出 p.27）。また、近隣の高等学校を対象と

して、語学、福祉、情報、デザイン等、多岐にわたる分野での高大連携プログラムを実施

するほか、小・中・高等学校及び大学との教育機関連携を展開する。 

COVID-19 への対応・対策の一環として、2020 年度以降はオンラインツールの利用説

明を実施した上で、同時双方向型、あるいはオンデマンド視聴が可能な講義をニーズに合

わせて提供するなど、個々の ICT 環境を確認しながら適切な措置を講じた。今後は、感染

状況を踏まえながら連携自治体と協議の上、安全・安心を担保した形での再開に向けて準

備を進めていく。 

 

【地域交流、国際交流事業への参加】 

○地域連携事業 

東金キャンパスでは、地域の診療所や薬局、訪問看護・訪問介護ステーション、高齢者・

障害者施設等と連携して、福祉・看護・薬学の 3 学部連携による専門職連携教育「IPE99」

を推進する。具体的には、患者講演会、高齢者疑似体験、患者背景創作ケアプログラムワ

ークショップ、チームケア論・模擬事例検討ワークショップ等、多職種連携を実地体験で

きる機会を設けて、高齢化が進む医療過疎地域に貢献できる医療・福祉人材の育成に取り

組む。2019（令和元）年度より、地域と大学が未来をともに創る授業科目の一つである「域

学共創プロジェクト」（2 単位）を起動させ、魅力あるまちづくりへの組織的な参画を開始

したところである（資料 9-7【ウェブ】）。地元東金市に加え、隣接する山武市、大網白里

市、九十九里町の３市１町との連携を深めるための意見交換会を定期的に開催し、地域が
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抱える課題を共有するとともに、官と学の結び付きを活かした地域活性・地方創生活動を

展開する。 

千葉県有数の観光地である鴨川市に立地する安房キャンパスでは、観光学部が「地域」

と「国際」を軸とした実戦的なプロジェクトを展開してきた。具体的には、2015 年より道

の駅「鴨川オーシャンパーク」との連携事業を立ち上げ、道の駅から観光振興をテーマに、

サイクルツーリズムの企画運営やカフェマップの作成等に取り組んだ。また、東日本旅客

鉄道株式会社（JR 東日本）千葉支社との共同企画「駅からハイキング」の取組が、観光庁

の 2019 年度「産学連携による観光産業の実務人材確保・育成事業 先進的な実践授業事例」

に選出されるなど、多彩な産学共同・官学共同事業を地域社会や企業とともに創出し、将

来の観光クリエイターを目指す人材の育成に寄与してきた（資料 9-8【ウェブ】）。今後は、

千葉東金キャンパスを拠点として空港や航空会社、アミューズメント施設等との連携も射

程に入れ、より積極的な事業展開を図る。 

東京・千代田区との連携強化に取り組む紀尾井町キャンパスでは、「千代田学」に係る区

内大学等の事業提案制度を活用した学官協働のフィールドスタディをはじめ、同区の社会

福祉協議会が推進する車いすステーションを同キャンパスの 1 号・3 号棟に開設したこと

を契機として地域ボランティア活動を推進するほか、地区の清掃活動や合同パトロール等

の同区施策にも積極的に協力している（資料 9-9）。また、2 年に一度執り行われる日枝神

社の例大祭「山王祭」では、近隣企業や地元平川二丁目町会と合同で神興渡御に参加し、

伝統文化を通じた地域交流の場を盛り上げる。 

加えて、都市型キャンパスとして産学連携にも積極的に取り組み、日活株式会社や株式

会社サンミュージックプロダクション、バロックジャパンリミテッドなど多くの企業と提

携し、メディア学部と経営情報学部を中心に、多彩な取組を展開している。 

大学院では、国際アドミニストレーション研究科を中心に東京都との継続的な連携の下、

2022 年 2 月には、都民の観光振興への理解促進事業として、「インバウンド×マーケティ

ング×データサイエンス」をテーマとしたフィールドワークと発表会を開催しており、ア

フターコロナを見据えた取組にも注力していく（資料 9-10【ウェブ】）。 

 

○国際連携事業 

本学は、日本・カナダ学術コンソーシアム（JACAC）に加盟し、2011（平成 23）年度

より、日加戦略的留学生交流促進プログラムの一環として開催される「日本・カナダ学生

フォーラム」に、毎年、本学学生を派遣する。当該フォーラムは、JACAC 加盟大学の学生

の相互交流を促し、日加両国の友好と学術交流の発展に寄与するために開催される。約 10

日間にわたって、両国の学生が環境問題や持続可能性に係る問題等、地球規模のテーマに

ついて意見交換し、相互理解を深める。当該フォーラムは、毎年、日本またはカナダで交

互に開催される。本学は、2022 年度の担当大学として準備を進め、合わせて 7 大学 12 名

の学生の参加を得て、2023 年 2 月から 3 月にかけて両キャンパスで開催した（資料 9-11

【ウェブ】）。 

また本学は、2019（令和元）年 11 月に、世界 130 カ国以上、1,400 を超える機関が参

加する国連アカデミック・インパクト（UN Academic Impact: UNAI）に加盟した。国際

大学として、教育的観点からみた達成目標を定めつつ「SDGs への取り組みに係る方針」
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を大学ホームページに明示し、様々なグローバル教育研究活動の発展・充実に努める。2022

年 11 月 15 日には、本学の創立 30 周年記念 Lecture Series 第 3 回として、「SDGs の先

を見据えて －持続可能な社会における大学とその構成員の役割－」と題する全学 FD・SD

研修を企画・開催した（資料 9-12【ウェブ】）。 

これらの取組とも連動させて、2019 年 12 月に、関西国際大学、九州国際大学、長崎国

際大学、そして本学の 4 大学による「国際大学間の未来ネットワーク」を立ち上げ、「SDGs

のインパクトと「国際」大学のこれから」をテーマとする国際大学フォーラムを紀尾井町

キャンパスにて開催した。その後、2020 年 11 月に開催された定期総会による議を経て、

「コロナ禍で浮き彫りになった国際大学の課題と挑戦、学生目線で見る“ニューノーマル

時代のオンライン授業”の実力」をテーマとする、第 2 回目の国際大学フォーラムを 2021

年 6 月に開催した。2023 年 3 月には、「外国人留学生の輝く未来のために～多様性社会に

求められるキャリアサポート」をテーマとする、第 3 回目の国際大学フォーラムを開催し

た（資料 9-13【ウェブ】）。 

 

以上、本学は「社会連携・社会貢献に係る方針」に基づき、地域の公共団体及び福祉施

設、企業、海外協定校など、多様なステークホルダーと特色ある取組を展開するとともに、

その教育研究成果を社会に対して適切に還元していると判断する。 

 

点検・評価項目③：社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っている 

         か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく社会連携・社会貢献の適切性についての点検・評価

の実施 

評価の視点２ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく社会連携・社会貢献の適切性についての点検・評価】 

本学は、全学的な地域連携運営委員会を組織し、本学の社会連携・社会貢献事業の運営

に係る事柄について審議する。各事業の実施主体からの成果報告、事業区分ごとに実施す

るアンケート調査、自治体や企業等との意見交換等により得られる改善点や要望等を集約

し、総括的な事業報告書を公表する（資料 9-14【ウェブ】、9-15【ウェブ】）。この報告書

に基づき改善・向上を図り、年度末には所定の目的に照らした達成度や適切性を検証した

後、次年度の事業計画書を学長に提出する。学長は、これを大学運営会議に諮り、必要に

応じて教学マネジメント会議あるいは大学院委員会にて審議するなど、社会連携・社会貢

献に係る PDCA サイクルを全学的な水準で機能化させている。 

また、各学部・研究科が社会連携・社会貢献の主体となる場合、それぞれが点検・評価

を行い、その結果を所定の点検・評価シートに記載する。そして、この点検・評価シート

に基づき、全学点検評価委員会において総括的な点検・評価を行う。 
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【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

地域社会が大学に対して何を期待するのか、大学は地域社会にどのような貢献ができる

のかを把握、検証しながら、本学の教育や研究、そして社会連携等に係る活動に新たなニ

ーズを取り込み、相互の関連付けを図りつつ、社会連携・社会貢献の活性化を目指す。特

に、本学の取組を恒常的に発信して地域社会に対する説明責任を果しているか、その結果

として信頼関係を更に強化し、相応の評価と支援を得るという好循環を生み出せているか、

これらに係る検証を踏まえて本学の存在意義を示し、地域課題の解決に向けた持続可能な

連携体制の更なる強化を図る。その一環として、『城西国際大学 研究シーズ集 2022』を作

成し、2022 年 11 月 5 日に開催した創立 30 周年記念式典に合わせて地域社会や企業等に

配布した（資料 8-19【ウェブ】）。同資料は、大学ホームページにても公表し、本学との共

同研究や受託研究、地域の課題解決等に向けた受託事業との組み合わせを推進する。 

 

 以上のことから、社会連携・社会貢献の適切性についての点検・評価を適切に行い、そ

の検証結果をもって改善・向上に努めていると判断する。 

 

（２）長所・特色 

本学は、果たすべき社会的役割の一環として産学官連携を位置付け、そのための調整・

牽引役として地域連携推進センターを設置する。したがって、当該センターは、地域社会

との窓口としての機能を持つ。特に、多彩なアプローチにより地域ニーズを掘り起こし、

産学官の「ニーズ・シーズマップ」を作成するとともに、共同研究・受託研究等の実績の

維持・向上に努めつつ、自治体、企業、医療機関、研究機関、大学コンソーシアム等との

協力・連携体制の構築に取り組む。併せて、地域住民等との協働の緊密化を図るため、本

学施設の一般開放や見学受け入れ等を促進するとともに、公開講座やコミュニティ・カレ

ッジを統合・発展させた「市民未来大学」の運営、水田美術館による貴重資料の展示会開

催等を継続的に実施する。 

国際大学である本学が有する高度な言語運用能力やノウハウ等を活用する機会の一つ

として、地元東金市及びメディフォン社と三者連携協定を締結し、市内で増加傾向にある

在住外国人（家族を含む）の日常生活に係る案内及び啓発、また生活支援、緊急支援等に

資する情報を、やさしい日本語や英語、イラスト等で伝えることに取り組むなど、安心し

て暮らせる環境づくりに貢献する。 

また、国際大学間の連携強化を図り、新たに大学間コンソーシアム「国際大学間の未来

ネットワーク」を形成するなど、大学の国際性に係る学術的な発信力の強化、これからの

教育・研究・留学等に係る領域で、SDGs の視点も含めた連携や協働の可能性を国内外の

教育機関に示す取組に力を入れていく。 

COVID-19 への対応・対策の一環として、薬学部・看護学部・福祉総合学部を擁する本

学は、2021 年、22 年と 2 カ年度 3 度にわたってワクチン職域接種を実施し、本学の学生

及び教職員に加えて、希望する地域住民に対しても最大限の機会提供を行った。 
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（３）問題点 

本学は、様々な形での研究交流に活発に取り組んでいるが、受託研究の件数あるいは知

的財産の実施許諾や譲渡等に係る実績を増やす、という課題があると認識している。「学校

法人城西大学改革計画 2022-2024」に示す「財務改革」の中でも、達成目標の一つとして、

競争的研究資金の比率を高めることを掲げる。今後、地域の研究ニーズ等に対応し得る、

産学官の連携による学際的な研究会の立ち上げを検討するとともに、地域特性に基づく研

究、学際的・分野横断的な研究等、本学の強みとし得る独創的研究テーマを設定し、実効

性のある活動を全学的に展開する。 

これまで、社会連携事業等に継続的に取り組んできたことにより、ノウハウや情報が蓄

積され、学内外での協力体制も整い、当該事業に係る活動がより効率的で洗練されたもの

となっている。当該事業の更なる展開を図るためには、継続的な予算の確保、担い手の補

充等が重要な課題となる。特に、学生が主体となる事業の場合、基本的に上位学年の学生

から引き継がれることになるが、大学の組織特性や地域環境、そしてニーズに合わせて、

引き続き諸事業に対する支援の幅と厚みを増すための工夫が必要であると認識している。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、社会連携・社会貢献に係る「社会連携・社会貢献に係る方針」を定め、大学ホ

ームページにて公表している。当該方針に基づき、各々の学部・研究科及びセンターが、

地域の自治体や企業等と連携して多彩な事業に取り組む。また、地域連携推進センターを

中心に、シニア・ウェルネス大学やエクステンション講座等の生涯学習に係る取組のほか、

千葉県内の 5 市町で実施する「公開講座」、九十九里地域での福祉・看護・薬学からなる専

門職連携教育プログラム「IPE99」等、活発な地域連携活動を展開してきた。主として市

民を対象とするプログラムは、2023 年 4 月より、「市民未来大学」として発展止揚させた

ものとする。 

 COVID-19 への対応・対策の一環として、個々の ICT 環境を確認しながら適切なオン

ラインツールを選択し、利用説明を行った上で、同時双方向型、あるいはオンデマンド視

聴が可能な講義をニーズに合わせて提供してきた。 

本学は、中期計画として「地域連携・社会貢献力」の強化を掲げており、今後、更に地

域の公共団体、福祉施設、企業のほか海外協定校等との連携を強め、本学の教育研究上の

成果を積極的に発信し社会に還元することにより、「地（知）の拠点」としての中核機能を

拡充させていくことに邁進する。 

本学の社会連携・社会貢献の適切性については、各々の取組における実施組織が主体と

なり、毎年度の自己点検・評価を実施する。地域連携運営委員会は、それらを取りまとめ

る形で事業報告書を作成する。この報告書に基づき改善・向上を図り、年度末には目的に

照らした達成度及び適切性を検証した後、次年度事業計画書を作成し、学長に提出する。

学長は、この次年度事業計画について大学運営会議等で審議・決定し、適切に運営する。 

以上のように、本学は、掲げる理念・目的等を踏まえた社会連携・社会貢献に係る方針

を明示し、それに基づき学外組織とも連携し、社会貢献や地域交流に係る事業に取り組む

とともに、教育研究の成果を広く学内外に発信する。また、それらの適切性について、評

価指標を定めて定量的に評価する仕組みや、地域住民から直接評価を受ける機会を設ける
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ことにより、客観的かつ継続的な点検・評価を行い、その結果を踏まえ、更に期待される

社会連携・社会貢献を実現していると判断できる。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第 10 章 大学運営・財務 第 1 節 大学運営 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現する 

ために必要な大学運営に関する大学としての方針を明示しているか。 

評価の視点１ 

大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するための大学運営に

関する方針の明示 

評価の視点２ 

学内構成員に対する大学運営に関する方針の周知 

 

【大学の理念・目的の実現に必要な大学運営に関する方針の明示・周知】 

 本学は、建学の精神及び教育理念を踏まえて、本学の中・長期にわたるビジョンを定め、

これらのビジョンの実現を目指して中期計画【2020-2024】（以下、中期計画）を策定し、

毎年度の事業計画を踏まえて具体的な活動を展開する。併せて、「管理運営に係る方針」を

明示し、円滑な大学運営に努める。これらについて、各構成単位における会議体や大学ホ

ームページ等により、学内構成員に対して広く周知している。 

 

管理運営に係る方針 

 城西国際大学は、建学の精神、教育理念、中期計画等の実現に向けて、以下の方針に

沿って、円滑な大学運営に努めます。 

 

①明確な意思決定プロセスや権限・責任体制の下、持続的な発展を見据えた大学運営を 

行う。 

②本学の諸規程等に基づき、透明性・公正性・機能性を備えた管理運営に努める。 

③大学運営に係る資質及び職能等の向上に資する研修を事務職員に対して定期的に実 

 施し、健全な大学運営と持続的な改善・改革に取り組むことができる体制の構築・ 

拡充に努める。 

④本学の教育・研究の充実・発展に向け、財務基盤の強化及び安定を図り、健全な財政 

運営に努める。明確な意思決定プロセスや権限、責任体制の下、持続的な発展を見据 

えた大学運営を行う。 

「大学基本情報（各種方針について）」（資料 1-7【ウェブ】より） 

 

 また、年度初めに発出する学長示達において、「諸規程及び規律の遵守」を明示し、全て

の学内構成員に対して法規、業務規則、学則及び大学院学則、関係規程等の遵守の徹底を

求める（資料 2-3）。全学内構成員が、教育・研究を担う公的サービスを提供する高等教育

機関の一員であるという自覚を持つとともに、本学が高い次元での社会的責任（University 

Social Responsibility）を果たすことを企図して「城西国際大学 USR 綱領」を定め、次の

ようにこれを明示する。 
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城西国際大学 USR 綱領 

 「学問による人間形成」を建学の精神に人財育成を行う城西国際大学には、教育・研究を 

担う公的サービスを提供する⾼等教育機関として、高い次元での（⼀般企業以上の）社会的

責任が求められる。その社会的責任を「大学の社会的責任（USR：University Social 

Responsibility）」として捉え、社会が本学に求めているものは何かということを全ての大学

構成員が常に考え、自覚し、教職協働で実行して、時代環境や社会環境の変化を適時反映し

ながらも、大学と社会の相互発展を可能にするための礎を築いていくために、城西国際大学

USR 綱領を次のように定める。 

 

①コンプライアンス 

社会の公器として、法令及び社会のルールを遵守し、学校法人城西大学と協力して、不正を

防止するための施策を講じる。法令等の遵守のみならず、法令等に定めのない事象（社会倫

理や社会規範など）についても常に意識して行動する。◆コンプライアンスの取組 

 

②環境への配慮 

学校法人城西大学と連携し、大学全体で環境負荷の軽減に取り組み、持続可能な社会の実現

に貢献する。◆環境保全の取組 

 

③人権の尊重 

個人の人権を尊重し、教育、研究、労働環境の維持に努め、ハラスメントを防止するための

施策を講じる。◆ハラスメント防止の取組 ◆インクルージョン推進の取組 

 

④不正な研究の防止 

不正な研究、反社会的な研究、研究費の不正使⽤を防止し、研究を通じて社会に貢献するこ

とを目指す。◆研究不正防止の取組 ◆研究倫理に関する取組 ◆研究費管理に関する取組 

◆安全保障輸出管理に関する取組 

 

⑤情報公表とコミュニケーション 

ステークホルダーとの良好な関係構築には、ステークホルダーとのコミュニケーションが欠

かせず、それは、大学が積極的な情報公表を行うことから始まる。大学の運営や教育・研究

活動などの取組を、大学が社会に対して果たす責任という観点から整理して、広く社会に公

表する。◆機関アーカイブの充実 ◆教育情報の公表 ◆学術情報の公表（学術情報リポジ

トリ）◆個人情報保護の取組 

 

⑥地域社会との共生 

地域社会の⼀員として、周辺地域と密接な連携関係を構築し、地域社会の問題解決のために

行動する。◆地域連携の取組 

 

⑦地球社会との共生 

地球社会の⼀員として、グローバル化時代・多文化共生時代の現状を正しく捉え、世界各地

の人びとと絆を結び、地球社会の問題解決のために行動する。◆国際連携の取組 

 

⑧社会に貢献する人財の育成 

学生の課題発見・課題解決能力を涵養し、社会が直面する諸問題の解決に貢献する人財を育

成する。◆教育・研究の質の向上 

「大学基本情報（建学の精神、理念、目的等）」（資料 1-3【ウェブ】より） 
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以上、本学は建学の精神及び理念・目的を実現するためのビジョン及び中期計画を策定

し、それを円滑に遂行するために「管理運営に係る方針」を定めるとともに、学長示達に

おいて「諸規程及び規律の遵守」を明示し、年度初めに周知徹底を図っており、全学内構

成員に対する周知と理解の促進に努めていると判断する。 

 

点検・評価項目②：方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織 

を設け、これらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適 

切な大学運営を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な大学運営のための組織の整備 

◆学長の選任方法と権限の明示 

◆役職者の選任方法と権限の明示 

◆学長による意思決定及びそれに基づく執行等の整備 

◆教授会の役割の明確化 

◆学長による意思決定と教授会の役割との関係の明確化 

◆教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化 

◆学生、教職員からの意見への対応 

評価の視点２ 

適切な危機管理対策の実施 

 

【適切な大学運営のための組織の整備・実施】 

本学は、関係法令や大学運営に係る方針に基づき、大学運営組織を適切に整備する。学

長及び役職者の選任方法や権限に関しては「学長選出に係る規程」を定め、業務規則第 3

条に基づき、学長の選出及び任命手続きについて明示する（資料 10-(1)-1）。具体的には、

学長推薦委員会において単数または複数の候補者を選考し、常務理事会を経て理事長より

理事会へ推薦し、理事会において決定の上、理事長が任命する。また、教育職員の職務規

程第 3 条の 2 には、「学長は、学務を掌り、所属職員を監督する」ことを定める（資料 6-

1）。さらに、学部長や研究科長等、役職者の任免も、当該の規程に基づきこれを行う（資

料 10-(1)-2、10-(1)-3）。 

本学は、学長による意思決定や執行等の整備、学長との関係を含む教授会の役割につい

て、2015（平成 27）年の学校教育法等の改正に伴い、当該年度に一部変更、施行した学則

等の諸規程においてこれを明示した。学長が司る教育研究に係る事項、学長が副学長に権

限を委譲する事項、教授会が学長に意見を述べることができる事項等について規定し、教

職員に向けて学内イントラネットにて公表している（資料 6-10、6-11）。 

大学と法人組織（理事会等）の権限及び責任、大学のガバナンスについて、学校教育法

に定める寄附行為及び「学校法人城西大学寄附行為」、「学校法人城西大学理事会規程」、

「学校法人城西大学常務理事会規程」、「法人本部業務規則」に明確に定め、これらに基づ

く大学運営を行う（資料 10-(1)-4【ウェブ】～10-(1)-7）。 

学生や教職員からの意見への対応について、まず学生に対しては、在学生意識調査等の
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結果や水田奨学生等との意見交換（前出 p.21）を踏まえて学生生活の実態を把握した上で、

改善に向けた意見や要望に応える。特に、COVID-19 の感染拡大への対応・対策の一環と

して、オンライン環境の整備及び授業、学生サービスなどに係る意見や要望を詳細把握し、

全学教務委員会にて周知・共有するなどして、速やかな改善を図っている。教職員に対し

ては、部局単位での FD・SD をはじめ、新たな事業計画に対する全学的な意見集約を踏ま

えるなどして、より緻密な施策を練り上げる。また、教職員が帰属する会議体や委員会を

出発点として提示された意見等は上位組織での審議を経て、大学運営会議に諮ることがで

きる（資料 6-9）。このようにして、全学の要望を吸い上げる仕組みを機能化させながら、

個々の計画の具体化、推進に努めている。 

 

【適切な危機管理対策の整備・実施】 

本学は、国際大学、総合大学としての社会的責任を果たすため、構成員一人ひとりがリ

スクマネージャーとしての自覚を持ち、学内外のリスクに対応できる実戦的なリスクマネ

ジメント体制を確立するとともに、社会の公器としての個人及び組織のコンプライアンス

の高度化を目指す。そのために「城西国際大学危機管理に係る規程」を定め、本学で想定

されるリスク（業務、情報セキュリティ、コンプライアンス、イベント等）を把握し、全

学的なリスクマネジメント・システムの構築を進める（資料 10-(1)-8）。また、これまで運

用してきた「城西国際大学防災管理に係る規程」を廃止し、2022（令和 4）年 4 月より、

「城西国際大学防災管理規程」を新たに制定した（資料 8-6）。これに基づき、自然災害に

強いキャンパスを目指して、国や地方公共団体レベルの防災対策との連携も図りながら、

学内システムの総合的な点検・見直しに取り組み、シミュレーションに基づく実践的な訓

練を実施する。学長を委員長とする防災対策委員会を中心に、防災・防火を中心的に担う

人材の養成、リスクマネジメント要項及び防火・防災マニュアルの改訂・普及、関連規程

の整備、備蓄計画の策定・執行、緊急地震速報受信システムの導入等に取り組む。これら

の点について、毎年度、達成度を確認し、それを踏まえて次年度の方針を策定する。 

 COVID-19 への対応・対策においては、本学の学生、教職員等への感染拡大防止及び感

染者への対応等に取り組むため、2019 年度末までに「新型コロナウイルス感染対策本部組

織」を立ち上げた（前出 p.16）。緊急対応を要する事態の長期化への備えとして、2020 年

11 月に事務組織規程を変更し、第 5 章の第 50 条に、「特定業務について必要があるとき

は、臨時の組織を設け、職制を置き、事務を処理することができる」ことを新たに定め、

これに基づき「城西国際大学新型コロナウイルス感染症対策本部の設置・運用に係る要項」

を策定した。担当の学長特任補佐及び総務部危機管理主管（新型コロナウイルス感染症対

策担当）を配置し、大学運営会議の一員として、総務部、教務部、学生支援部と連携しな

がら最新の状況を把握・共有し、最適と判断する措置を講じている（資料 2-12）。 

 

 以上のことから、本学は関係法令や大学運営に係る方針に基づいて、学長をはじめとす

る所要の職を置き、これらの役職者の選任方法と権限を明確に定めていると判断する。ま

た、各種規程に基づき、教学組織（大学）と法人組織（理事会等）の権限と責任の明確化

を図るとともに、学内においては、教授会、研究科委員会、各種委員会等の組織を設け、

これらの権限・役割等を明示した上で、適切な大学運営に努めている。 
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点検・評価項目③：予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 

評価の視点１ 

予算執行プロセスの明確性及び透明性 

◆内部統制等 

◆予算執行に伴う効果を分析し検証する仕組みの設定 

 

【予算編成・執行の適切な実施】 

本学は、「学校法人城西大学経理規程」第 40 条（予算編成方針）に基づき、予算統括責

任者の意見を徴して理事長が予算編成方針を作成し、理事会においてこれを決定する（資

料 10-(1)-9）。予算編成にあたっては、まず予算編成要領を学内組織に周知徹底した上で、

単年度における事業の基本的な考え方や、各組織における諸計画の進捗状況等の総括を踏

まえて部局ごとに原案を作成し、経理課長、学長、法人本部事務局長による査定（ヒアリ

ング）を別個に実施することで内部統制を図る（資料 10-(1)-10）。 

 

2023 年度予算編成方針（抜粋） 

 教育研究への投資および施設設備の維持更新を適切に行い、教育研究の質の向上に努め、 

法人としての持続的な発展を支えるための財政基盤を強化するため、経常収支差額を安定的

にプラスとすることを中期的な目標とし、2023(令和 5)年度の予算編成方針は以下の通りと

する。 

①経常収支差額 

経常収支差額については黒字確保に努める。（ただし、単年度限りの経費支出(建物解体撤

去費用等)を除く） 

②事業活動収入 

 入学定員未充足の改善により適正な入学者数を確保するとともに、退学率・休学率を改善

し、学生生徒等納付金の安定確保を図る。また、補助金その他の外部資金の獲得を推進する。 

③事業活動支出 

人件費については、5 カ年の教職員人員計画を作成し、適正な人件費水準を勘案のうえ積

算する。 

教育研究経費については、中期計画の着実な実施を図るとともに、経常的な事業の見直し

を行って適正な経費水準の維持に努める。 

管理経費については、IT の活用による効率化や費用対効果に基づく見直しを継続し、引き

続き節減に努める。 

後年度負担を伴う新規事業は、新たな財源を確保するか、または既存の事業活動支出予算

を削減して捻出することを原則とし、重要性、緊要性を勘案して予算措置を図る。 

経常経費については、義務的経費を除くすべての事業について、予算執行により達成され

た成果を検証し、有効性、効率性等の観点から徹底的に見直した上で予算申請を行う。 

④施設設備関係支出 

大学棟建設等の大規模なキャンパス整備に関しては 10 カ年計画、その他の施設設備関係

支出については 5 カ年計画を作成し、計画期間中の支出規模と本学の財政状況を勘案しつ

つ、適切な予算措置を図る。 

「2023 年度予算編成方針及び要領」（資料 10-(1)-10 より） 
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日常的な予算管理・執行に際しては、財務システムを使用する。学内諸規程に則った予

算執行の承認・決裁、配分予算を超える執行の防止、予算残高や執行明細等の各種照会等、

当該システムが備える機能を駆使して、厳格かつ効率的な予算管理を行う。 

監査については、「監事監査規程」に基づく監事監査、「内部監査規程」に基づく内部監

査、「私立学校振興助成法第 14 条第 3 項」による公認会計士または監査法人による監査を

行うなど、監査を適切に実施する体制を整備している（資料 10-(1)-11、10-(1)-12）。また、

これらの相互的な連携を強化するために、「監事監査規程」において、第 14 条会計監査人

との連携、第 15 条内部監査部門との連携を定める。 

 

以上、本学は、理事会にて決定した毎年度の予算編成方針に基づき、予算編成及び予算

執行を適切に行っていると判断する。予算執行プロセスの明確性及び透明性については、

関係規程に基づき監査を実施し、適切性の担保に努めている。 

 

点検・評価項目④：法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学 

運営に必要な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に 

機能しているか。 

評価の視点１ 

大学運営に関わる適切な組織の構成と人員配置 

◆職員の採用及び昇格に関する諸規程の整備とその適切な運用状況 

◆業務内容の多様化、専門化に対応する職員体制の整備 

◆教学運営その他の大学運営における教員と職員の連携関係（教職協働） 

◆人事考課に基づく、職員の適正な業務評価と処遇改善 

 

【大学運営に係る適切な事務組織の整備、及びその機能状況】 

学校法人城西大学は、「法人本部業務規則」第 54 条の規定に基づき、法人本部の事務組

織及び事務分掌、職務権限等を定める（資料 10-(1)-7）。本学は、「城西国際大学業務規則」

第 52 条の規定に基づき、本学の事務組織、職制及び所掌事務に関し必要な事項を「城西

国際大学事務組織規程」に定める（資料 2-4）。 

本学は、戦略的かつ機動的な大学運営による更なる躍進を目指して、効率的かつ効果的

な事務機構の再構築、及び多様な能力を活かせる人事処遇システムの導入に着手したとこ

ろである。採用システムの点検・整備、「城西国際大学事務局等職員評価実施規程」に基づ

く職務遂行能力及び職務実績の評価制度の導入、業務分掌の再設計及び指示命令系統の明

確化を進めるとともに、長年の慣習の打破にも繋げるナレッジマネジメントを導入し、ノ

ウハウの共有化と高度化を推進する（資料 10-(1)-13）。併せて、「城西国際大学事務局等人

事基本方針」を策定し、人材の確保・育成・活用と評価システムの活用に重点をおいて、

大学という組織における人事マネジメントに取り組む（資料 10-(1)-14）。 

本学は、教育職員と事務職員双方の職責を踏まえた上で、協働して大学運営に取り組む

体制を整えている。この教職協働については、相互的な確認を経た上で、中期計画の策定

に際しても多くの事務職員の参画を実現した。中期計画の策定に限らず、委員会やプロジ
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ェクト等にも正式なメンバーとして事務職員が加わり、大学運営において重要な役割を担

う。また、体制整備という点からは、総務、教務、入試、国際の各部局に、教育職員の部

長とともに事務職員の事務部長あるいは次長を配置し、事務職員も重要な意思決定に携わ

る。 

事務職員の業務評価については、個々の能力開発・育成、これらを通じた組織の活性化

を目的として位置付け、その旨を「城西国際大学事務局等職員評価実施規程」第 2 条に定

め、各人の評価結果は給与処遇、人事配置、研修派遣等を決定する際に参考指標として活

用する（資料 10-(1)-13）。また、事務職員評価の結果と併せ、個別の面談記録や職務経験

等、多角的に人事情報を収集・蓄積してデータベース化し、広範かつ中・長期的視点から

これを活用する。この職員評価制度は、「能力評価」と「目標達成度評価」の 2 種で構成

し、評価は絶対評価（ある基準に照らして達成度を見る方法）で行うことを原則とし、職

務上で見られた行動及び仕事の成果（結果）をもとに実施する（資料 10-(1)-15）。これら

は、内発的な自己点検であり、業務レベルの内部質保証、PDCA サイクル構築の一環とし

ての定着を進める。 

 

 以上のように、本学は、法人及び大学に事務組織を置き、業務分掌を定めた上で必要な

人員を配置している。大学運営全般に係る業務、教育研究活動の支援、その他必要な事項

について適切に対応しており、法人及び大学の事務組織は適切に機能していると判断する。 

 

点検・評価項目⑤：大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲 

及び資質の向上を図るための方策を講じているか。 

評価の視点１ 

大学運営に必要なスタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の組織的な実施 

 

【SD 等の組織的実施による教職員の意欲・資質の向上】 

本学は、「城西国際大学事務局等人事基本方針」において、人財育成としての事務職員研

修の目的を、資質向上・能力開発による業務遂行の効率化・高度化、組織の活性化、そし

て個々人のキャリア形成と定める（資料 10-(1)-14）。人事担当部署は、事務職員の育成制

度や各種育成施策を再整備し、各種施策を着実に実施する。各々の目標や養成するスキル

等を明確にした上で、階層別、目的別に内容・方法、実施場所等を体系化し、それらを有

機的に組み合わせて計画、実施する。今後は、大学ホームページに事務職員向け研修の専

用ページを開設し、研修資料のほか各種情報を公表するとともに、派遣研修等に係る報告

会を開催して成果を共有する。また、事務職員の自己啓発を目的とする個人またはグルー

プの活動を奨励する措置を講じ、事務職員の更なる成長支援に取り組む。 

本学は、事務局長を中心とする SD 委員会を置き、事務職員として必要な知識・技能の

習得、能力・資質の向上と併せ、大学を取り巻く状況や関係法令等、情報の収集・分析に

より得た知見を提供・共有する機会を設けることで、研修内容の充実と適切性を確保する

（資料 10-(1)-16）。同時に、コンプライアンス及びハラスメント防止に係る研修を定期的

に実施し、法令及び学内諸規則の遵守を徹底する（資料 10-(1)-17）。 
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以上、本学は「城西国際大学事務局等人事基本方針」において、事務職員研修の目的を

明示した上で、大学運営を適切かつ効果的に行うための研修を組織的に実施している。こ

れらの施策は、事務職員及び教員の意欲、及び資質の向上を図るための取組として、適切

であると判断する。 

 

点検・評価項目⑥：大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。 

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１ 

適切な根拠（資料、情報）に基づく大学運営の適切性についての点検・評価の実施 

評価の視点２ 

監査プロセスの適切性 

評価の視点３ 

点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

【適切な根拠に基づく大学運営の適切性についての点検・評価】 

本学は、全体の PDCA サイクルの機能化を目的として、中期計画と連動させながら事業

計画に取り組み、その自己点検の結果を次期の事業計画に反映させている。また、事業と

予算の一体的評価に向けて、経理課長、学長、法人本部事務局長による査定（ヒアリング）

を別個に実施し、各組織における諸計画の進捗状況等の総括を踏まえた点検・評価を行う。 

 

【監査プロセスの適切性】 

監査については、監事による監事監査、公認会計士による会計監査に加え、事務局長等

で構成する内部監査調査部門による内部監査を実施する（前出 p.121）。また、法人組織に

内部監査室を設け、当該部署が責任主体となり検証を行う。学内各組織は、各々が策定す

る年度計画に基づき業務監査及び財務監査を受け、その際の指摘事項に対して速やかに改

善に取り組むこととする。 

 

【点検・評価結果に基づく改善・向上】 

本学は、改正私立学校法に基づく中期計画による大学運営、並びに責任明確化の義務付

けを踏まえ、事務局の組織改編、及び課題遂行との有機的連携を図るための本格的な配置

管理を実施した。また、中期計画に掲げる課題の解決に向けて、効率的かつ効果的な戦略

展開を実現する IR 体制を整備し、基礎となる教育活動データの収集・分析に取り組むと

ともに、その結果に基づく事務職員の研修等を実施、受講履歴の管理や研修内容の一層の

体系化を進めていく。さらに、「事務局等職員評価実施に関する内規」を定め、能力評価及

び目標達成度評価の結果を踏まえた助言や指導により、事務職員一人ひとりの力量向上に

努める。 

 

以上のことから、本学は、大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行い、その

結果をもとに改善・向上に向けた取組を行っていると判断する。 
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（２）長所・特色 

事務局の組織改編に伴い、教育職員と事務職員が双方の職責を踏まえ、協働して大学運

営に取り組む体制整備を進めている。事業計画の策定や様々な政策立案に加えて、プロジ

ェクトや委員会においても、多数の事務職員がメンバーとして参画する。また、教務、入

試、国際等の各部門には、教育職員の部長とともに事務職員の事務部長あるいは次長を配

置しており、職員も意思決定において重要な役割を担う。そして、教育、研究、社会連携

等、様々な現場において、教育職員と事務職員は協力して業務に取り組む。大学を取り巻

く情勢の変化や全学的な課題に対応するため、「事務局等人事基本方針」を策定することと

し、人材の確保・育成・活用と評価システムの活用に重点をおいて、大学という組織にお

ける人事マネジメントを実践する。 

新たに立ち上げた IR 推進室は、中期計画の実現に向けた詳細な工程把握を行い、速や

かに事業計画へと反映させるなど、これまでにない切り口から改善取組を推進している。 

 

（３）問題点 

大学運営における発展途上の課題として、防災のみならず大学を取り巻くリスク全体へ

の対応を検討する取組の推進が挙げられる。特に、COVID-19 への対応・対策に関しては、

一連の取組に係る総括的な把握及び効果の検証を行い、爾後に向けた課題の抽出・整理を

経て全学的な共有を図ることとする。また本学は、組織全体として一体的にコンプライア

ンスを推進しており、自らの社会的・公共的使命を自覚し、法令の遵守に留まらず、相互

の人権を尊重し、高い倫理観を持って行動することを達成目標の一つとする。本学構成員

としての行動規範を明示することで、未然のリスク管理に力を尽くすとともに、社会的存

在としての期待・責任に反することがないよう、誠実かつ公平・公正な大学運営に取り組

む。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、建学の精神及び教育理念を踏まえ、中・長期の目標とするビジョンを設定して

おり、これらのビジョンの実現に向けた中期計画を策定し、具体的な活動を展開する。併

せて、「管理運営に係る方針」を明示し、本学の諸規程等に基づき、透明性・公正性・機能

性を備えた管理運営に努める。中期計画や事業計画を適切に実行するために、学長及び役

職者や教授会の役割・権限等を明確化し、組織や諸規程の整備に並行して取り組む。2015

（平成 27）年度の学校教育法の改正に伴い、学則等の諸規程を一部変更、施行し、学長に

よる意思決定や執行等について、また学長との関係を含む教授会の役割等を明確化した。 

大学業務を遂行する事務体制については、効率的かつ効果的な事務機構の再構築、及び

多様な能力を活かせる人事処遇システムの導入に着手することで、戦略的かつ機動的な大

学運営を目指す。ナレッジマネジメントを導入し、ノウハウの共有化と高度化を推進する

とともに、本学の優先課題を踏まえた適材適所の公正な人事配置を実現するために、「事務

局人事基本方針」を策定した。この方針に従って組織における人事マネジメントに注力し、

人材の確保・育成・活用と併せて、評価システムの活用を重点項目に掲げて取り組む。事

務職員評価の結果に加え、面談記録、職務経験等の多角的な人事情報の収集・蓄積を行い、

それらをデータベース化し、中・長期的かつ広範に活用する。 
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以上のように、本学は、掲げる理念・目的、また将来等を見据えた中・長期計画を実現

するための大学運営方針を明示し、適切な大学運営のための規程整備や権限・役割を明確

化している。また、本学の課題に柔軟に対応するための事務組織を整え、COVID-19 への

対応・対策を含めて教職協働や SD の推進、定期的な点検・評価等により、効率的かつ効

果的な大学運営に努めている。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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第 10 章 大学運営・財務 第 2 節 財務 

 

（１）現状説明 

点検・評価項目①：教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切 

に策定しているか。 

評価の視点１ 

大学の将来を見据えた中・長期の計画等に則した中・長期的な財政計画の策定 

評価の視点２ 

当該大学の財務関係比率に関する指標又は目標の設定 

 

【中・長期的な財政計画の策定、財務に係る指標等の設定】 

学校法人城西大学は、2018（平成 30）年 5 月に中期財務計画（2018-2022）を定め、達

成すべき財務目標及び具体的な施策を明示した（資料 10-(2)-1）。また、予算統括責任者の

意見を徴して理事長が予算編成方針を作成し、理事会での承認を経て、本学で当初予算編

成要領を作成し、学内組織に周知を徹底させている（前出 p.120）。また、「学校法人城西

大学改革計画 2022-2024」として「財務改革」を掲げ、経常収支の改善、収入の確保、財

務システムの見直しに取り組む（資料 1-14）。 

本学は、中・長期にわたり健全な帰属収支を維持し、基本方針とする財政基盤の確立の

実現に向けた具体策として、学納金のほか、寄附金及び補助金の安定的確保に向けた努力、

安全性を第一とした着実な資産運用収入の確保等に取り組むこととする。なお、数値設定

できる財政指標による 2021（令和 3）年度決算の状況は下表の通りであり、全ての指標で

水準を確保できている。 

 

評価項目 財政指標 
2021 年度 

決算 

＜フローに関する指標＞ 

経常収支差額比率 

（＝経常収支差額÷（教育活動収入＋教育活動外収入）） 

プラス 

の維持 
10.1％ 

＜ストックに関する指標＞ 

流動比率 

（＝流動資産÷流動負債） 
200％以上 260.5％ 

純資産構成比率（自己資金構成比率） 

（＝純資産÷総資産） 
85％以上 94.2％ 

（大学基礎データ・表 10、表 11 より） 

 

 また、日本私立学校振興・共済事業団は、定量的な経営判断指標を明示し、学校法人の

財務状況を正常状態、経営困難状態、自力再生が極めて困難な状態、と 3 区分している。

本学は、経常収支差額比率の黒字幅及び積立率の指標に対して適正値を示しており、学外

の指標に照らした上でも正常状態であると言える（資料 10-(2)-2）。今後、教育研究への投
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資及び施設設備の維持更新を計画的に行い、大学としての持続的な発展を支える財政基盤

を強化するため、新たな中期財務計画を策定する。 

 

 以上、本学は、教育研究活動を安定して遂行するため、中期財務計画（2018-2022）を

定め、達成すべき財務目標及び具体的な施策を明示していると判断する。今後も健全な帰

属収支を維持し、基本方針とする財政基盤の確立に努める。 

 

点検・評価項目②：教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を 

確立しているか。 

評価の視点１ 

大学の理念・目的及びそれに基づく中期計画等を実現するために必要な財務基盤（又は

予算配分） 

評価の視点２ 

教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組み 

評価の視点３ 

外部資金等の獲得強化に向けた取組み 

 

【大学の理念・目的及びそれに基づく中期計画等を実現するための財務基盤の確立】 

過去 5 カ年度（2017-2021）の本学の経営状況は、事業活動収支計算書関係比率に示す

通りである（大学基礎データ・表 10、資料 10-(2)-3）。全国平均（「令和 3 年度版 今日の

私学財政」（日本私立学校振興・共済事業団））と比べて、収入面では学納金比率が高く、

補助金比率が低い傾向にある。したがって、教育研究の高度化を推進する上で科研費等外

部資金の申請を積極的に行うことを中期財務計画に掲げ、学納金への依存軽減を目指す。

支出面では、経費節減に取り組む一方で、教員組織整備計画及びキャンパス環境の整備計

画等に基づく教育環境の基盤整備を進めており、人件費及び教育研究経費の比率が年々増

加傾向を示す。その影響により、本学の事業活動収支差額比率（帰属収支差額比率）は低

下傾向にあったが、人件費・教育研究経費・管理経費について、予算編成方針として具体

的な改善取組を明示し、2020 年度にはこれを改善した。 

同 5 カ年度における財政状況は、賃借対照表関係比率の通りである（大学基礎データ・

表 11）。本学の資産の構成を全国平均と比べると、固定資産の構成比率が高い。これは、

施設の整備事業を行いつつ、将来的かつ永続的な教育研究環境の維持に必要な資金（引当

特定資産（固定資産））を並行的に形成してきたことによる。結果として、流動比率や前受

金保有率にみる通り、負債に対する資産の流動性は十分に保たれている。資産の取得源泉

の構成比において、純資産構成比率（自己資金構成比率）は、全国平均を上回る高い水準

を維持する。 
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【教育研究活動の遂行と財政確保の両立を図るための仕組み】 

安定的かつ持続的に教育研究活動を展開しつつ、財政の健全性を維持していく上で、中

期計画及び事業計画を反映した中期財務計画、及び年度ごとに定める予算編成方針の両輪

をもって、適正な運営を図ることが重要であると認識している。 

予算は、基本収支試算による中期の見通しを踏まえて編成しており、その中で支出予算

においては、経常的な予算とは別に、教育強化推進予算、奨学金予算、広報戦略予算等の

予算枠と、事業計画の重点施策を推進する予算枠を設け、中期計画と連動させながら諸事

業の遂行を促進する。また、建設事業等に係る予算は、中期財務計画の施設整備関連支出

として、各種教育インフラの施設整備計画（10 カ年）の実現に向けた事業費を予算編成に

反映させる（資料 10-(2)-3）。 

 

【外部資金等の獲得強化及び経費削減等の取組】 

学生生徒等納付金以外の収入強化対策としては、寄附金等の募集施策と資金運用施策を

中心に展開し、併せて産官学の連携・協力による競争的な補助金や受託研究等の様々な外

部資金の獲得に努める。また、本学同窓会との協働により卒業生から幅広い支援を得てお

り、基金の一部を学生のための課外活動推奨制度や、創立 30 周年記念事業等に活用する

（資料 10-(2)-4【ウェブ】）。併せて、寄附システムの整備、専用ホームページの開設、決

済手段の拡充、寄附者を顕彰する制度の導入等、寄附者の多様なニーズへの対応や寄附者

との繋がりを保持するための仕組みや制度の拡充に取り組む（資料 10-(2)-5）。 

経費節減の取組については、経常的な物件費支出の約半分を占める業務委託費をその対

象とし、業者選定や価格決定プロセス（合見積の実施有無等）の見直しにも取り組む。ま

た、入試広報活動については、過去 3 カ年度の入試広報活動の効果を検証し、時代に適合

した SNS をはじめとする広告媒体を活用する形式への転換を図り、経費の見直しや大幅

な削減を進める。 

 

 以上、本学は、大学の理念・目的及び、それに基づく中期計画等を実現するため、教育

研究活動の遂行と財政確保の両立に努め、全国平均を上回る水準を確保していると判断す

る。 

 

（２）長所・特色 

本学は、これまで一定の経常収支黒字を確保してきており、COVID-19 の感染拡大によ

る影響を受けつつも、入学定員充足による安定した学納金収入を実現し、教職員体制の整

備による人件費増という状況下においても、黒字幅を前年度よりも上昇させた。今後、施

設・設備の建替・更新に伴う支出が見込まれており、財務規律を堅持しながら、本学の持

続的発展を確たるものとする必要がある。本学の強みを束ねつつ、これまでの枠組みの抜

本的な組み換えに努めることを改善の要とし、事業の重点化、総合力の発揮、組織活力の

向上を目指す。 
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（３）問題点 

中期目標（2016-2020）を総括する過程において、事業と予算を一体的に評価し、全学

でそのプロセスや結果を共有する仕組みの整備が十分ではなかったことを課題として認

識した。現在は、教育研究活動の遂行と財源確保の両立を図るための仕組みを更に高度化

するという観点から、事業の目的に照らして、予算の配分・執行が効果的に寄与したか否

かを客観的に判断するため、大学運営会議を構成する学長・副学長、事務局長等を含む教

職員による各予算編成部局とのヒアリングを実施、検証することとした。この過程を通し

て、事業及び予算の拡充や縮減等を適切に判断する機能の強化を目指す。 

 

（４）全体のまとめ 

本学は、中期財務計画及び予算編成方針の下で事業運営、財政運営を行い、教育研究活

動の遂行と財政確保の両立を目指す。現在の財政状況においては、収支差額のプラスを安

定的に確保するとともに、財政運営上で設定した指標や他大学との比較に照らして、適切

な資産構成の水準を維持できており、教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十

分な財務基盤を確立している。 

中期計画及び事業計画を着実に遂行しつつ、財政の健全性・安定性を維持するために、

収入強化施策及び経費節減施策、事務業務効率化等に継続して取り組む。併せて、今後の

課題として、事業の目的に対して予算の配分・執行が効果的に寄与したか否かを客観的に

評価する仕組みの確立を通じて、教育研究と財政の均衡を踏まえた大学運営機能の更なる

強化に努める。 

 

これらのことから、「大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り

組みが概ね適切である。」と判断する。 
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終 章 

 

本学は、学校法人城西大学の建学の精神「学問による人間形成」を本学の建学の精神と

して継承し、「国際社会で生きる人間としての人格形成」を教育理念として、1992（平成

4）年に、地元東金市から誘致を受けて開学した。以来、地域密着型の国際大学、総合大学

を目指し、教育研究から社会貢献、地域貢献に至るまで、様々な先進的、学際的な取り組

みを展開してきた。30 年間の歩みの中で、開学当初の人文、経営情報に加えて、福祉、メ

ディア、薬学、観光、看護といった、我が国の将来には欠かせない領域に係る教育研究の

基盤を整え、2023 年 4 月には新たに大学院健康科学研究科を開設する。このようにして、

7 学部 9 学科 7 研究科 12 専攻を擁する総合大学へと発展してきた。 

 

今回の大学機関別認証評価は、本学にとって教育研究活動の更なる質の向上を図る契機

と捉え、大学基準に基づき、全学的な観点から教育研究等の諸活動や内部質保証システム

等の自己点検・評価を実施した。本学では、理念・目的等を明確に定め、その実現に向け

て、学長のリーダーシップの下、中期計画【2020-2024】及び毎年度の事業計画、大学改

革の方針となる「学校法人城西大学改革計画 2022-2024」等の諸施策を掲げ、来るべき創

立 50 周年の姿を見据えながら全学あげて大学改革を推し進めるなど、自主的・自律的な

運営体制を敷いて教育の高度化や研究力強化を図っている。 

 また、教育上の目的を達成するため、全学の教育目標を定めるとともに、学部・研究科

が授与する学位ごとにいわゆる 3 ポリシーを策定し、その上で、学位や学問分野に応じ、

体系的な教育課程を編成し、各種教育活動を展開している。更に、本学の強み・特色・立

地を活かして「教育の 3 本柱」を掲げ、情報通信技術が発展し国際化・少子高齢化が加速

化する現代社会において、異なる文化や考え方を持つ人々と協力し、社会の問いかけに向

き合い、解決に向けて努力できる力の養成を目指す。 

社会変革に対応した教育研究等の組織整備を実現し、教育の高度化を図るとともに、本

学の目指す人材像に合致する学生をより多く受け入れることができるよう、本学の特色に

応じた入試制度改革を断行している。また、中期計画【2020-2024】に掲げる教育研究の

質向上を軸とする教学改革を更に推進するために、教育研究組織の見直し・改編に持続的

に取り組み、学部・研究科、理系・文系という枠を超えた横断的な教育研究活動を促進す

る役割を付属機関や各センターに付与する。もって、学術研究の動向、社会的な要請、国

際化の進展等に対応できる教育研究組織を構築する。これらの教育組織と研究組織の改編

による機動的な教育の実施体制の確立に加え、多様な人事制度の運用の下、「教員組織整備

計画」に基づき適切な教員の配置、多様な教員の確保を実現しており、その結果は、教育

研究の成果としても表出している。そのほか、学生支援に特化した中期的な方針として、

「学生支援に係る方針」、「キャリア教育ポリシー」及び「国際教育に係る方針」を定め、

アドバイザー制度による指導の充実と併せて、教育支援体制の充実及び教育環境の向上に

努めることにより、国際大学にふさわしいグローバル環境を創り出す。そして、全ての教

職員に対し、障害を理由とする差別の解消、並びに合理的配慮の必要性に係る理解、また

障害のある学生が置かれた状況や障害特性への理解を促すため、「城西国際大学における

障害のある学生の支援に関するガイドライン」を定め、「ダイバーシティ＆インクルージョ
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ン」の考え方を浸透させる。 

これらの教育研究等の諸活動については、第 2 章に記載したとおり、内部質保証のため

の全学的な方針を定め、「全学点検評価委員会」が行う業務全般の自己点検・評価、及びそ

の結果等を踏まえた改善・改革に繋げる。教育に特化した内部質保証については、学部・

研究科の中に組織する「自己点検評価委員会」を責任主体として、部局長の下での自己点

検・評価活動を推進する。中期計画【2020-2024】の進捗確認、及び年度事業計画の達成

状況は、所掌責任者が作成する達成目標設定・フォローシートに基づき、年 3 回の学長面

談による評価を行う。この取組を、大学改革・機能強化を意図した「学長のトップマネジ

メントによる新しい質保証システム」と位置づけ、従来の仕組みと重ね合わせ、多元的・

多層的な内部質保証システムを確立している。当該システムの運用により、各部局等にお

ける教育手法等の改善はもとより、新たな教育研究組織の創設やクォーター制及び全学部

共通基盤科目等の教育プログラムの導入など、全学的な業務改善・大学改革・機能強化が

図られており、この点から見ても、内部質保証システムは有効に機能していると言える。 

 

 現在、私立大学を取り巻く社会の動向変化が加速化しており、新型コロナウイルス感染

症の世界的な感染拡大、あるいは温暖化に伴う自然災害等を契機として、第 4 次産業革命

や Society5.0 の実現が急務となった。このような時だからこそ、科学技術の進歩も射程に

入れつつ、多様性にも目配りしながら共感力を高め、連携・協働を通して新たな集合知や

価値を生み出し、既存の枠組みを超えていくことが重要である。ここに、高等教育の果た

すべき役割は極めて大きいと認識している。本学は、これらに速やかに対応し、社会変革

の駆動力として成長し続ける大学となるよう、内部質保証システムを不断に見直し、恒常

的・継続的な教育研究の質の向上により全学的な機能強化を実現するなど、一層の発展に

向け、自主的・自律的な大学改革を更に加速させていく。この度の第 3 期認証評価を受審

するにあたり、本学における自己点検・評価活動の更なる充実と、教育研究活動の発展に

注力してきた。こうした歩みを振り返りつつ、反省すべき点を反省する機会を得たことは、

新たな将来構想を展望する上で実に有意義なものであった。当該プロセスにおいて見い出

し、捉え直した諸課題を踏まえ、新たな中期計画【2025-2029】を策定する。 

本学は、建学の精神「学問による人間形成」を礎として、時代が求める教育研究とは何

かを考え続け、国際大学、総合大学としての揺るぎない決意をもって社会の負託に応えて

いく所存である。 


